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先進諸国における情報化 ビジ ョン

に関す る動向

1.要 約





先進諸国における情報化ビジョンに関する動向(要 約)

1.調 査 の背景 と方法

情 報通信 に関する急速 な技術 革新 は、産業 ・社会 に対 して、多 大 な影響 を与 え始めてい

る。多 くの識者は、21世 紀 にかけて工業経済か ら情報経済へ の転換 が起 こると指 摘 して

い る。 この ような変化 に対応すべ く、各 国で は情報通信環境 を整備 し 「情報社会」 の実現

に取 り組 んでいる。その さきが け となったのは～アメリカのク リン トン政権が提唱 した 「情

報 スーパーハ イウェイ」(lnformationSuperhighway)と 関連す る一連 の情報通信政策で あ

った。 ゴア副大統領 に よるGII(GlobalInformationInfrastructure)構 想 や1996年 に

ブ リュ ッセルで開催 されたG7情 報サ ミッ ト等 を経て世界 各国で施 策展 開が活発 に進 んで

い る。情報社会の進展 は情報産 業の育成 にも大 きな影響 を与 え る。各 国で は、情報 産業 を

これか らの戦略産業 と位置づ け、その育成策に も力点を置 いている。

以上の ような世界各 国の状況 を踏 まえ、ソフ トウェア技術 を中心 とす る情報技術 の国際

的競 争力確保 を目指 し、わが国の研究 開発の あ り方 を検討す るための基礎デー タ収集の一

環 と して、「先進諸国 における将来 の社会 システムの情報化 ビジ ョンに関す る動 向」の調査

を行 った。

まず情 報化 に関 して先進的 と思 われ るアメ リカ、EU(欧 州連 合)1、 シンガポール、マ レ
ー シアに関 して

、政府の インターネ ッ トホームページか ら情 報化 に係 わる声明 ・ビジ ョン ・

計 画 を調査 した。 また、 日本 に とって特 に重要 なアジア ・太平洋 地域の他国の政府 ホーム

ペー ジを調査 し、情報化 に係 る ドキュメ ン トが公開 されていたオース トラ リア、 イ ン ド、

韓 国 に関 して も同様 に調査 を行 った。 ドキュメ ン トか ら各 国の情報 化 ビジ ョンの概 要、関

連 す る情 報通信政策 の概要 を整理 した。そ して、その結果 を踏 まえ、各国の動向 を比較 し、

ビジ ョン ・情報通信政策の特徴 を分析 した。

本 報告 書の まとめ と して、これ らの調査 ・分析 結果に基づ き、わが国の情報化 ビジ ョン

のあ り方 に対 する示唆 を考察 し、技術 開発 を進め るべ き分野等 の試 案 を示 した。

調査対象国

◆ ア メ リカ

◆EU(欧 州 連 合)

◆ シ ン ガポ ー ル

◆ マ レー シ ア

◆ イ ン ド

◆ オー ス トラ リア

◆ 韓 国

1欧 州 に関 しては国別 ではな く
、EUレ ベ ルの政策を対象 と した。
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2.ア メ リカ

1990年 代 に入ってか らの クリン トン=ゴ ア政権 の一連 の情報政策 は、 これ まで軍事 ・宇

宙技術 開発 中心 に進め られて きた科学技術研 究 を産業応用 に転換 す ることで産業競 争力強

化 を推 し進めて きた。以降で は情 報化政策の流れ を概観 す る。

2.1HPCC

当 時 上 院 議 員 で あ っ た ゴ ア現 副 大 統 領 が 提 案 し、1991年 に成 立 し たHpc法(High

PerformanceComputingActof1991)とHPCC(HighPerformanceComputingand

Co㎜unications)計 画 が 、 近 年 の情 報 政 策 の起 点 と考 え られ る。HPC法 は5年 間 の時 限 立

法 で あ ったが 、HPCC計 画 の 一連 の 流 れ は、 アメ リ カの情 報 政策 の根 幹 を なす もの で あ る。

HPCC計 画 で は 、高 性 能 コ ン ピュ ー テ ィン グ シス テ ム(HPCS)、 研 究 ・教 育 ネ ッ トワー ク

(NREN)、 先 進 ソ フ トウ ェ ア技術 と アル ゴ リズ ム(ASTA)、 基 礎研 究 と人材 育 成(BRHR)、 情

報 基 盤技 術 とア プ リケ ー シ ョン(IITA)と い っ た プ ロ ジ ェ ク トが 実 行 され た。

2.2N川 構 想

クリン トン=ゴ ア政権 が誕生 す ると、 レーガン政権時代か らの産業競争力強化の政策 を

継承す ると同時 に、 ゴア副大統領 をまとめ役 として一連 の科学技術政策 を打 ち出 した。就

任直後の1993年2月 にはNIIイ ニ シアテ ィブを発 表 した。同年9月 には、9つ の基本原理

を含むNIIア ジェンダが発表 され た。

2.3Gl1構 想

1994年3月 、ブ エ ノス ア イ レスで 開催 され た 国際 電 気 通 信 連 合ITU総 会 にお い て 、 ゴァ

副 大 統 領 がGII構 想 を発 表 した 。各 国 のNIIを 連 結 し、 グ ローバ ル な情 報 基 盤 を作 ろ う と

い う もの で あ る。GII構 想 につ い て は、HPCC・IT委 員 会 の情 報 基 盤 タス ク フ ォー ス(IITF)

に よ っ て 、GIIア ジ ェ ン ダ(TheGlobalInforamtionInfrastructure:Agendafor

Cooperation)が1994年 秋 に発 表 され て い る。

2.4HPC法 失効 とCIC計 画

96年 度 までで実施 されたHPCC計 画が成功 を収めたの を受 け、HPC法 案失効後 の継承計画

と して開始 された。CIC計 画では、高性能 コンピュー ター通信(HECC)、 大規模 ネ ッ トワー

ク(LSN)、 高信 頼性 システム(HCS)、 人間 との親和性 を考慮 したコ ンピュータシステム(HuCS)、

人材育成(ETHR)と い ったプロジェク トが実施 され た。各 々の予算額 は下表の とお りで ある。
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先進諸国における情報化ビジョンに関する動向(要 約)

計画の各プロジェク トに対する予算(単 位=百 万 ドル)

FY HECC LSN HCS HuCS ETHR Total 備考

1996

0PCC)
一 一 一 一 一 1043

予算実

績

1997
453.71

(43.6%)

259.79

(25.0%)

31.95

(3.1%)

248.82

(23.9%)

45.31

(4.4%)

1039.58

(100.0%

)

予算

要求額

1998
462.43

(41.9%)

288.19

(26.1%)

33.18

(3.0%)

281.12

(25.5%)

38.64

(3.5%)

1103.56

(100.0%

)

予算

要求額

2.5AFrameworkofGlobalEC

電子商取引(EC)に 関 しては、1997年7月 、 ゴア副大統 領 によ り、GlobalEC構 想 が発

表 された。 その 中で、5つ の原則 と検討 すべ き9つ の分野 に対 す る提 言 を示 してい る。

2.6NGiと 次 世 代 イ ン タ ー ネ ッ ト研 究 法

NGI(NextGenerationInternet)は1996年10月 に構 想 が 発 表 され た。 そ して、1997

年2月 に行 わ れ た大 統 領 一 般 教 書 演 説 にお い て 、NGI構 築 の 支援 が 表 明 され 、98年 度 予 算

に計 上 され た 。98年 度 予 算 要 求 額 は、CIC計 画 のLSN2.8億 ドルの うち、1億 ドルがNGIの

予 算 で あ っ た。

NGIプ ロ ジ ェ ク トの 目標 と して は 、① 先 端 ネ ッ トワー ク技 術 の試 験 研 究 、② 次 世代 ネ ッ

トワー クの テ ス トベ ッ ド、③ 革新 的 ア プ リケ ー シ ョ ン、 の3つ が掲 げ られ た 。1998年2月

に発 表 され たNGI実 行 計 画 書(lmplementationPlan)で は、 そ の3つ の 目標 が 詳 細 化 され

て い る。

2.71T2

1997年2月 に設置 され た大統領情 報技術諮 問委員会(PITAC)は 、情報技 術政策の ビジ

ョン策定 を行 って きた。1998年8月 には、その中間報告が発 表 され た。 この 中間報告 を受

けた形で1999年1月 に 「21世紀 に向けた情報技術:IT2」 とい う題名 の報告 書が提 出 され

た。 この報告書 に よれば、 「2000年 度大統領予算教書 におい て、 ク リン トン=ゴ ア政権 は、

情報技術研究投資 の大幅 な強化 を表明 してい る」とある。特 にHPCC計 画 とは別枠予算 と し

て366百 万 ドル を投 じた連邦政府 の情報技術研 究 における新計画 は、-IT2と 呼 ばれてい る。

1999年2月 には、IT2の ドラフ トをまとめた。 この ドラフ トで は、重点項 目として、長期

的な情報技術研究 、科学 ・工学 ・国家のための先進 コン ピューテ ィング、情報革命 の経済

的 ・社会 的影響 に関す る研 究の3つ が示 されている。
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3.EU(欧 州 連 合)

3.1EU(欧 州連合)の 情報社 会 イニ シアテ ィブとア クションプラン

EU(欧 州連合)に よる情報化へ の取 り組み としては、1993年 に欧州委員会が発表 した

「成長 ・競争 力 ・雇用 に関す る白書」 の中で情 報通信 イ ンフラの重要性が指摘 されたこ と

が 出発点 といえる。1994年 には、「ヨー ロ ッパ とグローバ ル情報社会」(BungemannReport;

同氏 を委員長 とす る タス クフ ォー スの レポー ト)が 発表 され た。さらに、「欧州 における グ

ローバル情報社会へ のアクシ ョンプラン」2と 題す る計画が1996年 に発表 され、1997年 に

はその改訂が出 された。その中で、今後 ア クシ ョンが必要 な領域 と して、 ビジネス環境 の

改善 、将来への投資 、人 間の尊重、 グローバル な課題へ の対応が指摘 された。

3.21nterchangeofDatabetweenAdministrations(IDA)プ ログ ラム

1995年 に は、EU内 の政 府 系 機 関 で デ ー タ交 換 を促 進 して い くIDAプ ロ グ ラ ムが 開始 され

た。 欧州 の各 国の カ ウ ン ター パ ー ト機 関 を ネ ッ トワ ー ク化 し、 情 報 を共 有 す る とい う プ ロ

グ ラム で あ る。技 術 面 で は テ レマ テ ィ クス プ ロ グ ラムの研 究 成 果 が取 り入 れ られ て い る。

3.3電 子商取 引に関する欧州 イニ シアテ ィブ

1997年 には、今後世界的 な発 展が期 待 され る電子商取引 に関 して、欧州委員会か ら 「電

子商取引 に関す る欧州 イニ シアテ ィブ」3が発表 された。その 中には、 「グローバル市場 に

アクセスするための インフラ、技 術、サ ービス」、「望 ま しい規制枠組みの開発」、「望 ま し

い ビジネス環境の創 出」 に関す る提案が含 まれ ていた。

3.4フ レー ム ワ ー ク プ ロ グ ラム

EUレ ベ ル で の研 究 技 術 開発 は、 フ レー ム ワ ー ク プ ロ グ ラ ム と して実 施 され て い る。 こ

れ は、 持 続 的 な経 済 成 長 、産 業 競 争 力 強 化 、雇 用 創 出 、社 会変 化へ の対 応 に向 け て 、1984

年 に、総 合 的研 究 開発 政 策 と してス タ ー トした もの で あ る 。フ レー ム ワー クプ ロ グ ラム は、

EU自 身 が 助 成 金 を拠 出 して い る。EUの 共 同 研 究 開 発 プ ロ グ ラ ム と して は 、 こ の 他 に

EUREKA等EUが 支 援 し各 国 が推 進 す る タ イ プが あ る。

1994年 をス ター ト年 とす る第4次 フ レー ム ワー クプ ロ グ ラムで は、情 報 化 に 関連 す る テ

ー マ と して 、 テ レマ テ ィ クス、ACTS、Espritと い った プ ロ グ ラムが 実 施 され た。

1998年 か ら始 ま る第5次 フ レー ム ワ ー ク プ ロ グ ラム の情 報 通 信 関連 の プ ロ グ ラム は、

「ユ ーザ フ レ ン ドリー な情 報 社 会 」(IST;User-friendlyinformationsociety)で あ り、

予 算 と して3,600百 万 ユ ー ロが 充 て られ てい る。

2"EuropeattheforefirontoftheGlobalInformationSociety:RollingActi皿Plan"
,1996.11,1997.06

3"AEuropeanInitiativeinElectronicCommerce"
,1997
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先進諸国における情報化 ビジョンに関する動向(要 約)

ISTは 、間接 活動 として、一般的 プロジェク ト公 募に基づ く助成 に位置づ け られている。

費用 分担方式 の面 か ら、研 究技術 開発 プロジェク ト、実証 プロジェ ク トに分け られ る。

ISTは 、情報社会の進展 に伴 う新 たな研究 開発 ニーズ を確 定す るこ とを目的 としてい る。

各活動 分野 の予算 は、下表の とお りで ある。

User-friendlyinformations㏄iety(IST>の 内 訳(単 位:millioneuro)

活動 予算

a.Keyactions

i.Systemsandservicesforthecitizen 646

ii.NewmethOds。fworkandelectroniccommerce 547

iii.Multimediacontentandtools 564

iv.Essentialtechnologiesandinfrastructures 1363

b.Researchandtechnologicaldevelopmentactivitiesofagenericnature=

Futureandemergingtechnologies 319

c.Supportforresearchinfrastructures=

ResearchNetworking 161

3600

ISTは 、利 用者(ユ ーザ)に 重点 をお き、情報の利用促進 や教育 に着眼 している。重点

活動 分野 と して は次の ものが挙 げ られている。

の た め の シス テ ム とサ ー ビスSstemsandservlcesforthecltlzen

高 品質で利用 が容易 なシステム とサ ービス を開発 するこ とを目的 と してい る。高齢者 ・

心 身障害者看護 、保健機 関にお ける遠隔サー ビス、環境 問題 、交通 問題等 を重視 してい る。

しい
'と

Newmethodsofworkandelectronicco㎜erce

事業経営 や取 引効 率 を改善するための研究 開発 を行 う。モバ イル業務 システム、売 り手

と買 い手 の取 引 システム、情報 とネ ッ トワー クの安全性(プ ライバ シー、知的財産権、認

証等)を 重視 している。

マ ル チ メ デ ィア関 連Multlmediacontentandtools

各種マ ルチ メデ ィア製 品 ・サ ー ビスに利用 され るインテ リジェン トシステムや コ ンテ ン

ツの 開発 を目的 とす る。会話型電子 出版(電 子 図書館、仮想博物館 等)、 教 育訓練 ソフ ト等

を重視 してい る。

重 技 術 と イ ン フ ラ基 盤Essentialtechnoloiesandinfrastructures

情報社 会の基 盤 に必 要 な重要技術 の開発 を目的 とする。 コン ピュー タ通信技術、 ソフ ト

ウェ ア工 学、移動体通信 、各種セ ンサー インタフェース、マ イク ロエレ ク トロニ クス等 を

重視 している。
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4.シ ン ガ ポ ー ル

4.1「lT2000:イ ンテ リジェン トア イラン ド構想」

情報化 国家 をビジ ョンと して掲げ た 「IT2000」 は1991年 に作成 された。その基本計画 は、

国家 コンピュー タ庁(NCB;NationalComputerBoad)が 中心 とな り、関連す る11の 主要

経済部 門の200名 を超 える専 門家の協力 の もと、立案 された。

IT2000に は、 目標 と して、 グローバ ルなハ ブの開発 、生活の質 の改善、個 人の可能性 の

発展、が掲 げ られてお り、情報通信 インフラ整備、マ ルチ メデ ィア ・ア プリケー シ ョンの

開発 ・利用促進 、研究 開発拠点の整備、情報通信産業 の誘致 ・育成 とい った施策 を推進 し

て きた。

4.2シ ンガ ポ ール ・ワ ン計 画

(1)ネ ッ トワ ー ク イ ン フ ラ

IT2000の 実 現 を加 速 す る た め の 具 体 策 が1996年 に発 表 さ れ た シ ン ガ ポ ー ル ・ワ、ン

(SingaporeOne)計 画4で あ る。 シ ン ガ ポ ー ル全 土 に広 帯 域 の通 信 イ ン フ ラ を整備 し、 対

話 型 マ ル チ メデ ィ アの ア プ リケ ー シ ョン とサ ー ビス を家庭 、学 校 、 オ フ ィス に提 供 し よ う

とい う もの で あ る。

シ ンガ ポー ル ・ワ ンの 広 帯域 通 信 ネ ッ トワー クの 基 盤 は、ATMス イ ッチ ング技 術 に基 づ

くバ ック ボ ー ンネ ッ トワ ー クで あ る。1-NetSingaporeと 呼 ば れ る コ ンソ ー シ ア ム に よっ

て構 築 ・運 営 さ れて い る。 ア クセ ス 回 線 は、ATM(155Mbps)、ADSL(5Mbps;シ ン ガポ ー ル

テ レ コムが 提 供)、CATV(30Mbps;シ ンガ ポ ー ル ケ ー ブ ル ビ ジ ョンが 提 供)の3種 類 が用 意

され てい る。

(2)ア プ リケー ション

シンガポール ・ワ ンは、以上の ネ ッ トワーク基盤 に基づ き、新 た なアプリケー シ ョンの

開発 を行 っている。 アプ リケーシ ョンの タイプ としては、ニ ュース ・オン ・デ ィマ ン ド、

デ ータベ ース検索サー ビス、オ ンライ ンシ ョッピング、遠隔教育、行政サー ビス等 があ り、

アプリケーシ ョンサー ビス提供者 は年 々増加 している。1998年7月 時点で、合計123の サ

イ トがサ ー ビス を提供 してい る。最近 では、診察料が10分 で10～25シ ンガポール ドルの

遠隔診察 サー ビス も登場 してい る。

行政サー ビス としては政府 シ ョップ フロ・ン ト5があ る。政府が扱 う商 品 ・行 政サー ビス を

ネ ッ トワー クで提供 してい る。現在で は、寄付受付、自動車試験 の予約受付 、健康 ・医療 ・

観光等 に関す る書籍 ・ビデオの販売 、各種統計情報提 供が行 われている。将来 的に は全省

庁 のサー ビスが出揃 う予定であ る。決済はC-ONE(CashCardforOpenElectronicCo㎜erce)

4URLhttp:〃www
.s-one.gov.sg/htmYmainmenu.htm1

5URLhttpノ/shoP
.gov.sg
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先進諸国における情報化ビジョンに関する動向(要 約)

と呼 ば れ る キ ャ ッシュ カ ー ドで行 え る。

4.3電 子商取 引に関する取 り組 み

(1)電 子商取 引ホ ッ トベ ッ ド・プログラム

国家 コンピュー タ庁 によって、1996年 に電子商取引ホ ッ トベ ッ ド ・プログラムが導入 さ

れた。 これ は、電子商取 引の利用 を活発化 し、 シ ンガポールを電子商取引 のハ ブにす るこ

とを狙 った ものである。'

(2)電子商取引政策委員会

1997年 、国家 コンピュータ庁が事務 局 とな り、金融通貨庁 を始 め とす る15機 関の委員

か らなる電子 商取 引政策委員会が設置 され た。委員会の下 には、法規制研 究 グルー プと貿

易取 引研究 グループの2つ の研究部会が設置 された。

(3)電子商取引の政策枠組み

1998年4月 、電子商取引政策委員会 によって、電子商取 引の政策枠組 みが発表 された。

政策枠組み は、次 に示す 「6つ の主原則」 と 「政策提言 とイニ シアテ ィブ」(法 規制 、イン

フラサ ービス、普及促進 プログラム)か ら構 成 されてい る。

(4)電子商取引基本計画

1998年9月 には、電子商取 引基本計 画が発表 された。 目的は シンガポールの電子商取 引

を活発 に し、電子商取引のハ ブ機能 を強化す ることである。具体 的な 目標 と して、2003年

まで に、取 引の50%以 上 を電子的 に行 い、電子商取引の取引高 を40憶 シンガポール ドル に

す ることを掲 げている。

4.4ベ ンチ ャ ー振 興 策

国家科学技術庁(NSTB)は1998-2000年 間に、1億800万 シ ンガポール ドル を予算化 し、

ハ イテク企 業 を支援 す るTIP(テ ク ノロジー ・イ ンキュベー ター ・プログラム)を 開始 し

た。研 究開発 費等 の コス トを2年 間にわた り最大85%補 助 す る(運 転資金 は1企 業年間30

万 シンガポール ドルに制限)。
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5.マ レ ー シ ア

5.1ビ ジョン2020

マハ ティール首相 は、1991年 に行 った講演 の中で、2020年 まで に先進 国す る とい う国家

目標Vision2020を 打 ち出 した。今後30年 間にわた り年平均7%の 経済成長 を実現 させ、

GDPの9倍 増、所得4倍 増 を達成す る とい うものであ る。その一環 として、情報通信 産業

を戦略的 に育成 す るこ とを推進 してお り、 それ を実現 す るための開発 計画 がMultimedia

SuperCorridor(MSC)で ある。

5.2マ ル チ メ デ ィ ア ・ス ー パ ー ・コ リ ドー

(1)マ ル チメデ ィア特 区

MSC計 画 の中核が 、マルチメデ ィア特 区で ある。競馬場跡地 に建設 される クア ラル ンプ
ール ・シテ ィ ・セ ンター、政府機 関が移転す る クア ラル ンプール郊外新都市 「プ トラジ ャ

ヤ」、情報通信 企業 を誘致す るサイバ ーンディ、新空港等 を含 んでい る。

(2)MSCス テータス

MSCで 活動す る企業 に対 して、 申請 に基づ きMSCス テー タスが与え られ る。 申請書 に基

づ き、審査 委員 会 による審査 が行 われ る。MSCス テータスが与 え られた企業 には、最大100%

の免税、マ ルチ メデ ィア機器の課税 控除、外資規 制撤廃 、外 国人雇用の 自由化等の優遇措

置が とられ てい る。 これ によって、 アジアの 「シリコンバ レー」 を目指 してい る。

(3)フ ラグ シップアプ リケー ション

MSC計 画 の中で重要 な事業が フラグシップア プリケー シ ョンと呼ばれる応用 開発で ある。

大 きく2つ に分 け られ、1つ は政府が主導 し、公共 セクター、国民が活用す る 「マルチメ

デ ィア開発」 である。 もう一方 は民 間企業の活力 を利用 し、民間企業 の活性化 を図 ってい

く領域で ある 「マルチ メデ ィア環境」 である。

マルチメデ ィア開発 フラ グシップアプ リケーシ ョンには、次の4つ のア プリケー シ ョン

が ある。

電子政府(首 相官邸)'

政府内部 の業務効 率化 と国民 に対す る行政 サー ビスの向上 のため、 ネ ッ トワークを用い

た電子化 を図 る。パ イロ ッ トアプ リケー シ ョンと して、ライセ ンス更新/料 金支払、調 達、

首相 オフィス、人的資源管理情報 システム、 プロジェク トモニ タリングシス テムがある。
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先進諸国における情報化 ビジョンに関する動向(要 約)

多 目的 カー ド(BankNegara)

チ ップ を組 み込 ん だ多 目的 カ ー ドの た めの 共 通 プ ラ ッ トフ ォー ム を開発 す る。 パ イ ロ ッ

トア プ リケ ー シ ョ ン と して、 チ ップ ア プ リケ ー シ ョン(国 民ID、 自動 車免 許 、入 出 国、 健

康 、電 子 現 金/金 融 機 能)、 ア ク セ ス キ ー ア プ リケ ー シ ョンが あ る。

スマー トス クール(教 育省)

学校 における教育 、経営 に情報技術 を用 いる。パ イロ ッ トアプ リケーシ ョンとして、教

育 ・学習教材 、評価 システム、学校経営 システムがある。

遠 隔医療(厚 生省)

医療情報 とバ ーチ ャル医療サ ー ビスの連携 によ り、医療サ ー ビスの影響 方法 を劇的 に変

える。パ イロ ッ トアプ リケー シ ョンとして、パー ソナル化 した健 康情報/教 育、継続的医

療教育 、遠隔 コンサル テーシ ョン、生涯健康計画がある。

マ ル チ メ デ ィア環 境 フ ラ グ シ ップ ア プ リケー シ ョンに は、 次 の3つ の ア プ リケ ー シ ョン

が あ る。

研究 開発 クラス ター(科 学技術環境省)

MSCに マ ルチ メデ ィア研究 開発セ ンターの集積 を形成す る。 また、その核 と して新設 の

マ ルチメデ ィア大学 があ る。

ワール ドワイ ド製造 ウェブ(通 商 産業省)

高付加価値製造業がマ ルチ メデ ィアや情報技術 を活用す るための環境 を提供 し、MSCを

ハ ブにす る。

ボ ー ダ レス ・マ ー ケ テ ィ ン グ ・セ ン タ ーMDC'MultimediaDevelomentCoration

マ ルチ メデ ィアを使 って、マ ーケテ ィングメ ッセージ、 カス タマー ・サポ ー ト、情報 商

品 を作 り、届 けようとす る企業の ための環境 を構築す る。特 に、テ レマーケ ティング、 オ

ンライン情報サー ビス、電子 商取 引、デ ジタル放送 といった事業 領域 を焦点 に充 てている。

(4)関 連法

マ ルチメデ ィア、情報技術 に関連 する法規制の整備が進め られ ている。著作権法改正、コ

ンピュー タ犯罪法 、電子 署名法 、遠隔医療法、電子政府法等 が ある。 また、通信マ ルチメ

デ ィア法(1998)に よ り、通信 、情 報処理 、放送の技術 的一体 化 を受 け、統一監督機i関を設

置 す る。

(5)状 況

1997年 度 政府 予 算 の1.2%(721,400kRM=300億 円)がMSCに 充 て られ た 。通 貨 危 機 等 厳
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しい状況が伝 えられるが、マハ テ ィール首相 はMSC計 画 に変更が ないことを強調 してい る。

MSCス テー タス を取得 している企業 は、205社 を超 えてい る(そ の内100社 以上が操業 開始)。

また、電子商取引 に関 して は、E-Co㎜oerce基 本計画 を策定 中であ る(マ ルチメデ ィア

開発委員会)。

一12一



先進諸国における情報化 ビジョンに関する動向(要 約)

6.オ ー ス トラ リア

6.1成 長 のための投資

オース トラリア連邦政府の ジ ョン ・ハワー ド首相 は、1997年 末 に 「成長 のための投資」6

と題 する計画 を発表 した。その 中には、将来 ビジ ョンと して次の点が掲げ られてい る。

◆輸 出志向で、技術 的 に発達 した競争力のある製造部 門

◆オース トラ リアを域 内で東 京に次 ぐ主要金融 セ ンター とす る質の高 いサー ビス産業

◆それ 自身が雇用拡大 、輸 出、新規 ビジネス機 会 などの重要 な源泉であ り、 また経済全

般 にわた り他 の産業 に変化 を及 ぼす情報産業

◆大企業 を補完 し、多 くの新規企業や アイデ ィアが生 まれ る、活気のあ る小 規模 ビジネ

ス部門

◆域 内 を始め各地へ のオース トラ リア商品 とサ ー ビスの輸出

計 画では今後5年 間に12億6,000万 ドルを投入 し、投 資、輸 出貿易、新 らしい高成長産

業の革新 な どを促進 してい くことを表明 してお り、以降 に示す ような課題へ の取 り組みが

示 されてい る。

(1)事 業革新 の奨励

企業や経 済の競争 力向上 のための主要な推進力 は革新性 であ る。 オース トラ リア政府 の

革新計画 は、場合 によっては市場 における研究 開発 に関 して援 助が必要 なこ とを認識 して

い る。政府 は、この ため今後4年 間 に、ビジネス革新 のため10億 ドルの拠 出 を予 定 してい

る。

研究 開発費 に対す る125%の 課税控 除 に加 えて、研究 開発 着手援助計画(R&DStart)を 拡

大 して、今後4年 間 に、5億5,600万 ドルを追加拠 出す る。 この期 間の研究 開発着手援助

計画 の予算総額 は7億3,900万 ドルになる。

また政府 は、4,300万 ドルの基金 を追加 して、今後4年 間に、総額1億5 ,300万 ドルを

拠 出 し、新投資基金計画(InnovationInvestmentFundProgra㎜e)を 拡大す る。ベ ンチ ャ
ーキャ ピタルへの資本投 下 も促 進す る

。 この一連 の基金追加 に よって、 オース トラ リア国

内のベ ンチ ャーキ ャピタル市場 開発 の成功 に必要 な資金が確保 される。 これは小規 模 なハ

イテ ク企業 を直接の対象 に した もので、計画 の幅 を広げ業界か ら強い支持 を得 てい る。

また、7,200万 ドルを追加 し、今 後4年 間に、総額1億800万 ドル を支 出 して技術 の普

及 を促進す るための施策 を講 じる。

6"lnvestingforGrowth -TheHowardGovemment'sPlanforAustralianIndustry"
,1997
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(2)投 資の促進

政府 は、必要以上の投 資 インセ ンテ ィブは用 意 しないが、経済 や雇用 に大 きな利益が期

待 される ものに対 して戦略的 プロジェク トや刺激策 を講 じる。 こう したイ ンセ ンテ ィブの

必 要性 を査定す る基準 を明確 にし、調 整す るため、戦略投資調整官 に任命 し、関係 各省 と

の円滑な連絡 を保 った り、 インセ ンテ ィブの供与が正当化 された り、政策の変更 を必要 と

す るプロジェク トについて、首相 を通 じて内閣に勧告 す る。

また、外 国の投 資促進 を図るため、 「イ ンベ ス ト ・オース トラリア」 とい う機関 を設置 し、

今後4年 間に、毎年1,100万 ドルを拠 出す る。

(3)貿 易収支の改善

APEC内 にあ って、 オース トラリアは、2010年 か ら2020年 までの間の貿易 と投 資の 自由

化 を目指 している。今年我 々は、食 品、化学製 品、エ ネルギー、その他 オース トラリアが

提案 した主要部 門を含 む15の 分野で、 自由化 の前倒 しを提唱 した。 政府 は、引 き続 き市

場 アクセスや規格 整合 に要す る過度 の経費 を削減 して、域内 にお ける製造拠点 としての オ
ース トラ リアの魅 力 を向上す るため、TRADEXと 名付 けられた 「保税製造制度」の導入等 を

行 う。

(4)金 融 センター としての オース トラ リア

オース トラリアを世界屈 指の金融 セ ンター にと し、成長 している金融 サー ビスセ クター

か ら利益 を獲得す る。金融セ ンター としてのオース トラリアの将来性 を高め るさらなる選

択 肢提供 のため、金融部 門諮問委員会(FinancialSectorAdvisoryCounci1)に 特別班 を設

立す る。

(5)情 報化時代

台頭す る世界経済 は、情報 と知識が鍵 となってお り、 この よ うな時代 に どの ように立 ち

向か うかが、経済成長 や雇用機会等 に大 きな影響 を及 ぼす。政府 は、既 に情報経済大 臣の

管轄下 に国家情報経 済 オフィス(NationalOfficeoftheInformationEcono町)を 設 け、

情報化政策 を調整 して きた。引 き続 き、政府 は次 の点 を推進 してい く。

◆柔軟な規制 ・枠組みに基づき産業と消費者の間の信頼関係を醸成する

◆オーストラリア連邦が先端技術のユーザーとなる

◆情報産業の基盤を改善する

◆情報化時代へのアクセス、特に地方や遠隔地、障害者などのためのアクセス支援と社

会における情報関連技術習得を支援 ・促進する

今後4年 間に、2,800万 ドルを投 じて建設す る優秀 なソフ トウエア工学 や実験施設 な ど

を通 じて、新規投資 を誘致 し、比較 優位性 を促 進 す るため、情 報産 業 ア クシ ョンプラ ン
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先進諸国における情報化ビジョンに関する動向(要 約)

(lnformationIndustriesActionAgenda)を 導入す る。

その結果、2001年 まで にインターネ ッ ト上で適切なすべ ての行政サー ビスが施せ るよう

に、 コンピュー ターに よる総合的 なサ ービス を開始する。 また政府 は、情報 産業機 器製造

に必 要 となる素材 ・部 品の輸入関税 を免除す る。 インターネ ッ トを通 じて電 子的 に発 注 さ

れ、配達 され る商 品に対 する免税措置 も存 続 させ る。イ ンターネ ッ トへ の情 報税 を課 税 し

ない。
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7.イ ン ド

7.1情 報 技 術 ・ソ フ トウ ェア開 発 タ ス ク フ ォー ス

イン ドは、情報技術産業 を強化 し、10年 の うちにイ ン ドを世界最 大の ソフ トウェア生産

国/輸 出国 とす るための政策 を展 開 している。 まず 、1998年5月 、 「情報技術 ・ソフ トウェ

ア開発 タス クフ ォース」(NtationalTaskForceonInformationTechnology&Software

Development)を 設置 し、国家情報政策の立案 に着手 した。その検討 内容 はWeb上 に公 開 さ

れてお り、 しか も、 イン ド内外 の専 門家 か らの助言 を得 なが ら作 業 を進め るとい う開かれ

た政策立案過程 をとってい る。

最初の作業 として、議 長 はWeb上 で内外の専門家 に次の ような課題 に関す る提案 を求め

た。

◆イ ン ドは国家情報 イ ンフラ(NII)を 構 築するために何 をすべ きか

◆政府 はITを どの ように活用で きるか、特 に国民 のために

◆大学、専門学校の質 を向上するため にITを どの ように活用で きるか

◆イ ン ドの インターネ ッ ト上の コンテ ンツを どの ように作 るか

◆サ イバースペースの ため にどの ような法規制が必要か

◆中小企業 はITを どの ように活用で きるか

◆英語 を話せない人がITを 活用す るにはどうす るか

◆教育 ・訓練 されたIT専 門家 の数(上 級か ら底辺 まで を含め)を 拡大す るには どうした

らよいか

◆部品 と最終製 品双方の産業集積 をどの ように作 ってい くか 等

7.2情 報技術 アクシ ョンプラン

1998年7月 に 、 タ ス ク フ ォー ス は 、 「情 報 技 術 ア ク シ ョ ン プ ラ ン」(Information

TechnologyActionPlan)を 発 表 した 。 そ の 中 で 、 下 記 の3つ の 基 本 目標 が掲 げ ら れ て い

る。

埴報 インフラの加速

世界 第一級 の情報 イ ンフラス トラクチ ャの構築 を加速す る。光 ファイバ、衛星通信、 ワ

イヤレス通信 に より、地域情報 イ ンフラ(LII)、NII、GIIを シーム レス に相互接 続 し、全

国規模 の高速 イ ンターネ ッ ト、エ クス トラネ ッ ト、 イ ン トラネ ッ トを保証す る。

1TEX-50目 標

2008年 まで に、ITソ フ トウェ ア とITサ ー ビス の 輸 出 額 を500億 ドル にす る 。

2008年 にすべての人 に利用 で きるIT
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先進諸国における情報化 ビジョンに関する動向(要 約)

PC/セ ッ トトップボ ックスの普及率 を1998年 現在の500人 に1台 か ら2008年 まで に、50

人 に1台 に引 き上 げる。60万 個所 の電話局 を多様 なマルチ メデ ィアサー ビス を提供 す る電

話情報 セ ンターに変革す る。 さらに、IT普 及促進 のための、政府の ネ ッ トワーク化、 テ レ

バ ンク、遠隔医療、遠隔教育、電子 図書館、電子 商取引等の施策 を展 開 してい く。

計画の 中には、 これ ら3つ の 目標 に関 して、108つ の具体 的な提言が含 まれてい る。

7.3情 報技術 ア クションプラン(パ ー トll)

前掲の7月 に発 表 され た情報技術 ア クシ ョンプランは、お もにソフ トウェアお よび関連

サー ビス を対象 とした ものであったが、10月 に発表 されたパ ー トIIで はハ ー ドウェアに

焦点 を充てている。

SBITSoftBondedITUnitのne入

製造施 設 を無料 、無担保 で利用で きる企業。免税等 の特典が あ り、輸出が奨励 され てい る。

SBITゾ ー ンの整備

複数のSBITが 共用す るイ ンフラ ・施設。

7.4情 報技術 ア クションプラン(パ ー トlll)

1999年4月 に発 表予定のパ ー トIIIで は長期情報技術政策 に関 して下記が示 されている。

◆IT産 業 に関す る戦略政策

◆IT研 究/設 計/開 発

◆IT人 材 開発

◆市民ITイ ンタフェース

◆コンテ ンツ制作 とコンテ ンツ産業

◆マイク ロエ レク トロニクス

◆SankhyaVhiniプ ロジェク ト

◆金融 のための情報技術

◆ITの ための組織構造
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8.韓 国

韓国の情報化政策 に関す る主管官庁 は1992年 まで通信部 と商工部 に分 かれてい たが、同

年統合 され、情報通信部(MIC;MinistryofInformationandCommunication)が 新設 さ

れ た。金大 中政権発足後 は、情報産業がIMF体 制克服 のための産業効率 化 におけ る 「戦略

産業」である と位置づけ、情報化政策 を強化推進 している。

8.1韓 国情 報基 盤(KlD

l995年 に ス タ ー ト し た 韓 国 情 報 基 盤 イ ニ シ ア テ ィ ブ(KII;KoreaInformation

InfrastructureInitiative)に 基 づ き、翌年 情 報 化促 進 基 本 計 画 が 策 定 され 、 さ らに1997

年 に は情 報 化促 進 ア ク シ ョンプ ラ ンが 明 らか に な った。 情 報 化 基 本計 画 は 、3つ の フ ェー

ズ か ら構 成 され て お り、 そ れ ぞ れ の フェ ー ズ の 目標 が 規 定 され て い る 。2000年 までの 第1

フ ェーズ で は、優 先 度 の高 い10の タス ク と して下 記 が掲 げ られ てい る。

◆小さいが、電子化され効率的な政府を実現する

◆情報社会で有用な人材を育てるための教育情報基盤を構築する

◆国家の知識ベースを拡充するために学術研究データにアクセスできる環境を作る

◆産業全体にわたり情報化を促進し、企業競争力を高める

◆情報化により社会インフラの利用率を高める

◆地域開発に向けて地方の情報化を支援する

◆情報技術の利用により医療サービスを向上させる

◆災害対策のための安全管理データシステムを構築する

◆国防 ・外交情報システムのセキュリティを高める

韓国政府 は、情報化の基盤 であるKII構 築 を重要政策 と して推進 している。計画で は、

韓 国政府情報基盤(KII-G)と 韓 国公用情報基盤(KII-P)を2010年 まで に完成 させ る予定

である。 まず 、KII-GをATMベ ースの光 ケーブルネ ッ トワー クに より2002年 まで に完成 さ

せ 、その後KII-Pプ ロジェク トを推進 す る計画 である。1988年 の白書 「21世 紀の情報社

会の構築」7に よれ ば、現時点 で、ネ ッ トワークは、 ソウル、 プサ ン等 を含 む80の 地域 に

展開 されている。主要都市で は電話 局 と配信 先の間 に光ケーブルが敷設 され、光 ファイバ

ケーブルは1,018の 大規模 ビルに敷設 された。N-ISDNは103の 地域が利用可 能 とな り、配

信先は合計66,300箇 所 となった。CATVネ ッ トワー クの配信 先 は合計7.44百 万箇所 となっ

た。

7BuildinganInformationSocietyinthe21stCentury
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先進諸国における情報化ビジョンに関する動向(要 約)

8.2情 報社会 に向 けての韓国の ビジョン

1999年3月 現在、情報通信部 はイ ンターネ ッ トに発表 してい る 「情報社会 に向 けての韓

国の ビジ ョン」8の中で、次 の ような方向 を示 している。

(1)生 産性 の向上

◆ 政府の リエ ンジニア リング

政府機 関 を高速 ネ ッ トワー クで結 び、職員 にPCを 与 えるこ とによ り、ペ ーパ ー レス政

府が実現 で きる。 また、1998年 には政府、 自治体 ごとにCIOを 任命 した。政府調達 には

EDIを 導入す る。市民 サー ビス はインターネ ッ トを通 じて行 え るようにす る。

◆ 企業 リス トラの支援

韓国標準 の税務 、会計 モジュール等 のERPと コンサルテ ィング方法論 を開発す る。

◆ 電子商取引 の促進

政府調達、国防 と建設分野のCALSで 、EC市 場化 を図 ってい る。い くつかのプロジェ

ク トで は、消費者向けのECが 開発 されている。ECの ための技 術開発 と標準化作業が行

われ てい る。

◆QOL(ク オリテ ィオブライフ)の ための情報化

教育の ための情報環境 、ヘルスケア ・福祉 のための情 報化、 国防 ・環境管理 のための

情報化、文化 と情報化、地域 コ ミュニテ ィの情報化 を進 めてい く。

(2)よ りよい情報化環境 の構築

◆KIS(韓 国情報スーパ ーハ イ ウェイ)の 構築(KII)

知識ベース経 済において、経済活動の 中心 はコ ミュニ ケーシ ョンで ある。その ため に

必要 な高速情 報ネ ッ トワークを早期 に構 築す る。

◆ テス トベ ッ ドネ ッ トワーク と地域 パ イロッ トプロジェ ク ト

中小企 業が先端技術 の研 究 開発 に利用 で きるような共 同研 究 開発 セ ンター を設 置 し

た。

◆APII

1997年 の韓 日テス トベ ッ トプロジェ ク トに基づ き、韓 国一 シンガポール、韓国 一中国

テス トベ ッ トプロジェク トを実施す る。 ソウルにAPII共 同セ ンターを設置 した。

◆ 関連法規 制のオーバ ーホール

1995年 か ら1997年 にかけ、63の 法改正 を行 った。引 き続 き、関連法 の見 直 しを行 って

い く。

◆ 通 信サ ービス利用 の環境改善

通信 サー ビス利用 の環境改善 として、PC普 及率の向上促進 、情報技術 リテラシーの

8Korea'sVisionfortheInformationSociety
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改善、優 良な コンテ ンツの開発 、情報化 キャンペー ンの実施 を図ってい く。

◆ 効率的 なセ キュリテ ィ指標

インターネ ッ トとオンラインサ ービスの拡大 に伴 い、効率的なセキュ リテ ィ指標の快

活 を急 ぐ必要があ る。

◆Y2K問 題 の解決

定期的 に2000年 問題の解決状況 を評価 する。 また、中小企業向け に2000年 問題対応

のための融資 を行 う。

一20一



先進諸国における情報化 ビジョンに関する動向(要 約)

9.各 国の情報化 ビジョン/政 策 の比較 と特徴

以上 の各国の情報化 ビジ ョン/政 策の調査結果 に基づ き、各 国の状況 を比 較 し、全般 的

な傾 向 ・特徴 を整理 する。

9.1情 報化 ビジョン ・政策の位置づ け と推進方法

情報化 ビジ ョン ・政策の位 置づ けと推進方法 に関 して、以下の よ うな特徴 を指摘 す るこ

とがで きる。

(1)情 報化 が21世 紀 の国の戦 略課 題 であることの認識

今回調査 した国は、いずれも情報技術が社会、経済に多大な影響を与え、経済活動を効

率化し、国民生活を豊かにする上で情報化が極めて重要な要素であることを指摘 している。

また、情報通信産業を、それを実現するため、経済発展のための戦略産業として位置づけ、

国際競争力の強化 ・育成を図ろうとしている。

また、このような認識の背景として、工業経済から情報経済へのシフトが進んでいるこ

と、その中で情報や知識の付加価値が高まることを理解し、産業界等関係者に対する啓発

を進めている。

(2)ト ップレベル組織 による強 力な リーダー シップ

情報化 に係 るイニ シアテ ィブ、 プログラム を、国の元首直轄 の組織 と して統括 し、強力

な リーダーシ ップをもって実施 している場合が多い。

アメ リカの ク リン トン=ゴ アや、マ レー シアのマハ ティール の ように、国家元首 自身が

リーダーシ ップを発揮 し、情報化 プログラム を推進 してい る場合 もある。 また、 それ以外

の国 におい て も、省庁 の壁 を超 えた機能横 断委員会 を設置 し、 国家 レベ ルの重要課題 とし

て情 報化 プログラム を推進 してい る。

また、省庁 レベルで も、情報 と通信 ・放送 の技術的 ・サー ビス 的融合 を踏 まえ、 ここ数

年間で情報 産業 と電気通信産業の主管官庁 を統合 した国が多 い。

(3)政 策立案過程 でのイ ンターネ ッ トによる対話の利用

情報社 会では政策立案過程 自体 の変革 も求め られる。各 国の政策立案過程 において、 イ

ンターネ ッ トが有効 に使 われていた。 インターネ ッ トで政策案 を開示 し、それ に対 する フ

ィー ドバ ック コメ ン トを受 け付 けているケースが多い。例 えば、 イン ドにおいては、イ ン

ターネ ッ トに より政策課題 に関 して広 く意見 を集め、計画策定 してい くとい う方式 を採 用

してい た。
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(4)国 の役割 と民間部門 との連携

国 と民 間部 門 との連携 も重要 な側面 である。今 回調査 した国の情 報化 ビジ ョン ・政策 で

は、国の役割 を次の ように設定 していた。

◆情報 社会の ための高速 ・大容量通信 ネ ッ トワー クの整備

◆情報通信 ・放送等 デ ィジタル化 に伴 う関連業界の規制 緩和 と競争 の促進

◆情報社 会に必要 となる法体系(知 的財産権、 プライバ シー保護 、決済等)の 整備

◆電子 商取引等新 た なアプリケー シ ョン構築 に必 要 な技 術開発 の支援(助 成等)

◆イノベーシ ョンと公正競争 、そ して リス ク回避のための規格 ・技術標準の調 整

◆電子商取引等新 たなア プ リケー シ ョン立 ち上 げの ため のパ イロ ッ トプロジ ェク ト

の推 進

◆情報通信産業 を育 成す るためのベ ンチ ャー企業の支援(税 制支援、助成等)

これらに対 して、民 間企業 は、パ イロ ッ トプロジェク トへ の参画、研 究開発 の補 助、ベ

ンチ ャー起業 によって貢献す るこ とになる。 しか し、商品化や起業化 に関 して国が どこま

で コミッ トで きるか については議論 が分 かれる。

(5)他 国、他地域 との連携

情報社会 においては、 いろいろな面 で グローバ ル化が進展す る。 したが って、各 国の情

報化 ビジ ョン、政策 も地球規模 の視 野 を有 してい る。

規格 ・技術標準や取引 ルールに関 しては、国際標準化機構(ISO)、 世界貿易機 関(WTO)、

世界知的所 有権機 関(WIPO)と いった国際機関 との調整が必要で あ り、 また業界 にお ける

ワール ドクラスの リー ダー企業 を無視 す ることはで きない。

また、 自国の産業競争力 を高 めるためには、国際 的な分業 とアライア ンス とい う観点 か

ら自国産業のポ ジシ ョニ ングをす る必 要が ある。 さらに、技術、資金 の国際調達が必要 で

あれば、それ に適 した優遇税制等 の環境 づ くりが必要で ある。

今回の調査対象国で は、他 国、他地域 との連携範 囲は異 なるが 、いず れ も地球規模 での

情報社会の進展 を見通 してい る。

9.2情 報化 ビジ ョン/政 策の内容

情報化 ビジ ョン ・政策 の内容 に関 しては、以下 の ような特徴 を指摘す るこ とがで きる。

(1)持 続的成長 と中長期的課題の重視

前節で指摘 したように、国の役 割 と しては、基盤 ・環境 整備 が重視 されていた。 また、

情報社 会の進展 と同時 に、将来の大 きな課題 と して指 摘 されてい る 「環境」 「健康 ・医療」
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先進諸国における情報化 ビジョンに関する動向(要 約)

「高齢者福祉」といった問題解決に貢献する視点も掲げられている場合が多い。

(2)通 信 インフラの整備 と情 報通信 ・放送産業の改革

情報社会 においては、情報 ・知識 を伝達す る通信 イ ンフラが極 めて重 要である。 マルチ

メデ ィア技術 、デ ィジ タル技術 、イ ンターネ ッ トの発展 をいち早 く取 り入れ、情報社会 を

先導 してい くため に、各国で は通信 イ ンフラの整備 を最優先課題 として取 り組 んでいる。

また、それ を推進す るための事業主体 を整備 し、国際競争力 を高 めるため、情報通信産

業お よび放 送産業の規制 緩和 を推進 している。

(3)産 業の情報化 ～ 電子商取引の推進

情報社 会の実現 の中で も、産業の国際競争力 を左右す る産業の情報化が大 きなテーマ と

なっている。具体 的 には、電子 商取 引の推進 であ り、各国で は、電子商取引の基本枠組み

や アクシ ョンプラ ンが策定 され てい る。

アクシ ョンプランの構 成 と しては、電子商取引 を支え る取 引ルールの標準 化や法体系 の

整備 、それ を実現す るための技 術開発(認 証 、暗号等)、 普及加速 のためのパ イロ ッ トプロ

ジェク トの推進等が挙げ られ る。'

(4)行 政 の電子化

行政の電子化 も調査 した国すべてで実施 されていた項 目で ある。行政サ ー ビスの ネ ッ ト

ワーク提供 、行 政事務 の効率化 を狙 った ものが多 い。

行 政の電子化は、新 た な情報技術 に関 して初期需要 を作 る とい う役割 もあ り、情報産業

育成 の観 点か らも重要視 してい る国が多い。

(5)科学技術研究の支援 ・環境整備

今回調査した国の中では、アメリカとEUに 関 しては、政策の中で も科学技術研究の支

援や環境整備も重要な位置づけになっていた。他の国では、産業、社会に対する応用研究

や学校教育環境整備に関する取 り組みはなされているが、科学技術研究自体への支援は比

較的軽い。

(6)先 進的 アプ リケ ーシ ョンの開発 ・育成 ～ 技術 とビジネスモデルの協創

各 国の情報化 の展 開において、先進的 なアプリケーシ ョンの開発 ・育成 を重視 してい る。

イ ンターネ ッ ト上 での検索 エ ンジ ン、情報提供サ ービス、サ イバ ーシ ョップ、 さらには ネ

ッ ト・オー クシ ョンとい った ビジネスモデルは、http、 ㎜ とい った新 た なインターネ ッ

ト技術 に よって創造 された ともいえる。 この ように、潜在需要 が顕 在化す るプロセスは新

たな技術 を媒介 に した創発 的プロセスであ る。各国では、 この ような観 点か らマルチメデ

ィア、 イ ンターネ ッ トとい った新技術 の用途 開発 を指向 してい る。
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(7)関 連法規の整備

電子商取引の項 で も指摘 したが、情報社会 におい て必要 とな る法規制が必 要 となる。 コ

ンテ ンツや技術 に関す る知 的財産権 、個 人情報等 の扱 いに係 るプライバ シー保護 の問題、

電子商取引 に係 る認証 、決済等 の問題 である。各 国で はこれ らの点 に関する法体系 の見直

しと整備が進め られてい る。
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先進諸国における情報化 ビジョンに関する動向(要 約)

10.わ が国の情報化 ビジョン策定 に関する考察

10.1概 要

前章 まで、情報技術先進 国ない し情報先進 国 を目指す各国の情 報化 ビジ ョンを調査 ・分

析 して きた。 それぞれの国が 情報技術 を産業 ・社会の重要基盤 と認識 して、国家の高い レ

ベル において情報化 ビジ ョンを打 ち出 し、それぞれの事情 に応 じた基盤の整備 ない し研 究

開発 を展 開 しつつ ある。米 国では情報 スーパ ーハ イウェイ構 想で情 報技術基 盤 を掲 げ、HPCC

計 画等 によ り科学技術分野 を支援 し、民 間 も戦略 的な情報技術投 資 を積極 的 に行 なってお

り、現在の好調 な経済状 態 を支 えてい る。 さらに、今年 に入 ってPITAC報 告 やIT2ビ ジ ョ

ンでは基礎 的研究 開発 を重視 して中長期 的な発展 を保証 しようと してい る。国内市場の規

模 が小 さ く、独 自の情報技術 開発力 の小 さいシ ンガポールやマ レー シアなどで は、国際標

準 の先進的 な情報技術基盤 を整備す るこ とに よって、地域 のハ ブ と しての地位 の強化や先

進 的企業の誘致 を図っている。 オース トラ リア、 イン ド、韓 国で も情報 産業の強化、情報

基盤 の整備 を活発 に進めてい る。

わが国 は国土が狭 く、天然資源 に乏 しいが、教 育水準が高 く、勤勉 な国民性 を背景 に、

国際的競争力 を持つ基幹製造業 によって経済的発 展が築 かれて きた。今後 もわが国の繁栄

に とって、高度 な技術 に支 え られ た製造業の強 さが最 も重要 な前提 となろ う。そ こで、わ

が国 におけ る情報化 ビジ ョンは、21世 紀 に向けた製造業の高度化 を狙 い とするのが適 当

であ る。製造 業の高度化 を直接 に担 うの は各企業 だが、情報社会基盤の整備 や基礎 的な研

究開発 は国が推進 す る必 要があ り、情 報化 ビジ ョンはそれ らの重点的課題 と考 え方 を示す

もの とする。

情報社会基盤 ・環境 の整備 と しては、ネ ッ トワーク ・通信 インフラ整備 ・強化 の支援、

ネ ッ トワーク新技術実験 の支援、法律 ・規制 な どの制度の情報 化社会 に向 けた適合化か ら

人材育成 な どが ある。(基 礎 的な研究 開発 は、長期 的で リス クを伴 うため、国が推進すべ き

であ り、特 に、(1)デ バ イス基礎技術 か らヒューマ ンインタフェース に至 る情報技 術の基

礎研究、(2)科 学技術研究 開発の方法 を革新 しつつある計算科 学(計 算機 に よる仮想実験)

やイ ンフ ォマ ティクス(大 量 の情報整理 ・解析技術)が 、情報産業 を含 む製造業 の強化の た

め に重要 な研 究開発推進領域 と考 え られる。その他、 ソフ トウェ ア産業の強化、 よ り効果

の高い国の推進 ・支援す る研究開発 の あ り方の実現、等 、わが 国独 自に取 り組 むべ き個別

的 な課題 もあ る。

10.2情 報社 会基盤 ・環境 の整備 の考 え方

狭 い意味 の情報社会基盤 ・環境 の整備 は、ネ ッ トワーク ・通信 イ ンフラ整備 ・強化の支

援 、ネ ッ トワーク新技術 実験 の支援 、法律 ・規制 な どの制度面 な ど、 目に見 え る情報通信

イ ンフラ と制度的 イ ンフラであ る。 これ らは短期 的に取 り組 むべ き課題で る。

広い意味の情報社会基盤 ・環境の整備 は、人材 や競争 的環境 な ど、無形の ものであ り、

中長期的 な取 り組み を必要 とす る。情報技術 を担 う人材 の育 成 は重要課題で あ り、先端技

術開発、実用技術 開発、技術要素 を組み合 わせ て実際の問題 に適用す るシステム技術 とい

一25一



ったスペ ク トルを厚 くカバ ーす る必 要があ る。

わが国の製造業 は、国内市場 の厳 しい競争 、利用者 の厳 しい注文が鍛 え、世界 をリー ド

す る品質 に高め られた と言われてい る。情報 産業 においては、導入側 の利用技術 や比較評

価力が十分で ない等 によ り、必 ず しも競争 的環境 にある と言 えず、競争 的環境 実現 に向け

た方策 を考 えるべ きである。

また、情報技術 を現実の問題 に適用 す る担 い手であ るソフ トウェアビジネスの強化 は重

要な課題で ある。依然 として、受託開発 の割合が高 く、 またその効率が必ず しも高 くない

問題 を徐 々に改 善 して行 く方策 が検討 されるべ きであ る。

10.3情 報技術 の研究開発 の考 え方

(1)基 礎的研 究開発 テーマの推進

実用化 ・製 品化 か ら遠 く、研究 開発 コス トが大 き く、民間企業が取 り組 む には リス クの

大 きいテーマ を中心 に国は取 り組 むべ きである。中長期 的に育つ可能性 のあ る技術 の種 を

蒔 くとい うことであ り、特 に、重 要な(潜 在的)ニ ーズの発掘が重要であ る。そ して、実用

化 ・製品化 の 目処 のついた研究成果 は公 開 し、民間が 自由に実用化 ・製品化 し、公 共の利

益 に結び付 くとい う形で研究 開発投が回収 され ることを目指す ことが基本 である。 なお、

ネ ッ トワー クの ように基本 インフラとなる技術 について は、独 自技術 開発の能力があ って

も、国際標準 とならなけれ ば却 って孤 立化 を招 くため、国際的な協調 を図る ことが適当 で

あろ う。

(2)実 用化 ・製品化 に近 いテーマの研 究開発 の民間主導

実用化 ・製 品化 に近 いテーマ は周辺技術 を開発 中で あるこ とが多 く、成果 におけ る知 的

財産権 の切 り分 けが問題 となるな ど不都合が ある。む しろ、資金貸 し付 けや優遇税制 など

の環境面 のバ ックア ップが適 当 と考 え る。ただ し、過剰 な補助金等 によって、不要 ない し

見込みの低 い開発が促 され ることが あ り得 る。そ して、成果で ある先進的 な製品 ・サ ー ビ

ス等 を積極 的に調達 し、実地 に用 いて育 てるべ きであ る。(こ れは国が基礎研究 を支援 した

技術 に限 らない。)

(3)実 験的 ・研究的 ソフ トウ ェアの実用化

大学等で基礎的研 究が な され た技術 の芽 を育 てて行 く必要があ る。有望 な計 算手 法や ソ

フ トウェアの芽 を、一般 の利用 に耐 える ソフ トウェア と して体現 し、(無 償)公 開 し、ユー

ザ コ ミュニテ ィが育つ まで必要 なメ ンテナ ンス を行 な うことが可能 となる仕組み を実現す

べ きである。

10.4研 究開発課題 につ いて

研究開発 の課題設定 に当た っては、現在 の変化 に着 目す るのみな らず 、(一定の幅 を持 つ
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先進諸国における情報化ビジョンに関する動向(要 約)

た)将 来 の情報社会像 を想定 し、そこにおい て重要 となる技術要素の研 究 開発 、社会経済的

な課題の予期 ・対策検討 といった トップダウ ン的 なアプローチ を併用す るのが適 当 と考 え

られ る。 また、電子商取引や放送通信 など国際的標準 の形成が重要 な領域 で は、各領域 で

の わが国の相 対的な力 を考慮 した国際競合 ・協調 を含む戦略 の検討 も必要 であろ う。また、

研究 テーマの実施 に当 たって、最終的 にインパ ク トのある成果活用 に結 び付 く研 究開発 の

あ り方 なども課題 であ る。

基本 的 には、わが国が研 究開発 力 を持 ってお り発展の続い てい る分野 における中長期 的

目標 実現の支援 、 ネ ッ トワークが遍在 化 し、小型 の情報通信装置が社会 ・経済活動 や 日常

生活 にます ます浸 透 し、集め られた大量 のデー タの解析 による発 見が価値 を生 む ような将

来像 において、キー となるであろ う技術 の先行研究 などが重要 と考 えられ る。 また、科学

技術分 野では理論 、実験 と並 んで計算 科学(シ ミュ レーシ ョン計算 やイ ンフォマ ティクス)

が研究手段 と して重 要性 を増 してお り、新材料 ・新製品の設計 開発 の方法論 を変 えて行 く

と言 われている。そ の分野の強化 も重要課題 である。

↑↑曾↑

撒
⇒

『曾 『曾

駈 詰 彫
情報化 ビジョンの考え方1製 造業 を強化する情報技術
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先進諸国における情報化ビジョンに関する動向(本編)

1.調 査の背景 と方法

情報通信 に関す る急 速 な技術革新 は、産業 ・社 会に対 して、多大 な影響 を与 え始めて

い る。多 くの識者 は、21世 紀 にかけて工業経済か ら情報経済への転換が起 こる と指摘

してい る。 この ような変化 に対応すべ く、各国で は情報通信 環境 を整備 し 「情報社 会」

の実現 に取 り組 んでい る。その さきがけ となったのは、アメ リカのク リン トン政権が提

唱 した 「情報スーパ ーハ イウェイ」(lnformationSuperhighway)と 関連す る一連の情

報通信 政策であ った。 ゴア副大統領 に よるGII(GlobalInformationInfrastructure)

構想 や1996年 にブ リュ ッセルで開催 されたG7情 報サ ミッ ト等 を経 て世界各 国で施策

展 開が活発 に進んでい る。`

情報社 会の進展 は情報産業 の育成 と密接 な関係がある。以上の よ うな背景 を踏 まえ、

ソフ トウェ ア技術 を中心 とす る情報技術の国際的競争力確 保 を目指 し、わが 国の研究開

発 のあ り方 を検 討す るための基礎 デー タ収集の一環 として、「先進諸 国 にお ける将来の

社 会 システムの情報化 ビジ ョンに関す る動向」 の調査 を行 った。

まず情報化 に関 して先進 的 と思 われるアメリカ、EU(欧 州連合)1、 シンガポール、

マ レー シア に関 して、政府 のイ ンターネ ッ トホームペー ジか ら情報 化 に係 わる声明 ・ビ

ジ ョン ・計画 を調査 した。 また、 日本 にとって特 に重要 なアジア ・太 平洋地域 の他国の

政府 ホームページ を調査 し、情報化 に係 る ドキュメ ン トが公 開 されてい たオース トラ リ

ア、イ ン ド、韓国 に関 して も同様 に調査 を行 った。 ドキ ュメ ン トか ら各国の情報化 ビジ

ョンの概 要、関連す る情報通信 政策の概要 を整理 した。そ して、その結果 を踏 まえ、各

国の動 向を比較 し、 ビジ ョン ・情報通信 政策の特徴 を分析 した。

本報告書 の まとめ として、これ らの調査 ・分析結果 に基づ き、わが 国の情報化 ビジ ョ

ンのあ り方 に対 する示唆 を考察 し、技術開発 を進めるべ き分野等 の試 案 を示 した。

調査対象国

◆ ア メ リカ

◆EU(欧 州連 合)

◆ シ ン ガポ ー ル

◆マ レー シア

◆ イ ン ド

◆ オー ス トラ リ ア

◆韓 国

1欧 州 に関 しては国別 ではな く
、EUレ ベ ルの政策 を対象 とした。
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先進諸国における情報化ビジョンに関する動向(本編)

2.ア メ リ カ

アメ リカの科学技術政策 に大 きな影響 を与えたのが、1957年 の ソビエ ト連邦 による

人類初の人工衛 星の打 ち上 げである。これ に強烈 な衝撃 を受 けた アメ リカ政府 は、先端

情 報通信 分野の基礎 的技術 開発 と科学技 術関連情報の整備 に着手 した。国防総省(DoD)

内 に高等研 究計 画局(DARPA)が 設置 され、 国防総省(DoD)、 航 空宇宙局(NASA)

等 を中心 に膨大 な予算がつ ぎ込 まれて きた。

1990年 代 に入 ってか らの ク リン トン=ゴ ア政権の一連 の情報政策 は、 これ まで 軍

事 ・宇 宙技術 開発 中心 に進 め られ て きた科学技術研究 を産業応用 に転換 す ることで産業

競争力 強化 を推 し進め て きた。

例 えば、CALSは 、国防総省が1985年 頃か ら軍事兵 器の設計 ・製造デー タをライフ

サイ クルにわたって管理す るとい うのが 目的であったが、その後主管 が商務省 とな り、

ク リン トン=ゴ ア政権の情報政策下では一般製造業を対象 としてCALSデ ー タを提 供

す るCALSラ イブ ラリーの実用化 の取 り組みが行 われてい る。

こ うした情報政策 を実施 で きた背景 には、従来行われ て きた科学技術 政策お よび産業

競争力強化政策の具体 的 な成果がある。

科学技術政策 の成果 として、1969年 か ら国防総省高等計画研究局(ARPA)で 進 め

られた分散 コ ンピュー ターネ ッ トワークの研究成果が挙 げ られ る。これは、現在 の イン

ターネ ッ トの原型であ ることは有名で ある。また、産業競争力強化政策 の成果 と して、

1979年 の 「産業技術 革新政策 に関す る教書」(大 統領発表)、1985年 の 「ヤ ングレポー

ト」(大 統領産業競争力協 議会発 表)が 挙 げ られる。

この ように、現在の アメ リカ情報政策の素地 となったのは、軍事 ・宇宙 開発技術研 究

と、主 に1980年 代か ら始め られた産業競争力強化 を目的 と した調査 ・研究 であった と

考 えられる。図表2-1は 、産業政策 ・情報技術 政策に関す る主 な出来事(1957年 ～現

在)を 示 した もので ある。
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図表2-1産 業政策 ・情報技術政策に関する主な出来事(1957年 ～現在)

西暦 主な出来事

1957年: ソビエ ト連邦、人類初の人工衛星打ち上げ成功。以後、米ソ宇宙開発競争時代へ

1969年: 高等研究計画局(ARPA)、 分 散型 コンピュー ター ネッ トワークの研 究

1979年: 大統領 「産業技術革新政策に関する教書」を発表

1980年:
ステ イブ ソンワイ ドラー技術革新法成立

(Stevenson-WydlerTechnologyInnovationActofl980)

1985年: 大統領産業競争力協議会 「ヤングレポー ト」発表

1986年: 連邦技術移転法

1987年1月: 大統領年頭教書で、科学技術振興の計画推進を発表

1989年9月: 科学技術政策局(OSTP)「 高性能コンピューター技術プログラム」発表

1991年12月: HPC法 成 立。5年 間の時限立法(HighPerfbrmanceComputingActof1991)

1991年12月: 高性能コンピュータ通信法案成立を受けてHPCC計 画開始

1992年: 情 報 基 盤i・ 技 術 法 成 立(InfbrmationInfrastructureandTechnologyActof1992)

1993年2月: 国 家競争法成立(NationalCompetitivenessActof1993)

1993年2月' ゴ ア副大統領、NIIイ ニ シアテ ィブを発表

1993年4月: 連邦科学工業技術調整会議(NCCSET)、FY94でMIの 支援を発表

1993年9月: ク リ ン トン政権、NIIア ジ ェ ンダ発表

1994年3月: ゴア副大統領、GII構 想発表

1994年: 大統領産業競争力協議会 「新たな基盤の獲得」発表

1995年2月: 情報サ ミッ ト(ブ リュ ッセル)でGII整 備 に向けた枠組み

1996年: 電子情報公開法

1996年: SPCC計 画 終了。後継 プロジェ ク トとしてCIC計 画 開始

1996年10月: ホ ワ イ トハ ウスNGI計 画発表

1997年2月' 大統領一般教書演説でNGI積 極支援を表明

1997年: ゴア副大統領 「AframeworkofGlobalEC」 発 表

1997年: CIC計 画FY98予 算にNGIが 新規追加

1998年10月: 次 世 代 イ ン タ ー ネ ッ ト法 成 立(NextGenerationInitiativeResearchActofl998)

1999年1月:
ホ ワ イ トハ ウ ス 「IT2;Infbrmation7】echnologyfbrtheT㎞enty-firstCentu]呼(IT2)」

発 表 ●
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先進諸国における情報化ビジョンに関する動向(本編)

(1)HPC法 成 立 とHPCC計 画 の 開始(1991年 ～)

毎年公表 されてい るHPCC計 画概 要書(通 称 ブルーブ ック)の94年 度版 のエ グゼ ク

テ ィブサマ リーの最初のペー ジには、次 の1文 が記 されてい る。

"1980年 代 初めか ら
、政財界 や科学技術者の問で は先進 コ ンピューター通信技術

は、 アメリカ経済 に広 く恩 恵 を与 える事 にな ると考 えてい た。"

これ を政 策 と して実 現 し よ う と したの が 、当 時 上 院議 員 で あ った ゴ ア副 大 統 領 で あ る。

彼 は 、1989年 に 全 米 高 性 能 コ ン ピ ュ ー タ技 術 法 案(NationalHighPerformance

ComputerTechnologyActof1989)を 上 院 に提 出 してい る。 当 時 、 この法 案 は廃 案 とさ

れ た もの の 、彼 は1991年1月 に高 性 能 コ ンピュ ー テ ィ ン グ(HPC)法 案 を提 出 し、1991

年12月9日 に成 立 した(HighPerformanceComputingandCommunicationsActof

1991)。 この 法 律 は5年 間 の時 限 立 法 で あ ったが 、法 律 に示 され て い る考 え方 は 、現 在

に至 る情 報 政 策 の 根 幹 とな っ てい る。

この法 律 は、2つ の タ イ トル か ら構成 されて い る。 タ イ トル1は 、 「高 性 能 コ ン ピュ

ー テ ィ ング と研 究 ・教 育 ネ ッ トワー ク」 と題 され てお り
、

① 実行計画に対する要求事項

② 実行計画の実施体制に対する要求事項

③ ネットワーク整備に対する要求事項

で構成 されている。 また、タイ トル2で は、機関名 を挙 げ、これ らの機関 に対 して実行

計画 に対 す る協力 を要請 している。

ところで、HPC法 で謳 われてい る 「実行計画」 とは、法案成 立 とと もに開始 され た

HPCC計 画 を指 してい る。HPCC計 画 は、開始 当初4プ ロジェ ク トか ら構 成 され てい

た。 これ らプロジェク トは、HPC法 の タイ トル1の テーマで あ る、高性 能 コン ピュー

テ ィングシステム(HPCS)、 研 究 ・教育 ネ ッ トワーク(NREN)が 含 まれている。
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HPC法 とHPCC計 画の対応関係 は、HPC法 の内容 を見 るとわか りやす い。HPC法

タイ トル1:「 実行計画 に対す る要求事項」 は、下記8点 であ る。

r

(HPC-P1)連 邦政府の高性能 コンピューテ ィングに関す る研究、 開発、 ネ ッ トワ
ー ク整備 に目標 を定め

、優先順位 をつ けること

(HPC-P2)省 庁 間で協力 を図るこ と

(HPC・P3)こ の法律 に基づい て行 われる研究 ・教 育ネ ッ トワー ク(NREN)の 実

行 、進捗具合 を監督す ること

(HPC-P4)ソ フ トウェアの向上 を図るこ と

(HPC-P5)高 性能の コンピュー タシステムの開発 を促進 させ るこ と

(HPC・P6)科 学 お よび工学 に関す る基本 的 な問題 で必 要 とする ソフ トウェアお よ

びハ ー ドウェアの技術 支援、研 究、開発 を行 うこと(グ ラン ド ・チ ャレン

ジ(GC))

(HPC・P7)大 学 ・大学院生の教育 を行 うこと

(HPC-P8)セ キュ リテ ィを確保 す ること

HPCC計 画の4プ ロジェク トは下記(HPCC-1)～(且PCC-4)で あ り、それぞれが

「実行計画 に対す る要求事項」 に対応 してい る。

(HPCC・1)高 性 能 コ ン ピ ュー テ ィ ン グ シス テ ム

(HPCS:High-PerformanceComputingSystem)

設 置 理 由:(HPC-P5)に 対 応

プ ロ ジ ェク トの 目標:ス ケ ー ラ ブ ル な並 列 計 算 シス テム に よ り、従 来 型 ス

ーパ ー コ ン ピ ュー タの限 界 を超 えた1秒 間 に1兆 回

の 演 算 が 可 能 な シス テ ム の 開発 。

(HPCC・2)研 究 ・教 育 ネ ッ トワ ー ク

(NREN:NationalResearchandEducationNetwork)

設 置理 由:(HPC-P3)に 対 応

プ ロ ジ ェ ク トの 目標:高 性 能 コ ン ピュ ー タシ ス テム や研 究 教 育 に必 要 な電

子 デ ー タ、研 究設 備 、電 子 図 書館 な どに ア ク セ ス す

る た め の高 速 コ ン ピュー タ を学 術 機 関 に提 供 。

(HPCC-3)先 進 ソ フ トウ ェア技 術 とアル ゴ リズ ム

(ASTA:AdvancedSoftwareTechnologyandAlgorithms)

設 置 理 由:(HPC-P4)、(HPC-P6)に 対 応

プ ロ ジ ェ ク トの 目標:ソ フ トウ ェア ・アル ゴ リズ ム に関 す る研 究 と ネ ッ

トワ ー ク化 した 高 速 コ ン ピ ュー ター シ ス テ ム で 稼

動 す る高 性 能 ア プ リ ケ ー シ ョ ン ソ フ トの プ ロ トタ

イ プ開発 。
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先進諸国における情報化ビジョンに関する動向(本編)

(HPCC-4)基 礎 研 究 と人材 育 成(BRHR:BasicResearchandHumanResources)

設 置 理 由:(HPC-P7)に 対応

プ ロ ジ ェ ク トの 目標:基 礎 研 究 、教 育 、 トレー ニ ング、 カ リキ ュ ラ ム 開

発 など。

HPCC計 画 で は、 毎 年HPCC計 画実 行 計 画書(ImplementationPlan)カ ミ公 表 され

てお り、(且PC-P1)に 対応 して、 これ ら4プ ロジェク トに対す る優先順位 と各 プ ロジ

エク ト内の研 究開発 項 目に対 するマイルス トンが示 され てい る。(HPC-P8)は 、 これ

ら4つ のプロジェク トに係 る と考 え られ る。

なお、(HPC-P2)は 、HPC法 の実行体制 に関する箇所 とともに後述す る。

と こ ろで 、(HPC-P6)に あ る 「グ ラ ン ド ・チ ャ レ ン ジ(GC)」 とは 、 高 性 能 コ ン ビ

ユー ター を必要 とす る、科学技術研 究アプ リケー ション(気 象予測、エネルギー効 率の

最適化を考慮した自動車の設計、医薬の開発、星雲形成の解明など)の 開発 を支援する

プロジェク トである。具体的 には、これ らの研究 を支 えるための高性 能 コンピュー ター

高 速 ネ ッ トワ ー ク、 ア プ リケ ー シ ョンの 開発 を指 してい る。

ここまででHPC法 とHPCC計 画の4プ ロジェク トを示 したが、且PC法 で は、HPCC

計画の実施体制のあ り方についても要求がされている。それを示した部分が、HPC法

タイ トル1:「 実施体制 に対す る要求事項」であ る。

(HPC-F1)大 統領府 に諮問委員会の新設する こと

(HPC-F2)こ の実行計画に参加する省庁 に対 して、毎年実行計画要素単位に予算

を充 てるこ と

(HPC・F3)参 加省庁 、教 育機 関、政府 、全 ての州の産業 を結 ぶ、研 究 ・教育 ネ ッ

トワーク(NREN)を 構築す ること

(HPC-R1)先 進 フ ァイバ ー 光 学技 術 、 ス イ ッチ 、及 び、 ネ ッ トワ ー ク ・プ ロ トコ

ルの研究開発をサポー トするために、国防総省高等研究計画局(ARPA)

を通 じての国防総省(DoD)の 協力 を要請 す る

(HPC-R2)ネ ッ トワー ク上で行 われるであろ う情報サ ー ビスの開発 を促進す るた

めに、省庁間の活動を統合する機関の設置を求める

(HPC・R3)全 て の省 庁 につ い て 、連 邦 研 究 交 付 金 に コ ン ピュ ー タ ー ・ネ ッ トワ ー

ク費の計上を認める

(HPC-R4)ユ ーザ ー料 金 ・産業 支援 ・国家投 資 を含 む ネ ッ トワ ー ク ・フ ァ ン ドに

関する報告を議会に要求する

(HPC・F1)に 対 応 して 、 設 置 され たの が大 統 領HPCC諮 問委 員 会(Presidenstional

AdvisoryCommitteeonHighPer丘)rmanceComputingandCommunications)で あ

る 。
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また、(HPC・F2)に 関連 して、 タイ トル2で は下記7機 関に対 してHPCC計 画へ の

協 力を要請 している。

●国立科学財 団(NSF)● 航空宇宙局(NASA)

●商務省標準 ・技術院(NIST)● 国立海洋 大気管理局(NOAA)

●環境保護庁(EPA)

●エネルギー省(DOE):(※ 条文で はエ ネルギー省長官 に対す る要求)

●教育省(ED):(※ 条文 ではエ ネルギー省長官 に対す る要求)

また 、前 頁 の(HPC・R1)で 示 した通 りARPA(現 在 のDAPRA)に 対 して も協 力 を

要 請 して い る 。(HPC-P2)の 省 庁 間 の協 力 とは 、 これ ら協 力 を要 請 した省 庁 間 で協 力

して4プ ロジ ェ ク トを進 め る こ と を指 して い る。 なお 、 実 際 に、HPCC計 画 当 初 か ら

プ ロジ ェク トに参加 してい た省 庁 は、NSF、NASA、DOE、NIST、NOAA、EPA、ARPA

に加 え、 国立 衛 生研 究 所(NIH)の 計8機 関で あ る。 なお 、EDは92年 度 か らHPCC

計 画 に参加 してい る。HPCC計 画 開始 当 初 の 実行 体 制 は 図表 に示 す 通 りで あ る。 な お、

1992年9月 に は、HPCCイ ニ シア テ ィブ(HPCC・IT小 委員 会)を 支 援 す る ため に、

(NCOforComputing,Infbrmation,andCommunications)が 設 置 され た 。

図表2-21991年 開始時の実施体制

HPCC計 画

4プ ロジェク ト

ホ ワ イ トハ ウス(WHITEHOUSE) 「撒 ≡ 藷田萎員委一1
.」(1991年 設置)l
IPresidenstionalAdvisoryI

lCommitteeonHighPer食)rmanceI

IC。mp。ti・g。ndC。mmuni・ati・n・l

lI
」 一 一 ー 一 一 ■ 〒 ■ 一 一 ー 一 一

1
1
1
1
l

I-一 ー ー 一 ● 一 一

大統領府科学技術政策局(1976年 設置)
ExecutiveOf五ceofthePresidentOf丘ce

ofScienceandTechnologyPolicy(OSTP)

■

連邦科学工業技術調整会議(1976年 設置)
FederalCoordinatingCouncil丘)rScience,

EngineeringandTechnology(FCCSET)

■

物理学・数学・工学委員会
FCCSETCommitteeonPhysica1,

Mathematica1,andEngineeringSciences
一 一

'`

■
一
一

HPCC・IT小 委員会

HighPer£ormanceComputing,Communications,

andInformationTechnologySubcommittee

・・・・…1+昏1

HPCS NREN ASTA BRHR

一 …全 傘 ▲ 牟
■

(参加省庁8機 関:1991年 開始時時点)

●国防総省高等研究計画局(ARPA)、 ●国立科学財 団(NSF)、 ●航 空宇宙局(NASA)

●商務省標準 ・技術院(NIST)、 ●国立海洋大気管理局(NOAA)、 ●環境保護庁(EPA)

●エネルギー省(DOE)、 ●国立衛生研 究所(NIH)

(Bluebook94,1994NSTCAnnualReportを 参 考 に 作 成)
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先進諸国における情報化ビジョンに関する動向(本編)

ARPA、DOE、NASA、NSFの4機 関 は、1989年 にHPCCと は別 に独 自に計画案

を作成 していた。HPCC計 画が、当時の計画 を参考 に作 成 されたのかは定 かで はない

が、 これ ら4機 関 はHPCC計 画で も優勢 な立場 を取る ことになる。 ちなみ に4機 関が

且PCC計 画予算 に占める割合 は、約80%で ある。

HPC法 ネ ッ トワーク整備 に対す る要求事項 では、以下 の点 を注文 してい る。

(HPC-N1)遠 距離通信 産業 の高速 デー タ通信網 に対す る民 間投資の育成お よび市

場競 争の維持 を図 ること

(HPC-N2)商 業デー タ通信お よび遠距離通信 に関す る標準 の開発 を促進 す るこ と

(HPC-N3)知 的所 有権 の保護 を含むセキュ リティの確保 を保証す ること

(HPC・N4)著 作権使 用料 を科す ことがで きるような会計 基準 を作成 す ること

(HPC-N5)ベ ンダーか らの ネッ トワークサー ビスや標 準 コマ ーシ ャル ・トランス

ミッシ ョンの獲 得がいつで も可能 なこ と

これ らの要求事項がHPCC計 画 当初か らプロジェク トに反映 されてい たか は、現在

イ ンターネ ッ ト上で公 開 されている資料 だけでは把握で きない。しか し、これ らの要求

項 目はNII、GlobalECに も反映 されてい る。

以上 、HPC法 成立 か らHPCC計 画の プロジェ ク ト開始 までの 関係 につい て述べ たが 、

これ らの情報政策で は、軍事 ・宇宙 開発技術研究 で培 った成果 を効果的 に利用す る動 き

が顕著 に見 られる。現 に、HPCC計 画以降の情報技術 プロジェク トで は、国防総省(DoD)

(直轄機 関である高等計画研究局(DARFA)、 国家安全 局(NSA)を 含 む)・ 航空宇宙

局(NASA)が 多 くの研 究 プロジェク トに関 わっている。

(2)ク リントン=ゴ ア政 権 の 誕 生 とNll構 想(1993年 ～)

1992年 、民主党 か らアメ リカ大統領選挙 に立候補 した ク リン トン大統領 は、 ゴア副

大統領候補 とともに科学技術政策(技 術 一経済成長のエ ンジ ン、アメ リカの ための国家

技術政策)を 公約 した。クリン トン=ゴ ア政権が誕生す る と、レーガ ン政権時代 か らの

産業競争力強化の政策 を継承す る と同時 に、ゴア副大統 領 をま とめ役 として一連 の科学

技術政策 を打 ち出 した。

まず、就任 直後 の1993年2月 にはNIIイ ニシアティブを発表 した。同年9月 に発表

されたNIIア ジェンダでは、NIIを 次の ように位置づけてい る。

NIIは 、それ 自体 で完結 する構想で はな く、経済や社会の発展 に寄与す るための

石杖である。 また、NIIは 、科学者や技 術者 のためだ けの もので はな く、すべ ての

アメ リカ国民 に下記 の ような利益 をもた らす ものであ る。

・雇用創 出、経 済成長の促進 、技術 面 におけるアメ リカの リーダーシ ップの育成
・医療負担の軽 減 による医療サー ビスの向上

・高水 準で低 コス トな行政サー ビスの提供

・21世 紀の情報化 社会 に向けた学校教育の拡充

・よ り開かれた国民 参加型の政府 の構築
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この公約が近未来 におい て実用可能で あることを強調す るために、NIIア ジェンダで

は、① 経済効果、②医療、③都市 ネ ッ トワーク、④ 科学技術研究 、⑤ 生涯教育 、⑥行政

サー ビスの向上、の6項 目につい て、具 体的な数値 を示 し、アメ リカ国民 に広 く理解 を

求めている。

HPCC計 画概 要書(ブ ル ーブ ック95年 度版)は 、NIIを 図表2-3に 示す階層 で説

明 している。

図表2-3Nllの 階層構造

酪 巖 聯 治fo撒 鱗 頒ln㌔ 繍 燐 繍ffLuy離 籍

(95年 度版HPCC計 画概 要書(bluebook)よ り引用)
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先進諸国における情報化ビジョンに関する動向(本編)

なお、NIIア ジェンダで示 されている9つ の基本原理 と目標 は下記 の とお りであ る。

(NII-1)税 制、法制 度の緩和等 によって、民 間投 資の支援 を行 うこと。 この支援

は、サ ービスの提供だけでな く、技術 開発や長期 的な視野 にお ける投 資 を

喚起す るこ とを目的 とす る。

(NII-2)情 報 リソースの全 てが適 当な価格で利 用で きる ことを保証 するよ うに 「ユ

ニバーサル ・サ ービス」 の概念 を拡 張するこ と。

(NII-3)技 術革新 や適用範 囲の拡大 を支援す る触媒 の如 く政 策 を進め るこ と。重

要な国家研 究計画お よびNIIに 必 要な民間企 業の 開発 ・実証技術 に対す る

交付金 につ いて、責任 を持 った行動 をとるこ と。

(NII-4)NIIを 実施す るにあた り、シーム レスに、イ ンタラクテ ィブに、ユ ーザ ー

主導 に政策 的な支援 を行 うこと。NIIが 「ネ ッ トワー クのネ ッ トワーク」

に発展 した時 、政府 は、ユ ーザ ーがネ ットワーク を介 したデー タ送信 を簡

単で効果的 に行 えることを保証す るべ きである。

(NII-5)情 報 のセ キュ リティとネ ッ トワークの信頼性 を確保す る こと。NIIは 信頼

性 が高 く、安全 で、ユ ーザの プライバ シーが保護 され る もので な くて はな

らない。政府の行動 も同様 に、全 てにおいて信頼性 が求め られ、誤報 に対

する訂正 を迅 速 に行 い、利用 しやすい ことを目的 としている。

(NII-6)無 線周波 数帯 リソース の枯渇危機 に対 して、無線周波 数帯の管理方法 を

改善す るこ と。

(NII-7)知 的所有権 の保護 を行 うこ と。行 政 は、国内の著作権 に関す る法律の強

化方法 につい て調査 を行 うこと。さらに、国際的 な知 的所有物及 びプ ライ

バ シーが侵 害 された場合 、 どの ように取 り扱 うか調査 す ること。

(NII-8)情 報 に国境 が ない ため、政府 間の各 レベ ルにおいて調整 を図る こと。調

整 では、障害 を排 除 し、アメリカの産業 に対 して不 利 になる不公平 な政策

の排除 を行 わなければな らない。

(NII-9)政 府 に関す る情報 の提供、政府 調達 の改善 を行 うこ と。NationalPerformance

Reviewで 述べ た ように、行 政は連邦政府省庁 と地方 自治体 とのつ なが り

の確 保 を求め るであ ろう。そのため、膨大 に蓄積 された政府 に関す る情報

を社 会 に対 して簡単かつ公平 に利用で きる ように、情報 の拡張 をす るため

にNIIを 利用す る こと。 また、連邦政府 にお ける通信情報 サー ビス と関連

機器 に対 す る調達 政策は、NIIの ため に重要 となる技術 開発 を支援 し、民

間企業がNIIの 構築 に寄与す るための魅力的 なインセ ンテ ィブを与 えなけ

ればな らない。
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後述するGII、GlobalECは 、(NII・8)に 示す国際的な調整 を円滑 に行 うため、アメ

リカの情報政策の基本的な考 え方 を浸透 させ るため に発 表 した とい う見方 もで きる。

NII構 想 の技 術 的 基盤 の研 究 開発 は、HPCC・IT委 員 会 に委 ね られ る こ と とな った 。

これ に伴 い、HPCC計 画 の実 施 体 制 は大 き く改 編 され た。 まず 、 大 統 領 府 の 直 下 組織

を簡素 化 し、科 学技 術 政 策 へ の 対 応 を取 りや す く した。 これ に よ り、1993年11月 、連

邦 科学 工 業 技 術調 整 会議(FCCSET)は 、 国家 宇 宙 計 画 会議(NSC;NationalSpace

Council)と 国家 資 源 会議(NCMC;NationalCriticalMaterialsCounci1)と 統 合 され 、

国 家 科 学技 術 会議i(NSTC;NationalScienceandTechnologyCouncil)と な っ た。

NSTCに は9委 員 会 が設 置 され た。HPCCイ ニ シア テ ィブ は、 この委 員 会 の1つ で あ

るCIC委 員 会(CCIC)の 下 のHPCC・IT小 委 員 会 に改 組 され た。

さら に、NII対 応 の タス ク フ ォー ス と して 、NSTCの 下 に委 員 会 とは別 組 織 と して 、

情 報 基 盤 タス クフ ォー ス(IITF)を1993年12月 に設 置 した。

また、HPCC計 画 にNII対 応 の5番 目の プ ロ ジ ェ ク ト(IITA)が 追 加 され た。IITA

の 設置 理 由 とプ ロジ ェ ク トの 目標 は下 記 の通 りで あ る。

「

(HPCC・5)情 報 基 盤 技 術 とア プ リケ ー シ ョン

(IITA:InformationInfrastructureTechnologyandApplications)

設置 理 由:NIIに 対 応

プ ロ ジェ ク トの 目標:HPCC計 画 で得 られ た コ ン ピュ ー タ技 術 とネ ッ ト

ワ ー ク技 術 を用 い て 、教 育 、産 業 、 医療 、 デ ジ タル

ラ イ ブ ラ リー用 の ア プ リケ ー シ ョン を開発 し、 普 及

を図 る 。

NII構 想の技術 的基 盤の多 くをHPCC・IT委 員会 に委 ねてい ることは、NII構 想発

表後の最初の会計年度 となる94年 度連邦予算 か らも理解で きる。94年 度 には、総額約

13億 ドルのNII関 連予算が計上 されたが、 この うち11億 ドルがHPCCイ ニ シアテ ィ

ブ に割 り当て られている。 なお、HPCCイ ニ シアテ ィブに割 り当て られた予算 の うち、

10億 ドルはIITA予 算 に充て られた。

なお、94年 度 のHPCC計 画の研 究 テーマ を見 ると、ナ シ ョナル ・チ ャレンジ(NC)

に位置づ け られてい る研 究テーマが複 数見 られる。NCは 、HPCC計 画の成果 を応用 し、

NIIの 基本 となる情報 基盤 アプ リケー シ ョンの開発研究 をテーマ と してい る。NII構 想

発表後、HPCC計 画 におけるア プリケー シ ョン開発 は、前述のGC(グ ラン ド・チ ャレ

ンジ;高 性能 コンピュー ター をベ ース としたアプ リケーシ ョン開発研究 テーマ)とNC

の2体 系 となった。

以上、NII構 想発表 を受 けて、HPCC計 画 は図表2-4(次 頁)に 示す実施体制 とな

った。
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先進諸国における情報化ビジョンに関する動向(本編)

図表2-4Nll構 想発表後(94年 度 当初)の 実 施体制

情報基盤 タス クフォー ス

(1993年12月 設置)

InfOrmatiOnInfraStrUCtUre

TaskForce(IITF)

ホ ワ イ トハ ウ ス(WHITEHOUSE)

大 統 領 府 科 学 技 術 政 策 局(1976年 設 置)

ExecutiveOfflceofthePresidentOfflce

ofScienceandTechnologyPolicy(OSTP)

国 家科 学 技 術 会 議(1993年U月 改 編)

NationalScienceandTechnologyCouncil(NSTC)

IC委 員会(NSTC改 編に伴い改編)

CommiteeonInformationand

Communications(CIC)

HPCC計 画

5プ ロ ジ ェ ク

ト

HPCC・IT小 委員会
HighPerf{)rmanceComputing,Communications,

andInformationTechnologySubcommittee

「燕 嶺品δ高 瀬慾1
(1991年 設 置)I
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(1992年9月 設置)

NationalCoordinationOfflce

fbrHPCC

HPCS NREN ASTA BRHR IITA

(参加省庁9機 関:FY94時 点)

●国防総省高等研 究計画局(ARPA)、 ●国立科学財団(NSF)、 ●航 空宇宙局(NASA)

●商務省標準 ・技術 院(NIST)、 ●国立 海洋大気管理局(NOAA)、 ●環境保 護庁(EPA)

● エネル ギー省(DOE)、 ● 国立衛生研 究所(NIH)、 ●教育省(ED)※

● 国防総省 国家安全局(NSA)※ ※EDはFY92、NSAはFY94よ り参加

(Bluebook94,HPCCimplementationPlan94,NIIagenda,GAOIAIMD-95-6を 参 考 に作 成)

(3)Gll構 想:1994年 ～

1994年3月 、ブエ ノ ス ア イ レス で 開催 され た 国際 電気 通 信 連 合ITU総 会 に お い て 、

ゴア副 大 統 領 がGII構 想 を発 表 した。 各 国 のNIIを 連 結 し、 グ ロ ーバ ル な情 報 基 盤 を

作 ろ う とい う もの で あ る。GII構 想 に つ い て は、HPCC・IT委 員 会 の 情 報 基 盤 タス ク フ

ォー ス(IITF)に よ って 、GIIア ジ ェ ン ダ(TheGlobalInf()ramtionInfrastructure:

AgendaforCooperation)が1994年 秋 に発 表 され てい る。 この ア ジ ェ ン ダで は 、次 の

5つ の基 本 原 理 が 示 され てい る。
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(GII-1)民 間投 資 を支 援 す る こ と

(GII・2)競 争 を促 進 す る こ と

(GII-3)オ ー プ ン ・ア クセス を提 供 す る こ と

(GII-4)柔 軟 な法 環境 の整 備

(GII-5)世 界 的 な サ ー ビス の確 保

これ らの基本原則 は、ITU総 会 におい て、ブエ ノスアイ レス宣言 に取 り上 げ られた。

これらをNIIの 基本9原 理(NII-1)～(NII-9)と 対応 してみ ると、大筋 を簡素化 し

ているこ とがわかる。 また、HPCC計 画 において も目立 った対応 はされ てい ない。そ

の理由 と して、NII構 想 によって登場 したナ シ ョナル ・チ ャ レンジ(NC)の 延長線上

にGIIが ある と考 えてい るため と思 われる。

GII構 想の発 表は科学技術的 な要素 を全面 に出 した情報化政策 とい うよ りは、アメ リ

カが今後情報技術 において主導権 を握 るための先手策 である と考 え られる。 また、GII

構想の発表 には(NII-8)の 内容が深 く関与 している と考 えられる。

とこ ろで 、 この 頃 、米 国会 計 検査 院(GAO;GeneralAccountOffice)は 、HPCC計

画 に つ い て 興 味 深 い 報 告 書 を 出 し て い る 。 こ の 報 告 書 の タ イ トル は 、 「HIGH

PERFORMANCECOMPUTINGANDCOMMUNICATIONS:'NewProgram

DirectionWouldBenefitFromaMoreFocusedEffort」(報 告 日:1994年11月4日)で 、

調査 内容 は、

(1)HPCC計 画 が設定 した 目標 と評価 プロセス に対 して、現在 の組織体 制が妥当で ある

か

(2)HPCC計 画 の研究 テーマの プラ ンニ ング ・実施が、 どの ように各 産業 に浸透 してい

ったのか。

である。 この調査 を通 じて、HPCC計 画 は省庁 間 プロジェク トと して、多 くの研 究成

果 を産出 し、大成功 を収めてい ることが報告 されている。 なお、GAOは 調査 結果 に基

づ き、HPCC計 画 に対す る政策提 言 を記 してい る。

この報告書 で注 目すべ き点 は、GAOの 政策提 言 に対する科学技術政策担当大統領補

佐官の コメン トである。コメン トでは、コア となる研究 テーマ に焦点 をあて、柔軟 な実

施体制 を編成する旨が記 されてお り、現在 に至 る情報 政策 に反映 されている。これ以降、

政府か ら発表 されるプロジェク トに対す るマ'ネジメン トは、HPCC計 画(1997年 か ら

はCIC計 画)が 研究 開発 の将来 的な方針 を評価 してい る と考 え られ る。 また、科学技

術政策担 当大統領補佐 官の コメ ン トにあ った アプリケ ーシ ョンに関す る機 関 は、1997

年 に設置 された。
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先進諸国における情報化ビジョンに関する動向(本編)

(4)HPC法 失 効 とCIC計 画(1996年 ～)

96年 度 までで実施 されたHPCC計 画が成功 を収め たの を受 け、HPC法 案失効後 の

継承計画 と して開始 された。なお、CIC計 画について、HPCC計 画の ときのHPC法 の

ような立法措 置 は取 られていない。CIC計 画では、プロジェ ク トが次の ように編成 され

た。

(CIC-1)高 性 能 コ ン ピュ ー タ ー通 信

(HECC:High-PerfbrmanceComputingandCommunications)

HPCC計 画 との 関連:高 性 能 コ ン ピュ ー テ ィ ン グ シス テ ム(且PCS)と 先

進 ソ フ トウ ェ ア技 術 とアル ゴ リズ ム(ASTA)の 研 究

対 象 領域 を相 当

プロ ジェ ク トの 目標:高 性 能 コ ンピュー タシステ ム におけ るハ ー ドウェア及 び

ハ ー ドウ ェアの研 究 。

(CIC・2)大 規模 ネ ッ トワーク(LSN:LargeScaleNetworking)

HPCC計 画 との関連:研 究 ・教育 ネ ッ トワーク(NREN)と 情報基盤技術

とアプリケー シ ョン(IITA)の 研究対 象領域 に相 当

プロジェク トの 目標:高 性能 な広域 ネ ッ トワー クの構築及 び運営 に必 要な

技術 の研 究。

(CIC-3)高 信 頼 性 シ ス テム(HCS:HighConfidenceSystems)

HPCC計 画 との 関連:HPCC計 画 で は該 当す る プ ロジ ェ ク トな し

プ ロ ジェ ク トの 目標:信 頼 性 の高 い コ ンピュー タシス テム の構築 とセキ ュ リテ

ィに対 す る安全 性 の高い ネ ッ トワー ク構 築 の研 究 。

(CIC-4)人 間 との親 和性 を考慮 した コ ン ピュ ー タ シス テ ム

(HuCS:HumanCenteredSystems)

且PCC計 画 との 関連:HPCC計 画 で は該 当す る プ ロ ジ ェ ク トな し

プ ロ ジェ ク トの 目標:コ ンピュ ー タを人 間 に とって よ り利 用 しやす い もの にす

るた めの 人間工学 的 な研 究。

(CIC・5)人 材 育成(ETHR:Education,Training,andHumanResources)

HPCC計 画 との関 連:基 礎 研 究 と人材 育 成(BRHR)の 研 究 対 象 領 域

プ ロ ジ ェ ク トの 目標:教 育 、 トレーニ ング、 人 材 育 成 に 関 す る研 究 。

次 に予算規模 であるが、総額 はHPCC計 画 とほぼ同額 で、ほぼ毎年増額 されている。

なお、CIC計 画の プロジェク ト毎 に見 ると、最 も予算が割 り当 て られてい るのが高性能

コンピュー ター通信(HECC)で あ り、総額の40%強 を占め る。次 に大規模 ネ ッ トワ

ー ク(LSN)
、、親和性 コンピュー ター シス テム(HuCS)が ほぼ同額 で25%強 を占め
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る。予算配分 で興味深 いのは、新規 フ.ロジェ ク トとして始 まったHuCSにLSNと ほぼ

同額の予算 を投 資 してい る点であ る。(図 表2-5参 照)

図表2-5CIC計 画の各プロジェクトに対する予算(単 位:百 万ドル)

FY HECC LSN HCS HuCS ETHR Total 備考

1996

(HPCC)
一 一 一 一 一 1043 予算実績

1997
453.71

(43.6%)

259.79

(25.0%)

31.95

(3.1%)

248.82

(23.9%)

45.31

(4.4%)

1039.58

(100.0%)

予算
要求額

1998
462.43

(41.9%)

288.19

(26.1%)

33.18

(3.0%)

281.12

(25。5%)

38.64

(3.5%)

1103.56

(100.0%)

予算
要求額

さて、これ らのプロジェク トは複数の研 究テーマか ら構成 されてい る。この研究 テー

マは、あ るプロジェク ト単独 のテーマであ る場合 と、複 数のプロジェク ト合同の研究 テ

ーマがあ る。そ して、これ らの研究 テーマ について、あ る省庁が主体 とな り、他省庁が

協 力 して進め る体制 で研究が進 め られてい る。図表2-6～ 図表2-8は 、CIC計 画省庁

別研究 テーマ とどの プロジェク トか ら予算がつ いてい るか を一覧 した ものであ る。

例えば図表2-6の 、研究 テーマ 「大規模 システム とソフ トウェア」 は、高等計画研

究局(DARPA)が 主体で あ り、全米科学財 団(NSF)、 エネルギー省(DOE)、 航空宇

宙局(NASA)、 国家安全 局(NSA)が 協力 して研究が行われているこ とを指す。 そ し

て、この研究 テーマ にはHECCか ら35.2百 万 ドル、HCSか ら5百 万 ドルの予算 がつ

いてい る。

また、研究 テーマ 「NSFNET」 の ように、DARPA、NSF、DOE、NASA、 国立衛生

研究所(NIH)が 研究主体 で参加 し、その他 の省庁が利用者 として参加す るケース もあ

る。

以上の ような研究体制 と予算体制 によ りCIC計 画が開始 された。大統領府か らCIC

計画の プロジ ェク トに至 る までの実施体制 は図表2-9の とお りであ る。
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図表2-9CIC計 画 開始 当初(97年 度)の 実施体制
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(参加省庁12機 関:FY97時 点)

● 国防総省高等研 究計画局(ARPA)、 ●国立科学 財団(NSF)、 ●航空宇宙局(NASA)

●商務省標準 ・技術 院(NIST)、 ●国立海洋大気管理局(NOAA)、 ●環境保護庁(EPA)

● エネルギー省(DOE)、 ●国立衛 生研究所(NIH)、 ● 国防総省 国家安全局(NSA)

●教育省(ED)、 ●復 員軍人省(VA)、 ●保健 医療 政策 ・研 究局(AHCPR)

(Bluebookg6,Bluebookg7,HPCCimplementationPlan97を 参 考 に作 成)
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先進諸国における情報化ビジョンに関する動向(本編)

(5)AFrameworkofGlobalEC:1997年 ～

1997年7月 、 ゴア副大統領 に よ り、GlobalEC構 想が発表 された。 フ レーム ワー ク

とは、今後 の政策策定 のガイ ドとなる原則 を示す とともに、ECの 主 要課題 に対 す る行

政府の姿勢 を明 らか に し、さらに今後の国際的な交渉の指針 を与 える もの とされてい る。

この フ レーム ワー クでは、5つ の原則 と検討すべ き9つ の分野 に対す る提 言 を示 してい

る。その内容 は下記 の通 りである。

一5原 則

(EC-P1)民 間企業が主導するべ きであ る。

(EC-P2)政 府はECに 関す る不必要な規制 をか けるべ きではない。

(EC-P3)政 府が関与す る場合、商取 引に関す る法律 を予見 で きる最小限で一貫 し

た法 的環境 の整備 を行 うことを目指すべ きで ある。

(EC-P4)政 府 は、従来の通信 手段 の持 つ法的整備が踏襲 で きない イ ンターネ ッ ト

の特徴 を十分 に理解す るべ きである。

(EC-P5)グ ローバル を基本 としたEC促 進

一9提 言

(EC'R1)関 税 と課 税:

イ ンター ネ ッ トにお いて、 関税 フ リー を基本 とす るべ きであ る。 また、課税

す る場合 は、国際 的 に整 合 の取 れた シ ンプル な もの にす るべ きであ る。

(EC-R2)電 子決済 シス テム:

この分野の商業 ・技術的環境 は急速に変化 しているので、柔軟性 を持たない

法律 ・法令による規制 をかけるべ きではない。

(EC-R3)ECの ための取 引規約:

アメ リカはEC促 進 のための国際標準の開発 を支援 してい る。 イ ンター

ネ ッ ト上の商取 引が多用 されて きたの も、広 く認 め られ た規則 に基づ い

た商取引 を行 うことがで きたためであ る。

(EC-R4)知 的財 産権の保護:

インター ネ ッ ト上 の商取引 にお ける知的財産権の効果 的 な保護 のため、

WIPOの 著作権保護協 定は批准 され るべ きもので1あり、 また行 政府 とし

て はデー タベ ースの要素の保護の検討 、GII構 築 に重 要 な特許権 の保護

の促進 、 トレー ドマ ーク保護の各国の差異か ら生1じる問題 の解決 に努力

す る。

(EC-R5)プ ライバ シー保護:

行政府は民間セ クターにおける自主規制的なプライバ シー二保護制度 を支 持

し、自主規制や現行技術 で不十分 な場合は産業界 と連 携 し開発 を推進す る。
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(EC-R6)セ キュ リテ ィの確保:

GIIを 安全 で信頼 で きる もの とす るべ く、行政府 は産業界 と連携 し、信

頼性の高い公 開鍵暗号 のイ ンフラの開発 を促進 し、必 要 とされ るセー フ

ガー ドを提 供す る。

(EC・R7)通 信 イ ンフラ と情 報技 術:

多 くの国で通信 政策 によ り最新の デジタル ・ネ ッ トワー クの発展が 阻害

されてい る。我が国 は国際的 にそれ らの競争障壁 を除去す る ように努 め

る。

(EC-R8)コ ンテ ンツ:

行政府 は、産業界 の 自主規制 、 コンテ ンツの格付 け、子 供 を教育上好 ま

しくない コ ンテ ンツか ら守 る技術 の開発 を支援 し、 さらに貿易相手国が

非 関税障壁 ともな りかね ない コンテ ンツ規制 を阻止すべ く合意 を取 り付

ける努力 を行 う。

(EC・R9)技 術標準:

政府で はな く、市場 が インターネ ッ ト上の技術 標準 や インターオペ ーラ

ビ リティを決定 すべ きである。

GlobalECに 関す る政府の動 きの一環 として、1998年4月 に商務省 よ り 「デ ィジ タ

ル ・エ コノミー」 と題する報告書 が発表 された。 この報告書 は、ECの 現状 と今後 の展

望 を述べ てお り、過去5年 間の経済成長の うち、約4分 の1が 情報技術 による効果 であ

り、情報技術 に よりイ ンフ レ率が約1.1%抑 制効果が働 いた と報告 してい る。ただ し、

GlobalEC自 体 に対す る提言 はされ てい ない。

また、1998年5月15日 にはECに 関す る 日米共 同声明 を発表 した。その他、フ.ライ

バ シー保護の問題 、知 的財産権、認証問題、暗号 政策 などECに 係 る政策 的な動 きは見

られるが、GlobalECを キー ワー ドとした一貫 して、省庁横断 的なプロジ ェク トが大 々

的 に活動 を行 ってい る様子 は見 られない。
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先進諸国における情報化ビジョンに関する動向(本編)

(6)NGIと 次世 代 インター ネット研 究 法:1997年 ～

NGI(NextGenerationInternet)は1996年10月 に構想が発表 された。 そ して、

1997年2月 に行 われた大統領一般 教書演説 にお いて、「NGI」 構 築の支援 を表 明 し、98

年度予算 に計 上 された。98年 度予 算要求額 は、CIC計 画 のLSN2.8億 ドルの うち、1

億 ドルがNGIの 予算で あった。

NGIプ ロジェク トの 目標 は、① 先端 ネ ッ トワーク技術 の試験研 究、② 次世代 ネ ッ ト

ワークのテス トヘ ッ ド、③ 革新 的 アプリケー シ ョン、の3点 の 目標が掲 げ られた。1998

年2月 に発表 されたNGI実 行計画書(ImplementationPlan)で は、上記3点 の 目標

を下記の ように細分化 している。

目 標 ①:先 端 ネ ッ ト ワ ー ク 技 術 の 試 験 研 究

●NetworkGroWthEngineering

-PlanningandSimulation

-Monitoring
,Control,Analysis,andDisplay

-lntegration

-D8taDelivery

-ManagingLeadUserlnfrastructure

●End・to・EndQualityofService

-BaselineQualityofServiceArchitecture

-DrillDownTechnologies

-Security .

-CryptographicTechnologyandApPlications

-SecurityCriteria
,TestMethods,andTesting

目 標 ②:次 世 代 ネ ッ ト ワ ー ク の テ ス ト ヘ ッ ド

●GOAL2.1:HIGHPERFORMANCECONNECTIVITY

-lntrastructureSubgoal

-CommonBearerServicesSubgoal

-ApplicationFeedbackSubgoal

-lnterconnectionSubgoal

-SiteSelectionSubgoal

-NetworkManagementSubgoal

-InformationDistributionandTrainingSubgoal

●GOAL2.2:NEXTGENERATION

PERFORMANCECONNECTIVIrV

NETVVORKTECHNOI-OGIESANDULTRAHIGH
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目標③:革 新的アプリケーション
ーAPPt -ICATIONSELECTIONANDCOORDINATION

-NGIApPlicationsSelectionProcess

-NGItundedAgencyMissions

-NGtAffinityGroups

-FederallnformationServicesApplicationsCouncil

-BroaderCommunities

-Funding

-PrioritizationSchemata

-NGICriteria

-ApPlicationsSupPortFunction

-ApplicationsAffinityGroups

-DisciplinaryAffinityGroups

-1「echnologyAffinityGroups

-CANDIDATEAPPLICATIONS

-PotentialApPlications

-lnitialCandidateApplications

NGI研 究チームの実施体制 は、図表2-10に 示す実施体制の下 に行 われる。NGI研

究チームは、LSNワ ーキ ンググループの監督 下で認 め られた計画の第一義的責任 を負

ってい る。

NGI研 究チームの活動 は、下記の よ うに規 定 されている。

(NGI-1)メ ンバ ーは、 ファン ドを受 ける機 関か ら1名 ずつ とア プリケー シ ョン提

案側の代 表1名 を含 む。

(NGI・2)効 率的な調整 と連絡 のために高度 なネ ッ トワーキ ング とコンピューテ ィ

ングを使 う。

(NGI・3)LSNワ ーキ ンググルー プに対 して、NGIチ ーム と して

(NGI-4)効 率的な調 整 と連絡 のため に高度 なネ ッ トワーキ ングとコンピューテ ィ

ングを使 う。

(NGI・5)実 行計 画の達成、計 画の管理 と評価 、実行 の成功 のため必 要 なその他 の

活動 につい ては連帯 して責任 を負 う。

(NGI-6)建 設的なパ ー トナーシ ップ とリ レー シ ョンシップを確立す る。

(NGI-7)フ ァンデ ィング ・メカニズ ムへの提言 と選定 プロセスへ の適切 な貢献 を

行 う。

また、NGI研 究チ ームに参加 してい る省庁 は、DARPA、NIST、NASA、NSF、DoD

である。なお、HPCCお よびITに 係 る大統領諮 問委員会 は、NGIも 諮問委員会の対象

とす るため、HPCC、ITお よびNGIに 係 る大統領諮問委員会 と改 名 された。
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先進諸国における情報化ビジョンに関する動向(本編)

図表2-10NGI研 究チーム発足後(98年 度)の 実施 体制
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大 統 領 府 科 学 技 術 政 策 局(1976年 設 置)

ExecutiveOfnceofthePresidentO伍ce

ofScienceandTechnologyPolicy(OSTP)

`

国家科学技術会議(1993年11月 改編)、
NationalScienceandTechnologyCouncil(NSTC)

情報基盤 タス クフォース

(1993年12月 設置)

InfbrmatiOnInfraStruCture

TaskForce(IITF)

.

CIC委 員会(1996年 名称変更)

CommiteeonComputing,Infbrmationand

Communications(CCIC)

■

一一

一 一 ■
一

CICR&D小 委員会(1996年 名称変更)

Computing,In£ormation,andCommunications

R&DSubcommittee

(1992年9月 設置)
NationalCoordinationOf五ce

食)rHPCC

ア プリケー ション会議

(1997年 設置)

ApPlicationsCouncil

連邦ネ ッ トワー ク会議

(1997年 設置)

FederalNetworking

Council(FNC)

CIC計 画

5プ ロ ジ ェ

ト

Il ll

HECC LSN HCS HuCS ETHR ←
▲AA ▲ ▲

(参加省庁12機 関=FY98時 点)

● 国防総省高等研究計画局(ARPA)、 ●国立科学 財団(NSF)、 ●航空宇宙局(NASA)

●商務省標準 ・技術院(NIST)、 ●国立海 洋大気管理局(NOAA)、 ●環境保護庁(EPA)

● エネル ギー省(DOE)、 ●国立衛生研究所(NIH)、 ● 国防総 省国家安全局(NSA)

●教育省(ED)、 ●復員軍 人省(VA)、 ●保健医療 政策 ・研究局(AHCPR)

(Bluebook98を 参考 た作成)

NGI研 究チームが発足 した約1年 後、NGI研 究法が成立 した。(1998年10月28日

成立)こ の法律 はNGI研 究 のみ を対象 と した法律 では な く、失効 したHPC法 に若干

の改訂 を加 え、NGI研 究 に関す る規定 を追加 した、いわ ばHPC法 あバ ー ジ ョンア ップ

版 である。
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(7)IT2:1999年 ～

1997年2月 に設置 された大統領情報技術諮 問委員会(PITAC)は 、情 報技術 政策の

ビジョン策定 を行 って きた。1998年8月 には、その 中間報告が発表 された。 この中間

報告 を受 けた形で1999年1月 に 「21世 紀 に向 けた情報技術:IT2」 とい う題名の報告

書が提出 された。この報告書 によれば、「2000年 度大統 領予算教書 におい て、ク リン ト

ン=ゴ ア政権 は、情報技術研究投 資の大幅 な強化 を表明 してい る」とある。特 にHPCC

計 画 とは別枠予算 として366百 万 ドルを投 じた連邦政府の情報技術研究 にお ける新計

画 は、IT2と 呼ばれている。1999年2月 には、IT2の ドラフ トをまとめ た。 この ドラ

フ トで は、下記3点 の重 点項 目が提言 され てい る。

(IT2-1)長 期的 な情報技 術研 究

(IT2-2)科 学 ・工学 ・国家の ための先進 コンピューテ ィング

(IT2・3)情 報革命 の経済的 ・社会的影響 に関する研究

IT2に 参加す る機i関は、全米科学財 団(NSF)、 国防総省(DoD)、 エネルギー省(DOE)、

航空宇宙局(NASA)、 国立衛生研究所(NIH)、 国立 海洋大気管理局(NOAA)で あ る。

なお、DoDは 高等研究計画局(DARPA)を 含 んでいる。

これ らの機 関に対す る2000年 度予算案 は図表2-11の 通 りである。

図表2-112000年 度IT2予 算案(単 位:百 万 ドル)

機関名
重点項目

合計
(IT2-1) (IT2-2) (IT2-3)

DoD 100
一 一 100

DOE 6 62 2 70

NASA 18 19 1 38

NIH 2 2 2 6

NOAA 2 4
一 6

NSF 100 36 10 146

合計 228 123 15 366

なお、PITACの 最 終報告 は、1999年2月24日 に行 われている。この最終報告 で は、

様 々な角度か らHPCC計 画 を分析 し提言 を行 ってい るが、その うち、情報化政策 に係

る科学技術研 究 プロジェク トの体制 に関 わる提言 を下記 に示す。

(PITAC-R1)IT関 連基礎研 究 におけるNSFの リーダー シ ップ を強化

(リー ダーシ ップを強化 した場合 、NSFは 研究 に必要 な リソースを提供)

(PITAC-R2)IT関 連の研究開発 に対す るIT研 究開発方針管理次官の任命

(PITAC-R3)戦 略的計 画 と管理 を提供す る高度 な方針 ・調 整委 員会 の設立

(PITAC・R4)HPCC計 画体制 を拡大 し、連邦政府主導の主要IT関 連研 究活動の支援

(PITAC・R5)各 研 究チームが実施す る研究 開発 を重視 した研 究支援形 態の多様化

(PITAC-R6)IT関 連 の研究 を主導す るため実用化 に向けた協業 を支援

(PITAC-R7)21世 紀 たむけた探究 を支援

(PITAC・R8)技 術確立セ ンター(EnablingTechnologyCenters)の 設立
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先進諸国における情報化ビジョンに関する動向(本編)

(PITAC-R8)研 究機i関評価 を毎 年1回 実施

(PITAC・R9)今 後5年 間のIT関 連研究活動 の拡大

1999年 に2000年 度 版 ブル ー ブ ックが公 表 され た。(web上 の公 開 は1999年5月)。

タ イ トル は 、 「次 の1000年 に向 け た情 報技 術 フ ロ ンテ ィア」 とあ る。CIC計 画 は、99

年 番 ブ ルー ブ ックか ら、HPCCR&D計 画 と名 称 が 変更 され て い る。 これ は プ ロ ジ ェ ク

トとは別 組 織 で あ っ た連 邦 ネ ッ トワー ク会議(FNC)を プ ロ ジ ェ ク トと並 列 な組 織 と

し、名 称 を連 ぷ情 報 サ ー ビ ス ・ア プ リケ ー シ ョン会議(FISAC:FederalinformationServices

andApplicationsCouncil)と 組織 変 更 を行 っ た こ とに因 る もの と思 わ れ る。

現 時 点 にお け る、HPCCR&D計 画 の 実施 体 制 は、下記 に示 す 体 制 が 予 定 され てい る。

図表2-12現 在(2000年 度)の 実施体制
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最後 に、HPCC計 画 が開始 され てか ら現在 までの予算推 移(98年 度 まで公 開 されて

いる)を 図表2-13に 示す。

図表2-13HPCC計 画(CIC計 画)予 算 の推移 と参加機i関数(単 位 百万 ドル)

会計年度 参加機関数 予算

計画当初から

参加の8機 関

が占める予算

備考

FY91 8 489.4 489.4

FY92 8 655 655

FY93 8 795 783

FY94 10 938 925
HPCC計 画にIITA※ が追加

NSAが 参加

FY95 10 1029 1019 AHCPR、VA.が 参 加

FY96 12 1043 949 HPCC計 画からCIC計 画へ

FY97 12 1009 931

FY98 12 1104 1002

FY99 12 一 一 CIC計 画からHPCCR&D計 画へ

FY2000 12 一 一
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先進諸国における情報化ビジョンに関する動向(本編)

3.EU(欧 州 連 合)

3.1EU(欧 州連合)の 情報社会 イニ シアテ ィブとアクションプラン

EU(欧 州連 合)に よる情 報化へ の取 り組み としては、1993年 に欧州委員会が発 表

した 「成長 ・競争 力 ・雇用 に関す る白書」の中で情報通信 インフラの重要性 が指摘 され

た こ とが 出発 点 とい え る。1994年 に は、 「ヨー ロ ッパ と グ ローバ ル情 報 社 会 」

(BungemannReport;同 氏 を委員 長 とす るタス クフォースの レポー ト)が 発表 された。

さ らに、 「欧州 におけ る グローバ ル情報社 会へ の アクシ ョンプ ラン」2と 題す る計 画 が

1996年 に発表 され、1997年 にはその改訂が出 された。その中 には、今後 ア クシ ョンが

必 要 な領域 として次 の4つ が示 されている。

ビジネス環境の改善

効率 的な通信 ネ ッ トワークの整備 と単一市場原理の適用 によ り、ビジネス環境 を改善

す る。中小企業等 の ビジネス活動で新技術 の導入 を促進 させ る。例 えば個人向け衛星通

信 サー ビスがあ る。また、電子商取 引の導入 に必要な電子署 名、著作 権、デー タ保護等

の条件 を整備 す る。

将来への投資

将来へ の投資 と して、情報社 会が学校の クラスルームか ら始 まる とい う認識が重 要で

あ り、加 えて、情報社会 における生涯学習 も重要視す る必要が ある。

≡

生活や労働における人間の尊重が必要である。また、プライバシーなどの基本的権利

や自由の保護も重要な要素である。雇用に関しては、電子商取引、コンテンツ制作とい

った事業が新たな雇用機会を創出するだろう。

グローバル な課題へ の対応

情報社会 においては グローバ ルルールの設定が 本質的 に重要 である。グローバ ルルー

ル には、市場 アクセス、知 的財産権、プライバ シー、デー タ保護 、有害 ・違法 な コンテ

ンツの扱 い、税制、情報 セキュ リティ、相互運用性、技術 標準が含 まれ る。

3.21nterchangeofDatabetweenAdministrations(IDA)プ ロ グ ラム

1995年 に は、EU内 の政 府 系 機 関 で デ ー タ交換 を促 進 して い くIDAプ ロ グ ラ ムが 開

始 され た。1995年 か ら1997年 まで が 第1フ ェー ズ とな っ て い る。 欧 州 の 各 国 の カ ウ

ン ターパ ー ト機 関 をネ ッ トワー ク化 し、情 報 を共 有 す る とい う プ ロ グ ラム で あ る。プ ロ

グ ラム は、1994年 のBungemannReportの 提言 を推 進 す る もの で あ り、欧州 委 員 会 の

2"EuropeattheforefrontoftheGlobalInformationSociet
y:RollingActionPlan",1996.11,1997.06
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DG-IIIに よって統括 されてい る。 また、技術面 ではテ レマ テ ィクス プログラムの研 究

成果が取 り入れ られている。

この フ.ログラムは、1999年 まで延長 するこ とが予定 されている。

3.3電 子商取 引に関す る欧州 イニ シアテ ィブ

1997年 には、今後世界的 な発 展が期待 され る電子商取引 に関 して、欧州委員会か ら

「電子商取引 に関す る欧州 イニ シアティブ」3が発表 され た。その中には、「グローバ ル

市場 にアクセスするための インフラ、技 術、サ ービス」、「望 ましい規制枠組みの開発」、

「望 ま しい ビジネス環境の創 出」 に関 して、次の ような提案が され てい る。

インフラ、技 術、サー ビス

高い通信料金が欧州 の電子商取引 にお ける大 きな障害 だ ったが、規制緩和 の導入 によ

って低価格化、料金制度の弾力化が進 んでい る。今後 は、通信 容量 のボ トルネ ックや広

帯域 インフラの提供が よ り重 要な挑戦課題 になってい る。
"相 互運用性 の確保 も電子商取 引 を進 める強力 なインセ ンテ ィブであ る

。特 に、セキュ

ア技術、決済 システムが重要であ る。

望 ましい規制枠組 みの開発

単一市場 において電子商取引 の便益 を拡大す るためには、規制緩和 とともに、企業 と

消費者 との間に信用 システムの構築が重要 となる。そのため にはセキュア技術 開発 、法

制度の確立が必要である。

望 ま しい ビジネス 境 の創 出

望 ま しい ビジネス環境 を作 るため に、企業 間お よび消費者向 け電子商取 引 に関す る認

識 を高め、ベス トプラクテ ィス導入 に関する研究 を推進す る。

3"AEuropeanInitiativeinElectronicCommerce"
,1997
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先進諸国における情報化ビジョンに関する動向(本編)

図表3-1ア クションプラン

Ensuringaccesstotheglobalmarketplace:in丘astructure,technologyandservices

.Ensure五11implementationofthetelecommullicationshberalisationpackage

byMemberStates.

by1.1.98

.PursuefuU血plementationofWTObasictelecommunicationsagreementby
・ ・.

ltSSlgnaカones

by1.1.98

.ImplementtheITAandMRAAgreements丑)r伍eremovaloftariffandnon-

ta1避barriersonITpmducts

Ongoing

.PromoteactiveinvolvementofEurope'sindustryandpubhcbodiesinthe

evolutionoftheInternetandtheprovisionofhighbandwidthin丘astructure

throughtheR&DandTEN・TELECOMprogramme.

97

.ImplementthematiccallonelectroniccommerceintheESPRITR&D

programme;丘lrtherfbcusappropriateR&Dprogrammes

15March97-

end98

.La皿chFifthFrameworkProgrammewithelectroniccommerceasapriority

五)rtechnologydevelopment.andtake-up

Ongoing

.AdoptCommunicationonaEuropeanstandardizationinitiativefbrelectronic
commerce(withactiollPlan)

July97

.Launchofaspec迫cactionollstandardizationprqjectsfbrelectroniccommerce June97

.Organizeglobalstandardizationconfbrence,Brussels,1・30ctober97 October97

.Launchofspeci丘cactionsfbrinternationalcooperationinCEEC,MED,G7

GlobalMarketplacefbrSMEswithintheEUR&Dprogrammes

97

CREATINGAFAvOURABLEREGuLATORYFRAMEWORK

.Identi靭SingleMarketba㎡ersandlegaluncertaintiesaf丘ctingelectronic

commerce

Ongoing

.LaunchregulatoryinitiativesintheareaofClectronicpayments★,contracts

negotiatedatadistance丘)rfinancialservices★,copyrightandneighbouring

rights,legalprotectionofconditionalaccessservicesanddigitalsignatures

end1997

.Assessthelleed長)rfurtherinitiativescoveringSillgleMarkethorizontal

questions,regulatedprofbssions,commercialcommunicationS,contractlaw,

accountancyfraudulentuseofelectronicpayments,datasecuritydata

protection,industrialpropertyidirectandindirecttaxationandpubhc

procuremellt

Ongoing

.Reinfbrceintemationaldialogueintheappropriatemultilateralandbilateral

fbratoachieveanadequateglobalregulatory丘ameworkfbrelectronic

commerce,inparticularindatasecu亘tydataprotection,intellectualproperty

rights,andtaxation

Ongoing

.OrganizewiththeGermanGovernmenttheMinisterialConfbrenceonGlobal

InfbrmationNetworks,Bonn,6・8July97

July97

PROMOTINGAEAVOURABLEBUSINESSENVIRONMENT

.AdoptComm皿icationonconsumerdimensionofInfbrmationSociety

includingPromotionofcollsumeraccesstoelectroniccommerce

June97

.Promoteelectroniccommerceawarenessandbestpracticeactions,by

implementingaspeci丘cEuro・Infb・Centresinitiative,launchinga

EuromanagementprogrammeandsettingupaEuropeanco・ordination

structurefbrelectrolliccommerceuseinthetourismsecto葛aswellasthrough

promotionoftheEurofbrSMEs.

End97
9

.Intensi8supportfbrandlaunchnewbest・practicepilots,large.scale

awarenessactivities,take・upactionsusingICTR&D,innovationand

standardizationprogrammesandStructuralFunds

Septg7

.Presentanactionplanonstimulatingthedevelopmentofelectronic

procurement

end97

.PresentGuideli皿esandmeasuresaddressinginteroperabilityissuesrelatedto

publicadministrationsinIDA

Sept97

..PresentActionPlanfbrCommissiontobecolneleadinguserofelectronic

commerce
end97

.Learningandtraininginitiativesfbrelectroniccommerceinprogrammessuch

asLeonardoandSocrates

1997

.StimulatethepublicdialogueonelectroniccommerceinEurope,including

establish皿entofdedicatedWebsite

April1997

(Source:``AEuropeanInitiativeinElectronic Co㎜erce",1997)

・
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3.4第4次 フ レー ム ワ ー ク プ ロ グ ラム(1994-1998)

EUレ ベルでの研究技術 開発 は、プ レームワークプログラム と して実施 されている。

これは、持続的 な経済成長、産業競争力強化、雇用創出、社会変化への対応 に向けて、

1984年 に、総合的研 究開発政策 としてス ター トした ものであ る。 フ レームワー クプロ

グラムは、EU自 身が助成金 を拠 出 している。EUの 共 同研究開発 プログラム と しては、

この他 にEUREKA等EUが 支援 し各 国が推進す るタイプがあ る。

1994年 をス ター ト年 とする第4次 フレーム ワー クプログラムで は、情報化 に関連 す

るテーマ として次の ような ものが あった。

図表3-2第4次 フレームワークの情報通信関連プログラム と予算

(単位:millionECU)

プログラム名 予算

TelematicsAplications 898

AdvancedCommunicationsTechnologiesandServices(ACTS) 671

InformationTechnologies(Esprit) 2,047

3.5第5次 フ レー ム ワー クプ ロ グ ラ ム(1998-2002)

1998年 か ら始 ま る第5次 フ レ一一ム ワー ク プ ロ グラ ムの 体 系 は下 表 の とお りで あ る 。

この 中 で 、 情 報 通 信 関 連 の プ ロ グ ラ ム はユ ーザ フ レン ドリー な情 報 社 会(IST;User-

friendlyinformationsociety)で あ り、予 算 と して3,600百 万 ユ ー ロが 充 て られ て い る。

図表3-3第5次 フレームワークの各プログラムと予算

(単位:milliOneUrO)

プログラム名 予算

Quahtyofhfeandmanagementofhvingresources 2413

Competitiveandsustainablegrowth 2705

Energy,environmentandsustainabledevelopment 2125

ConfirmillgtheinternationalroleofCommunityresearch 475

PromotionofinnovationalldencouragementofSMEparticipation 363

Improvinghumanresearchpotentialandthesocio・economicknowledge

base

1280

Researchandtrainininthe丘eldofnuclearenergy 979

ISTは 、間接活動 として、一般的 プロジェク ト公募 に基づ く助成 に位 置づけ られてい

る。

費用分担方式 の面 か ら、研 究技術 開発 プロジェク ト、実証 プロジェク トに分 け られる。

ISTは 、情報社 会の進展 に伴 う新 たな研究 開発 ニーズ を確定す るこ とを目的 としてい

る。各活動分野の予算 は、下表 の とお りであ る。
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先進諸国における情報化ビジョンに関する動向(本編)

図 表3-4User-friendlyinformations。ciety(IST)の 内 訳

(単 位:millioneuro)

活動 予算

a.Keactions

i.Systemsandservicesforthecitizen 646

ii.Newmethodsofworkandelectroniccommerce 547

iii.Multimediacontentandtools 564

iv.Essentialtechnologiesandinfrastructures・ 1363

b.Researchandtechnologicaldevelopmentactivitiesofagenericnature:

Futureandemergintechnoloies 319

c.SupPortforresearchinfrastructures:

ResearchNetworking 161

3600

ISTは 、利 用者(ユ ーザ)に 重点 をお き、情報 の利用促 進 や教育 に着眼 してい る。重

点活動分野 として は次の ものが挙 げ られている。

民 の ため の シス テ ム とサ ー ビスSstemsandservicesforthecitizen

高 品質 で利 用が容易 な システム とサ ー ビス を開発する こ とを 目的 としてい る。高齢

者 ・心 身障害者看護、保健機関 における遠 隔サ ー ビス、環境 問題 、交通 問題等 を重視 し

てい る。

しい
'と

弓Newmethodsofworkandelectronicco㎜erce

事業経営 や取引効率 を改善す るための研 究開発 を行 う。モバ イル業務 システム、売 り

手 と買い手 の取引 システム、情 報 とネ ッ トワークの安全性(プ ラ イバ シー、知 的財産権 、

認証等)を 重視 している。

マ ル チ メ デ ィ ア関連(Multimediacontentandtools)

各 種マルチメデ ィア製 品 ・サ ー ビスに利用 され るインテ リジェ ン トシステ ムや コンテ

ンツの開発 を目的 とす る。会話 型電子 出版(電 子 図書館 、仮想博物館等)、 教育訓練 ソ

フ ト等 を重視 してい る。

重 要 技 術 と イ ン フ ラ基 盤Essentialtechnololesandlnfrastructures

情 報社 会の基盤 に必 要な重要技術の 開発 を目的 とす る。コ ンピュー タ通信技 術、ソフ

トウェア工 学、移動体通信、各種 セ ンサーイ ンタフェース、マ イ クロエ レク トロニ クス

等 を重視 してい る。
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4.シ ン ガ ポ ー ル

4.1「lT2000:イ ンテ リジ ェ ン トア イ ラ ン ド構 想 」

情 報 化 国 家 を ビ ジ ョン と して掲 げ た 「IT2000」 は1991年 に作 成 され た。そ の基 本 計

画 は、 国 家 コ ン ピュー タ庁(NCB;NationalComputerBoad)が 中心 と な り、 関連 す

る11の 主 要 経 済 部 門 の200名 を超 え る専 門家 の協力 の も と、 立 案 され た 。

IT2000に は、 目標 と して次 の点 が掲 げ られ て い る。

◆グローバ ルなハ ブの開発

◆生活の質 の改善

◆個 人の可能性の発 展

そ して、その ため に、以下の ような施 策 を推進 してきた。

◆情報通信 インフラ整備

◆マルチ メディア ・アプリケー シ ョンの開発 ・利用促進

◆研 究開発拠点の整備

◆情 報通信産業の誘 致 ・育成

4.2シ ンガポ ール ・ワン計画

IT2000の 実現 を加速す るための具体策が1996年 に発表 された シンガポール ・ワ ン

(SingaporeOne)計 画4で ある。 シ ンガポール全土 に広帯域の通信 イ ンフラを整備 し、

対話型マルチ メデ ィアのア プリケーシ ョンとサ ー ビス を家庭、学校 、オフ ィスに提供 し

よ うとい う ものであ る。

(1)シ ン ガ ポ ー ル ワ ン の ネ ットワ ーny-一ーーク構 成

ATMバ ッ クボ ー ン

シ ン ガポ ー ル ・ワ ンの広 帯 域 通 信 ネ ッ トワー クの基 盤 は、ATMス イ ッチ ン グ技 術 に

基 づ くバ ッ クボ ー ンネ ッ トワー ク で あ る。1-NetSingaporeと 呼 ば れ る コ ンソー シ アム

に よ って構 築 ・運 営 され てい る。"OneNetworkforEveryone"、 す べ て の 人 に提 供 され

る統 一 的 な ネ ッ トワー ク とい う意 味 で あ る。

ロー カル ア クセ ス ネ ッ トワ ー ク

ア クセ ス 回線 は、ATM(155Mbps)、ADSL(5Mbps;シ ン ガポ ー ル テ レ コムが 提 供)、

CATV(30Mbps;シ ンガ ポ ー ル ケ ー ブル ビジ ョンが提 供)の3種 類 が 用 意 され て い る。

4URLhttp://www
.s-one.gov.sg/htmYmainmenu.htm1
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図表4-1シ ンガポール ・ワンのネットワーク構成

触 臨蕗

CreBGckhBne

N蜘 欲

WhfiCeess

Necwvrlc

OpemaCOzz

免職

(Source:http:〃www.s・one.gov.sg/htmYslnetinfloviewOl.html)

(2)ア プリケ ーション

シ ンガ ポ ー ル ・ワ ン は、以上 の ネ ッ トワ ー ク基 盤 に基 づ き、新 た な ア プ リケ ー シ ョ ン

の 開発 を行 っ てい る。 ア プ リケ ー シ ョンの タ イ プ と して は 、ニ ュ ース ・オ ン ・デ ィマ ン

ド、デ ー タベ ー ス検 索 サ ー ビス 、 オ ン ラ イ ン シ ョ ッピ ン グ、遠 隔教 育 、行 政 サ ー ビス 等

が あ り、 ア プ リケ ー シ ョンサ ー ビス提 供 者 は年 々増 加 して い る。1998年7月 時 点 で 、

合 計123の サ イ トが サ ー ビス を提 供 してい る。 最 近 で は、 診 察料 が10分 で10～25シ

ンガポ ー ル ドル の遠 隔 診 察 サ ー ビス も登場 して い る。

行 政 サ ー ビス と して は政 府 シ ョ ップ フ ロ ン ト5が あ る 。 政府 が扱 う商 品 ・行 政 サ ー ビ

ス をネ ッ トワ ー クで 提 供 してい る。現 在 で は、寄 付 受 付 、自動 車 試 験 の 予 約 受 付 、健 康 ・

医療 ・観 光 等 に 関す る書 籍 ・ビデ オの 販 売 、各 種 統計 情 報 提 供 が行 われ て い る。将 来 的

には 全 省 庁 の サ ー ビス が 出 揃 う予 定 で あ る。 決 済 はC-ONE(CashCardforOpen

ElectronicCommerce)と 呼 ば れ る キ ャ ッシ ュ カ ー ドで 行 え る。

(3)優 秀アプリケーション賞

1998年 、 国家 コ ン ピュ ー タ庁(NCB)は 、 シ ンガ ポ ー ル ・ワ ンで サ ー ビス され て い

る123の ア プ リケ ー シ ョンを評 価 し、5つ の サ イ トに優 秀 ア プ リケ ー シ ョン賞 を与 え

た。

1-on・ONE(byTeleVisionCorporationofSingapore)

テ レビ番組 を選択す るための情報 を提供 してい る。配信先 は1000以 上 にのぼ り増加

中であ る。

PropertvInteractiveNetworks(bvPropI-NetsInternational)

土地 ・建物 な どの資産 に関す る18,000件 のデー タベ ースによ り、資産 の写真 ・ビデ

オ、フロアプ ランの情報 を提供 してい る。写真 ・動画 の処理 には特許 出願 中の技術 が用

5URLhttp:〃shop .gov.sg
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い られ てい る。 同社 は 米 国 で の サ ー ビス 開始 も予 定 して い る。

SingTelMagix(bySingaporeTelecomminucations)

映 画 、 ビ ジ ネス や娯 楽 に関す る ニ ュ ー ス、教 育 用 ビデ オ、 ゲ ー ム を提 供 してい る。

SISTIC(bvSingaporeIndoreStadium&SISTIC)

シ ンガポール室 内競技場 やその他 の会場 で開催 され る芸術 ・娯 楽等 の各種催 しのチケ

ッ ト販売 を行 っている。利用者 は催 しの 日程や空 き席の状況 も確認 で きる。全 チケ ッ ト

販売の15・20%が オ ンライ ン販売 になっている。

SeakMandarinCamaiHomeaebMinistofInformation&theArts

英語教育 を受 けた世代 に対 して、マ ンダリン(北 京語)を 学ぶ ためのサ ービス を行 っ

てい る。会話 の基本、語彙 リス ト、学校 のデ ィレク トリな どの情報 を提 供 してい る。

4.3電 子商取 引に関す る取 り組み

(1)電 子商取引ホットベッド・プログラム

国家 コンピュー タ庁 によって、1996年 に電子商取引ホ ッ トベ ッ ド・プログ ラムが導

入 された。これは、電子商取引 の利用 を活発化 し、シンガポール を電子 商取 引のハ ブに

す る ことを狙 った ものであ る。

(2)電子商取引政策委員会

1997年 、国家 コンピュー タ庁 が事務局 とな り、金融通貨庁 を始め とす る15機 関の委

員か らなる電子商取 引政策委員会 が設置 された。委員会の下 には、法規制研究 グループ

と貿易取引研究 グルー プの2つ の研究部会が設置 された。

(3)電子商取引の政策枠組み

1998年4月 、電子商取引政策委員会 によって、電子商取 引の政策枠組みが発表 され

た。政策枠組 みは、次 に示す 「6つ の主原則」 と 「政策提 言 とイニ シアテ ィブ」(法 規

制 、イ ンフラサ ービス、普及促 進 プログラム)か ら構成 されてい る。

=

1.民 間部 門が主導すべ きであ る

2.政 府 は確実性 と予測可能性 を与 えるための法体系 を整備 しなけれ ばな らない

3.政 府 は確実かつ安全 なEC環 境 を提供 しなければならない

4.政 府 は民間 との ジ ョイン トベ ンチ ャーや実験 をとお して、電子 商取 引 を急発進 させ

る

5.政 府 は革新 的かつ民 主的 ・開放型 の政策 を前 向 きに追及す る

6.電 子商取 引の成功 のためには、国際体制 との整合、国際的協調 、相互 運用性が必 要

である
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法 規 制 に関す る提 言

電 子 商取 引 を推進 す る た め の法 規 制 課 題 が 示 され てい る。具体 的 に は 、電 子 商 取 引 法

案(ETB;ElectronicTransactionBi11)が 含 まれ てお り、 これ を契 機 と して電 子 商 取 引

法 環 境 の 整 備 が 加 速 し た 。1998年7月 に は 、 電 子 商 取 引 法(ETA:Electronic

TransactionAct)が 公 布 され た 。

インフラサー ビスに 謁す る 日言

認証、決済 を含 むセキュアなオ ンライ ン共通サー ビス を開発す る。これ らのサー ビス

は、電子商取引に係 わる売 り手、買い手の活動 を支 える重要課題であ る。

並及 進 プロ グラムに関す る 日言

シンガポールにお ける電子商取 引活動 を急拡大 させ るイニ シアテ ィブ を実施す る。シ

ンガポールの環境 の魅 力 を発信 し、電子 商取引 のハ ブ機能 をシンガポールに設置 しよう

とす る内外企業 を増 やす。

なお、政 策枠 組 み の作 成 に よ り、政 策委 員 会 は解 散 し、提 言 の 実施 を主 管 す る政 策 調

整委 員 会(EC3;ElectronicCommerceCoordinationComittee)を 設 置 した。

(4)電子商取引基本計画

1998年9月 には、電子 商取引基本計画が発 表 された。 目的はシ ンガポールの電子 商

取引 を活発 に し、電子商取引のハ ブ機能 を強化す ることである。具体 的な目標 と して、

2003年 まで に、取引の50%以 上 を電子的 に行い、電子 商取引の取引高 を40憶 シンガ

ポール ドル にするこ とを掲 げてい る。

4.4ベ ンチ ャー振興 策

国家科学技術庁(NSTB)は1998-2000年 間に、1億800万 シンガポール ドル を予算

化 し、ハ イテク企業 を支援 するTIP(テ クノロジー ・インキュベー ター ・プログラム)

を開始 した。研究開発 費等 のコス トを2年 間にわた り最大85%補 助す る(運 転資金 は

1企 業年 間30万 シンガポール ドル に制限)。
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5.マ レ ー シ ア

5.1ビ ジ ョ ン2020

マハテ ィール首相 は、1991年 に行 った講演 の中で、2020年 まで に先進国す るとい う

国家 目標Vision2020を 打 ち出 した。今後30年 間にわた り年平均7%の 経済成長 を実現

させ、GDPの9倍 増 、所得4倍 増 を達成す る とい うものである。 その一環 として、情

報通信 産業 を戦略的 に育成 するこ とを推進 してお り、それ を実現す るための 開発 計画が

MultimediaSuperCorridor(MSC)で あ る。

5.2マ ル チ メ デ ィ ア ・ス ー パ ー ・コ リ ドー

(1)マ ルチメディア特 区

MSC計 画の中核が 、マルチメデ ィア特区であ る。競馬場跡地 に建設 されるクアラル

ンプール ・シテ ィ ・セ ンター、政府機 関が移転す るクア ラル ンプール郊外新都市 「プ ト

ラジャヤ」、情報通信 企業 を誘致す るサイバ ーンディ、新 空港等 を含んでいる。

(2)MSCス テー タス

MSCで 活動す る企業 に対 して、 申請 に基づ きMSCス テー タスが与 え られる。 申請

書 に基づ き、審査委員会 に よる審査 が行 われ る。MSCス テー タスが与 え られ た企業 に

は、最大100%の 免税 、マルチメデ ィア機器 の課税控除、外 資規制撤廃 、外 国人雇用 の

自由化等 の優遇措置が とられてい る。これ によって、アジアの 「シ リコンバ レー」を 目

指 している。

(3)フ ラグシップアプリケーション

MSC計 画 の中で重要 な事業が フラグシ ップア プリケーシ ョンと呼 ばれる応用 開発で

ある。大 き く2つ に分 け られ、1つ は政府が主導 し、公共 セク ター、国民が活用す る 「マ

ルチメディア開発 」であ る。もう一方 は民間企業の活力 を利用 し、民 間企業 の活性化 を

図ってい く領域であ る 「マ ルチ メデ ィア環境」 である。

マルチ メデ ィア開発 フラグシ ップアプリケーシ ョンには、次の4つ のアプ リケーシ ョ

ンが ある。

電子政府(首 相 官邸)

政府内部 の業務効率化 と国民 に対す る行政サ ー ビスの向上のため、ネ ッ トワークを用

いた電子化 を図 る。パ イロ ッ トアプリケーシ ョンとして、ライセ ンス更新/料 金支払、

調達、首相 オ フィス、人 的資源管理情報 システム、プロジェク トモニ タ リングシス テム

があ る。
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目的 カ ー ドBankNeara

チ ップ を組 み 込 んだ 多 目的 カ ー ドの た め の共 通 プ ラ ッ トフ ォー ム を開発 す る。パ イ ロ

ッ トア プ リケ ー シ ョ ン と して、 チ ップ ア プ リケ ー シ ョン(国 民ID、 自動 車 免 許 、 入 出

国 、健 康 、電 子 現 金/金 融機 能)、 ア ク セ ス キ ー ア プ リケ ー シ ョンが あ る。

スマー トス クール 教育"

学校 におけ る教育 、経営 に情報技術 を用 いる。パ イロ ッ トアプリケーシ ョンとして、

教育 ・学習教材 、評価 システム、学校経営 システムが ある。

遠 隔医療 厚生沙

医療情報 とバ ーチ ャル医療 サー ビスの連携 に よ り、医療サ ー ビスの影響方法 を劇的 に

変 える。パ イロ ッ トアプリケー シ ョンと して、パ ーソナル化 した健康情報/教 育 、継続

的医療 教育、遠 隔 コンサ ルテー シ ョン、生涯健康計画がある。

マルチ メデ ィア環境 フラグシ ップアプ リケーシ ョンには、次の3つ のアプ リケーシ ョ

ンがある。

研 究開発 クラス ター 季学技術 境ノ'

MSCに マルチメデ ィア研究開発 セ ンターの集積 を形成する。 また、 その核 として新

設 のマルチメデ ィア大学が ある。

ワール ドワイ ド製造 ウェブ 通商産業ノ'

高付 加価値 製 造業 がマ ルチ メ デ ィアや情報 技術 を活 用す るための 環境 を提供 し、

MSCを ハ ブにす る。

ボ ー ダ レス ・マ ー ケ テ ィ ン グ ・セ ン ターMDCMultlmediaDevelomentCororatlon

マルチメデ ィア を使 って、マ ーケテ ィングメ ッセー ジ、カス タマー ・サ ポー ト、情報

商 品を作 り、届 け ようとす る企 業の ための環境 を構築する。特 に、テ レマーケテ ィング、

オ ンライン情報サー ビス、電子商取 引、デジ タル放送 といった事業領域 を焦点に充てて

いる。

(5)関 連法

マルチメデ ィア、情 報技術 に関連 す る法規制 の整備が進め られてい る。著作権法 改正、

コンピュー タ犯罪法 、電子署名法 、遠隔医療法 、電子 政府法等 がある。 また、通信 マル

チメデ ィア法(1998)に より、通信 、情報処理、放送の技術 的一体 化 を受 け、統 一監督機

関 を設置す る。

(5)状 況

1997年 度 政 府予 算 の1.2%(721,400kRM=300億 円)がMSCに 充 て られ た。通 貨 危
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先進諸国における情報化ビジョンに関する動向(本編)

機等厳 しい状況が伝 えられ るが、マハテ ィール首相 はMSC計 画 に変 更がない ことを強

調 してい る。MSCス テータス を取得 している企業 は、205社 を超 えてい る(そ の内100

社以上が操 業開始)。

また、電子 商取 引 に関 しては、E-Commoerce基 本計画 を策定 中である(マ ルチメデ

ィア開発委 員会)。
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先進諸国における情報化ビジョンに関する動向(本編)

6.オ ー ス トラ リ ア

6.1成 長 のための投資

オース トラリア連 邦政府 のジ ョン ・ハ ワー ド首相 は、1997年 末 に 「成長 のための投

資」6と 題す る計画 を発表 した。 その中には、将来 ビジ ョンと して次 の点 が掲 げ られて

いる。

◆輸 出志 向で、技術 的に発達 した競争力のあ る製造部門

◆オース トラリアを域 内で東 京 に次 ぐ主要金融セ ンター とす る質 の高いサ ー ビス産

業

◆それ 自身が雇用拡大、輸 出、新規 ビジネス機会 な どの重要 な源泉で あ り、また経 済

全般 にわた り他 の産業 に変化 を及ぼす情報産業

◆大企 業 を補完 し、多 くの新規企業 やアイデ ィアが生 まれる、活気の ある小規模 ビジ

ネス部 門

◆あ らゆ るニーズを満足 させて、域内 を始め各地への オース トラ リア商品 とサ ービス

の輸 出

計画 では今後5年 間 に12億6,000万 ドル を投 入 し、投資 、輸 出貿易、新 ら しい高成

長産業 の革新 な どを促 進 してい くことを表明 してお り、推進領域 と して次 の点が示 され

ている。

◆企業革新の奨励

◆投資の促進

◆貿易収支の改善

◆金融センターとしてのオース トラリア

◆情報化時代への対応

以下にその概要を示す。

(1)事 業革新の奨励

企業 や経済 の競争力向上のための主要 な推進力 は革新性 であ る。オース トラ リア政府

の革新計画 は、場合 によっては市場 における研究 開発 に関 して援助 が必要 なこ とを認識

してい る。政府 は、 このため今後4年 間 に、 ビジネス革新 のため10億 ドルの拠出 を予

定 してい る。

研 究 開発 費 に対 する125%の 課税控 除に加 えて、研究 開発着手援助計 画(R&DStart)

を拡 大 して、今後4年 間に、5億5,600万 ドル を追加拠 出す る。 この期 間の研 究開発 着

6"lnvestingforGrowth -TheHowardGovernment'sPlanforAustralianIndustry"
,1997
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手援助計 画の予算総額 は7億3,900万 ドル になる。

研究開発援助計画の拡大 は、次 の三つの要素で構成 され る。

◆事 業経費の50%ま で助成金 を交付 する。

◆研 究開発着手追加援助計 画(R&DStart-Plus)は 、通常の研 究 開発着手援助計 画(R&D

Start)の 適用が受 け られない企業(総 売上高が5,000万 ドル以上)に 対 し、事業経

費の20%ま での助成金 を交付 す る。

◆研 究開発着手特 別援 助計 画(R&D-StartPremium)で は、200%の 研 究開発 費課税控 除

に相当する、追加援助が与 えられる。 この計画 に よる助成金 は、特許権使用料契約

やその他 の契約 を通 して商業化 に成功 した場合 に返済 され る。

また政府 は、4,300万 ドルの基金 を追加 して、今後4年 間に、総額1億5,300万 ドル

を拠出 し、新投資基金計画(InnovationInvestmentFundProgramme)を 拡 大す る。ベ

ンチ ャーキャピタルへ の資本投下 も促進す る。この一連 の基金追加 によって、オース ト

ラ リア国内のベ ンチ ャーキ ャピタル市場 開発 の成功 に必要 な資金が確保 され る。これ は

小規模 なハ イテク企業 を直接の対象 に した もので、計 画の幅 を広 げ業界か ら強い支持 を

得 ている。

また、7,200万 ドル を追加 し、今 後4年 間 に、総額1億800万 ドルを支出 して技術の

普及 を促進す るための施策 を講 じる。

(2)投 資の促進

投資は、経済成長 と生活水準 の改善 を持続す るため に不可 欠である。しか し、アジア ・

太平洋域 内にお ける最近の金融激動 は、過度の投 資誘引戦略は、本来の経済的利点 を保

証 しない とい う現実 を再確認 させ る。

したが って、政府 は、必要以上の投資 イ ンセ ンテ ィブは用意 しないが、経済 や雇用 に

大 きな利益が期待 され る もの に対 して戦略的 プロジェク トや刺激策 を講 じる。こ う した

イ ンセ ンティブの必要性 を査定す る基準 を明確 に し、調 整す るため、戦略投資調整官 に

任命 し、関係各省 との円滑 な連絡 を保 った り、イ ンセ ンテ ィブの供与が正 当化 された り、

政策の変更 を必要 とす るプロジェク トについ て、首相 を通 じて内閣に勧告す る。

また、外 国の投資促進 を図るため、 「イ ンベ ス ト・オース トラリア」 とい う機 関 を設

置 し、今後4年 間 に、毎 年1,100万 ドルを拠 出す る。

(3)貿 易収支の改善

政府 は、二国間、,域内諸 国間、多国間な どでの様 々な活動 を含めて、貿易 政策の多面

的な取 り組 み に努 めているが、主要 な貿易相手 国 と、さらに強力 な二国間の貿易 関係 を

構築 しつつあ る。

APEC内 にあって、 オース トラリアは、2010年 か ら2020年 までの間の貿易 と投資

の 自由化 を目指 している。今年我 々は、食品、化学製 品、エ ネルギー、その他 オース ト

ラリアが提 案 した主要部 門を含 む15の 分野で、自由化 の前倒 しを提唱 した。 政府 は、
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引 き続 き市場 アクセスや規格整合 に要す る過度 の経費 を削減 して、域 内 における製造拠

点 としてのオース トラリアの魅力 を向上す るため、二つの補完 的な制度 を導入す る。

◆輸 出業者 の、輸入後再 び輸出す る商 品や、輸 出品製造 のため に用 い られる商品 に賦

課 される関税 と売上税 の免 除を規定する 「保税製造制 度」(ManufactureinBond)

を導入す る。TRADEXと 名付 けられた一つ の単純 な制度 にす る。

◆APEC域 内での関税調和 と共 に、規格 ・整合性 に対す る障壁 除去 、産業協 力の促進

な どを 目指 した活 動 に対す る 「APEC市 場統合/産業協力計画」 に、今 後4年 間に、

1,800万 ドル を拠 出 し、 また、「輸 出アクセス計画」(ExportAccess)の 延長 と、新

しい 「輸 出開始計画」(TradeStart)と を通 じて、域 内向 けや中小企業の輸出機 会 を

推進す る。 これ に関 して、今 後4年 間に、1,300万 ドル以上 を支出す る。

(4)金 融センターとしてのオーストラリア

オース トラリアを世界屈指 の金融 セ ンターにと し、成長 している金融サー ビスセ クタ
ーか ら利益 を獲得 する

。金 融セ ンター としての オース トラリアの将来性 を高 める さらな

る選択肢提供 のため、金融部 門諮 問委員会(FinancialSectorAdvisoryCouncil)に 特別

班 を設立 す る。

(5)情 報化時代

台頭す る世界経済 は、情報 と知識が鍵 となってお り、この よ うな時代 に どの よ うに立

ち向か うかが、経 済成長や雇用 機会等 に大 きな影響 を及 ぼす。政府 は、既 に情報経済大

臣の管轄下 に国家情 報経済 オフィス(NationalOfficeoftheInformationEconomy)を

設 け、情報化政策 を調整 して きた。引 き続 き、政府は次 の点 を推進 してい く。

◆柔軟な規制 ・枠組みに基づき産業と消費者の間の信頼関係を醸成する

◆オース トラリア連邦が先端技術のユーザーとなる

◆情報産業の基盤を改善する

◆情報化時代へのアクセス、特に地方や遠隔地、障害者などのためのアクセス支援と

社会における情報関連技術習得を支援 ・促進する

・今後4年 間 に、2,800万 ドル を投 じて建設する優秀 なソフ トウエ ア工学や実験施設 な

どを通 じて、新 規投 資 を誘致 し、比較優位性 を促進 するため 、情報産業 アクシ ョンプラ

ン(lnformationIndustriesActionAgenda)を 導入す る。

その結果、2001年 まで にイ ンター ネッ ト上で適切なすべ ての行政サ ービスが施せ る

ように、コンピュー ターに よる総合的 なサー ビス を開始す る。また政府 は、情報 産業機

器製造 に必 要 となる素材 ・部 品の輸入 関税 を免除する。イ ンター ネ ッ トを通 じて電子 的

に発 注 され、配達 される商品 に対 する免税措 置 も存続 させ る。インター ネ ッ トへ の情報

税 を課税 しない。
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以上 の各領域 における課題推進 に加 えて、産業改革促進 のため、特定産業 において成

長への障害 と取 り組み、市場拡張のチ ャ ンス を見いだすため、「アジアの ためのスーパ
ーマーケ ッ ト計画」(SupermarkettoAsia)等 の戦略的 アクシ ョンプラ ンを実施す る

。
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7.イ ン ド

7.1情 報 技 術 ・ソ フ トウ ェア 開発 タ ス クフ ォー ス

イ ン ドは、 情 報 技 術 産 業 を強 化 し、10年 の うち に イ ン ドを世界 最 大 の ソ フ トウ ェ ア

生 産 国/輸 出 国 とす る ため の 政 策 を展 開 して い る。 まず 、1998年5月 、 「情 報技 術 ・ソ

フ トウ ェ ア 開発 タ ス ク フ ォ■・一ース 」(NtationalTaskForceonInformationTechnology&

SoftwareDevelopment)を 設 置 し、 国 家 情 報 政 策 の立 案 に着 手 した 。 そ の 検 討 内 容 は

Web上 に公 開 され て お り、 しか も、 イ ン ド内外 の専 門家 か らの 助言 を得 な が ら作 業 を進

め る とい う開か れ た政 策 立 案 過 程 を と って い る。

最 初 の作 業 と して、議 長 はWeb上 で 内外 の専 門家 に次 の よ うな課 題 に 関す る提 案 を

求 め た。

◆イ ン ドは国家情報 インフラ(NII)を 構築す るため に何 をすべ きか

◆政府 はITを どの ように活用で きるか、特 に国民の ために

◆大学、専 門学校の質 を向上す るためにITを どの ように活用で きるか

◆イ ン ドの イン ターネ ッ ト上の コンテ ンツをどの ように作 るか

◆サ イバ ースペ ースのため に どの ような法規制が必要か

◆中小 企業 はITを どの ように活用で きるか

◆英語 を話せ ない人がITを 活用す るにはどうするか

◆教育 ・訓練 され たIT専 門家の数(上 級 か ら底辺 まで を含め)を 拡大 するには どう

した らよいか

◆部品 と最終製品双方の産業集積 をどの ように作 ってい くか 等

7.2情 報技術 ア クションプラン

1998年7月 に 、 タ ス ク フ ォ ー ス は 、 「情 報 技 術 ア ク シ ョ ンプ ラ ン」(lnfbrmation

TechnologyActionPlan)を 発 表 した。 そ の 中 で 、下記 の3つ の基 本 目標 が掲 げ られ て

い る。

情報 インフラの加速

世界第一級 の情 報 インフラス トラクチ ャの構築 を加速 する。光 ファイバ、衛星通信 、

ワイヤ レス通信 によ り、地域情報 インフラ(LII)、NII、GIIを シーム レスに相互接続

し、全国規模 の高速 インターネ ッ ト、エクス トラネッ ト、イ ン トラネ ッ トを保証す る。

ITEX-50目 標

2008年 まで に、ITソ フ トウェ ア とITサ ー ビス の輸 出額 を500億 ドル にす る。

2008年 にすべ ての人 に利用 で きるIT

PC/セ ッ トトップボ ックスの普及率 を1998年 現在の500人 に1台 か ら2008年 まで
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に、50人 に1台 に引 き上げ る。60万 個所 の電話局 を多様 なマルチメデ ィアサ ー ビス を

提供す る電話情報 セ ンター に変革す る。 さらに、IT普 及促進 のための、政府の ネ ッ ト

ワーク化、テ レバ ンク、遠隔医療、遠隔教育、電子 図書館、電子商取引等 の施策 を展開

してい く。

計画 の中には、これ ら3つ の 目標 に関 して、108つ の具体 的な提言が含 まれている。

7.3情 報技術 アク ションプラン(パ ー トll)

前掲 の7月 に発表 された情報技術 アクシ ョンプランは、お もに ソフ トウェアお よび関

連サー ビス を対象 とした ものであ ったが、10月 に発表 されたパ ー トIIで はハ ー ドウェ

アに焦点 を充 てている。

SBITSoftBondedITUmtの;es'入

製造施 設 を無料、無担保 で利用で きる企業。免税等 の特典が あ り、輸 出が奨励 されて

い る。

SBITゾ ー ンの整備

複数 のSBITが 共用す るイ ンフラ ・施設。

7.4情 報技術 ア クションプラ ン(パ ー ト川)

1999年4月 に発表予定 のパ ー トIIIで は長期情報技術政策 に関 して下記が示 されて

いる。

◆IT産 業 に関す る戦略政策

◆IT研 究/設 計/開発

◆IT人 材 開発

◆市民ITイ ンタフェース

◆コンテ ンツ制作 とコンテンツ産業

◆マイクロエ レク トロニ クス

◆SankhyaVhiniプ ロジェク ト

◆金融 のための情報技術

◆ITの ための組織構造
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8.韓 国

韓 国の情報化政策 に関す る主管官庁 は1992年 まで通信部 と商工部 に分 かれていたが、

同年統合 され、情 報通信部(MIC;MinistryofInformationandCommunication)が

新設 された。金大 中政権発足後 は、情報産業がIMF体 制克服の ための産業効率化 にお

ける 「戦略産業」 であ ると位置づ け、情報化政策 を強化推進 してい る。

8.1韓 国情 報基 盤(Kll)

1995年 に ス タ ー トし た 韓 国 情 報 基 盤 イ ニ シ ア テ ィ ブ(KII;KoreaInfbrmation

InfrastructureInitiative)に 基 づ き、翌年 情 報 化促 進 基 本 計 画 が 策 定 され 、さ らに1997

年 に は情 報 化促 進 ア ク シ ョン プ ラ ンが 明 らか に な った。

情 報 化 基 本 計 画 は、3つ の フ ェー ズ か ら構 成 され て お り、そ れ ぞ れ の フェ ーズ の 目標

が 規 定 され てい る 。2000年 まで の第1フ ェー ズ で は、優 先 度 の高 い10の タス ク と して

下 記 が 掲 げ られ て い る。

◆小さいが、電子化され効率的な政府を実現する

◆情報社会で有用な人材を育てるための教育情報基盤を構築する

◆国家の知識ベースを拡充するために学術研究データにアクセスできる環境を作る

◆産業全体にわたり情報化を促進 し、企業競争力を高める

◆情報化により社会インフラの利用率を高める

◆地域開発に向けて地方の情報化を支援する

◆情報技術の利用により医療サービスを向上させる

◆災害対策のための安全管理データシステムを構築する

◆国防 ・外交情報システムのセキュリティを高める

韓 国政府 は、情報 化の基盤であ るKII構 築 を重要政策 と して推進 している。計画で は、

韓 国政府情報基盤(KII・G)と 韓国公用情報基盤(KII-P)を2010年 まで に完成 させ る

予定 である。 まず、KII-GをATMベ ースの光 ケーブル ネ ッ トワー クによ り2002年 ま

でに完成 させ、その後K【1-Pプ ロジェク トを推進す る計画であ る。1988年 の 白書 「2

1世 紀の情 報社会の構築」7に よれ ば、現時点 のKIIの 達成状況 は次の とお りであ る。

◆ネ ッ トワークは、 ソ ウル、 プサ ン等 を含む80の 地域 に展 開 されている

◆主 要都市 では電話局 と配信先の 間に光ケーブルが敷設 され てい る

◆光 ファイバ ケー ブルは1,018の 大規模 ビルに敷設 された

◆N-ISDNは103の 地域が利用可能 とな り、配信先は合計66 ,300箇 所 とな った

◆CATVネ ッ トワー クの配信先 は合計7.44百 万箇所 とな った

7BuildinganInformationSocietyinth
e21stCentury
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8.2情 報社会 に向 けての韓 国の ビジ ョン

1999年3月 現在、情報通信部 はインターネ ッ トに発表 してい る 「情報社会 に向けて

の韓国の ビジ ョン」8の 中で、次 の ような方向 を示 してい る。

(1)生 産性の向上

◆政府の リエ ンジニ ア リング

政府機関 を高速 ネ ッ トワー クで結び、職員 にPCを 与える ことに よ り、ペ ーパー レ

ス政府が実現 で きる。 また、1998年 には政府 、 自治体 ご とにCIOを 任命 した。政府

調達 にはEDIを 導入す る。市民サ ー ビスはイ ンターネ ッ トを通 じて行 えるよ うにす る。

◆企業 リス トラの支援

韓 国標準のERPと コンサ ルテ ィング方法論 を開発 する。 まず、税務、会計 モ ジュー

ルの開発 に着手す る。

◆電子商取 引の促進

政府調達 、国防 と建設分野のCALSで 、EC市 場化 を図 ってい る。い くつかの プロジ

ェク トでは、消費者向 けのECが 開発 されてい る。ECの ための技術 開発 と標準化作業

が行 われてい る。

◆QOL(ク オリテ ィオブライフ)の ための情報化

教育 のための情報 環境 、ヘルスケア ・福祉 のための情報化、国防 ・環境 管理の ため

の情報化、文化 と情報化 、地域 コ ミュニテ ィの情報化 を進めてい く。

(2)よ りよい情報化環境の構築

◆KIS(韓 国情報スーパーハ イウェイ)の 構築(KII)

知識 ベース経済 におい て、経済活動 の中心 は コ ミュニケー シ ョンである。 そのた

め に必 要な高速情報 ネ ッ トワー クを早期 に構 築す る。

◆テス トベ ッ ドネ ッ トワー クと地域パ イロ ッ'トプロジェク ト

中小企業が先端技術 の研 究開発 に利用で きる ような共 同研 究開発 セ ン ター を設置

した。

◆APII

1997年 の韓 日テ ス トベ ッ トプ ロ ジ ェ ク トに基 づ き、 韓 国 一 シ ンガ ポ ー ル 、韓 国 一

中国 テス トベ ッ トプ ロ ジ ェ ク トを実 施 す る予 定 で あ る。ソ ウ ル にAPII共 同 セ ン ター

8Korea'sVisionfortheInformationSociety
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先進諸国における情報化ビジョンに関する動向(本編)

を設置 した。

◆関連法規制 のオーバ ーホール

1995年 か ら1997年 にかけ、63の 法改正 を行 った。引 き続 き、関連法の見直 しを行

ってい く。

◆通信サ ービス利用 の環境改善

通信サー ビス利用 の環境改善 として、PC普 及率 の向上促進、情報技 術 リテラシー

の改善、優良な コンテンツの開発、情報化 キ ャンペ ー ンの実施 を図ってい く。

◆効率的 なセ キュリテ ィ指標

インターネ ッ トとオ ンライ ンサー ビス の拡大 に伴 い、効率 的なセキュ リテ ィ指標

の快 活 を急 ぐ必要が ある。

◆Y2K問 題の解決

定期的 に2000年 問題 の解決状 況 を評価す る。また、中小企業向 けに2000年 問題対

応 のための融資 を行 う。

(3)情 報通信産業の育成

情報通信産業の育成を図るため、情報通信技術者の供給拡大、情報通信技術の研究開

発の支援、中小企業、ベンチャー企業の育成、通信産業の規制緩和と競争促進、海外投

資家のためのよりよい環境の構築、放送産業の育成を行う。

8.3サ イバ ーコー リア21(韓 国の知識ベ ース情 報社会 に向 けての ビジ ョン)

1999年3月 、韓 国情報通信省部 は、サイバ ーコーリア21と 題する レポー トを発 表

した。これは21世 紀が知識ベ ース経 済へ移行す るとい う認識の もと、次 の4年 間で注

力する3つ の テーマ として、知識ベース社会 のための情 報基盤の強化、情報基盤 を活用

した国の生産性の向上、情報基盤上の新規事業の育成 を掲 げている。
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先進諸国における情報化ビジョンに関する動向(本編)

9.各国の情報化 ビジョン/政 策の比較 と特徴

以上 の各 国の情報化 ビジ ョン/政 策の調査結果 に基づ き、各 国の状 況 を比較 し、全般

的な傾 向 ・特徴 を整理す る。

9.1情 報化 ビジ ョン ・政策の位置づ けと推進方法

情報化 ビジ ョン ・政策 の位置づ け と推進 方法 に関 して、以下 の ような特 徴 を指摘 す る

ことが で きる。

(1)情 報化が21世 紀の国の戦略課題であることの認識

今 回調査 した国は、いずれ も情 報技術が社会 、経済 に多大 な影響 を与 え、経済活動 を

効率化 し、国民生活 を豊か にす る上で情報化が極 めて重要な要 素であ るこ とを指摘 して

いる。 また、情報通信産業 を、それ を実現す るため、経 済発展 のための戦略産業 として

位置づ け、 国際競争力 の強化 ・育成 を図ろ うとしている。

また、この ような認識の背景 と して、工 業経 済から情報経済へ の シフ トが進 んでい る

こと、その中で情報 や知識の付加価値 が高 まることを理解 し、産業界等 関係 者 に対す る

啓発 を進 めている。

(2)ト ップレベル組織 による強 力なリーダーシップ

情報化 に係 るイニシアティブ、プログ ラムを、国の元首直轄 の組織 として統括 し、強

力 な リーダーシ ップを もって実施 してい る場合 が多い。

アメ リカの クリン トン=ゴ アや、マ レー シアのマハテ ィールの ように、国家元首 自身

が リーダーシ ップを発揮 し、情報化 プログラムを推進 してい る場合 もある。また、それ

以外の国 にお いて も、省庁の壁 を超 えた機 能横 断委員会 を設置 し、国家 レベ ルの重要課

題 として情報化 プログラム を推進 している。

また、省庁 レベ ルで も、情報 と通信 ・放送の技術 的 ・サ ー ビス的融合 を踏 まえ、ここ

数年間で情報産業 と電気通信産業 の主管官庁 を統合 した国が多い。

(3)政 策立案過程でのインターネットによる対話の利用

情報社 会で は政策立案過程 自体 の変革 も求め られる。各国の政策立案過程 において、

インター ネ ッ トが有効 に使 われていた。イ ンターネッ トで政策案 を開示 し、それ に対す

るフィー ドバ ックコメ ン トを受 け付 けてい るケ ースが多い。例 えば、イ ン ドにおいては、

インターネ ッ トによ り政策課題 に関 して広 く意見 を集め、計 画策定 してい くとい う方式

を採用 していた。
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(4)国 の役割と民間部門との連携

国と民 間部 門 との連携 も重要 な側面であ る。今 回調査 した国の情 報化 ビジ ョン ・政策

では、国の役割 を次の ように設定 してい た。

◆情報社会 のための高速 ・大容量通信 ネ ッ トワークの整備

◆情報通信 ・放送等 ディジタル化 に伴 う関連業界の規制緩和 と競争の促進

◆情報社会 に必要 となる法体系(知 的財産権、 プライバ シー保護、決済等)の 整備

◆電子 商取引等新た なアプリケーシ ョン構築 に必要 な技 術開発 の支援(助 成等)

◆イノベーシ ョンと公正競争 、そ して リスク回避 のための規格 ・技術標準 の調整

◆電子 商取引等新 たな アプ リケー シ ョン立 ち上 げの ため のパ イロ ッ トプロ ジェク ト

の推進

◆情報通信産業 を育成す るためのベ ンチ ャー企業 の支援(税 制支援、助成等)

一方
、民 間企業 は、パ イロ ッ トプロジェク トへの参画、研究 開発 をとお した商品化 ・

商用化、起業等 によって貢献す ることにな る。商品化 や起業化 に関 して国が どこまで コ

ミッ トで きるか については議論が分かれ る。

(5)他 国、他地域 との連携

情報社会 においては、いろい ろな面 で グローバル化 が進展す る。したが って、各 国の

情報化 ビジ ョン、政策 も地球規模の視野 を有 してい る。

規格 ・技 術標 準 や取引 ルー ルに関 して は、国際標準 化機 構(ISO)、 世界 貿易機 関

(WTO)、 世界 知的所有権機 関(WIPO)と いった国際機関 との調整 が必 要であ り、ま

た業界 におけ るワール ドク ラスの リーダー企業 を無視す ることはで きない。

また、自国の産業競争 力 を高 めるため には、国際的 な分業 とアライア ンス とい う観点

か ら自国産業の ポジシ ョニ ングをす る必要が ある。さらに、技術、資金 の国際調達 が必

要であれば、 それ に適 した優遇税制等の環境づ く りが必要である。

今 回の調査 対象国では、他 国、他地域 との連携範 囲は異 なるが、いずれ も地球規模 で

の情報社会の進展 を見通 している。

9.2情 報化 ビジ ョン/政 策 の内容

情報化 ビジ ョン ・政策の内容 に関 しては、以下の ような特徴 を指摘す るこ とがで きる。

(1)持 続的成長と中長期的課題の重視

前節 で指摘 した ように、国の役割 と して は、基盤 ・環境 整備が重視 されていた。 また、

情報社 会の進 展 と同時 に、将来の大 きな課題 と して指 摘 されている 「環境」 「健康 ・医

療」「高齢者福 祉」 とい った問題解決 に貢献す る視点 も掲 げ られてい る場 合が多い。
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先進諸国における情報化ビジョンに関する動向(本編)

(2)通 信インフラの整備と情報通信 ・放送産 業の改革

情報社会 におい ては、情報 ・知識 を伝達す る通信 イ ンフラが極 めて重要で ある。マル

チメデ ィア技術、デ ィジタル技術 、イ ンターネ ッ トの発展 をい ち早 く取 り入れ、情報社

会 を先導 してい くため に、各 国では通信 インフラの整備 を最優先課題 として取 り組 んで

いる。

また、それ を推進 す るための事 業主体 を整備 し、国際競争力 を高め るため、情報通信

産業お よび放 送産業 の規制緩和 を推 進 してい る。

(3)産 業の情報化 ～ 電子商取引の推進

情報社会 の実現 の中で も、産業の国際競争力 を左右 す る産業の情報化が大 きなテーマ

となっている。具体 的 には、電子 商取引の推進であ り、各 国で は、電子商取引 の基本枠

組 みやアクシ ョンプラ ンが策定 されてい る。

ア クシ ョンプラ ンの構成 としては、電子商取 引 を支 える取 引ルールの標準化や法体系

の整備、 それ を実現す るための技術 開発(認 証、 暗号等)、 普及加速のためのパ イロ ッ

トプロジェク トの推 進等が挙 げ られ る。

(4)行 政の電子化

行政の電子化 も調査 した国すべ てで実施 され ていた項 目であ る。行政サー ビスのネ ッ

トワー ク提供 、行政事務 の効率化 を狙 った ものが多い。

行 政の電子化 は、新 たな情報技術 に関 して初期 需要 を作 るとい う役割 もあ り、情報産

業育成 の観点 か らも重要視 している国が多い。

(5)科 学技術研究の支援・環境整備

今回調査 した国の中では、アメリカとEUに 関しては、政策の中で も科学技術研究の

支援や環境整備も重要な位置づけになっていた。他の国では、産業、社会に対する応用

研究や学校教育環境整備に関する取り組みはなされているが、科学技術研究自体への支

援は比較的軽い。

(6)先 進的アプリケーションの開発 ・育成 ～ 技術とビジネスモデルの協創

各 国の情報化 の展 開 におい て、先進的 なアプリケーシ ョンの開発 ・育成 を重視 してい

る。イ ンターネ ッ ト上 での検 索エ ンジン、情報提供サ ー ビス、サイバ ーシ ョップ、 さら

にはネ ッ ト ・オー クシ ョンとい った ビジネスモデルは、http、WWWと い った新 た な

インターネ ッ ト技術 に よって創 造 された ともいえる。この よ うに、潜在需要が顕在 化す

るプロセスは新 たな技術 を媒介 に した創発 的プロセスであ る。各国で は、この ような観

点 か らマルチ メデ ィア、 イ ンターネ ッ トとい った新技術 の用途 開発 を指 向 している。
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(7)関 連法規の整備

電子商取引の項で も指摘 したが、情報社会 において必 要 とな る法規制が必要 とな る。

コンテ ンツや技術 に関す る知 的財 産権 、個 人情 報等 の扱 い に係 るプ ライバ シー保護 の問

題、電子商取引 に係 る認証 、決済等の 問題で ある。各 国では これ らの点 に関す る法体系

の見直 しと整備 が進 め られてい る。
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先進諸国における情報化ビジョンに関する動向(本編)

10.わ が国の情報化 ビジョン策定に関する考察

10.1概 要

前章 まで、情報技術先進 国ない し情報先進 国 を目指す各国の情報化 ビジ ョンを調査 ・

分析 して きた。そ れぞれの国が 情報技術 を産業 ・社会の重要基盤 と認識 して、国家 の高

い レベ ルにおいて情報化 ビジ ョンを打 ち出 し、それぞれの事情 に応 じた基盤 の整備 ない

し研究 開発 を展 開 しつつ ある。米国で は情報 スーパーハ イウェイ構想 で情報技術基盤 を

掲 げ、HPCC計 画等 によ り科学技術分野 を支援 し、民 間 も戦 略的 な情報 技術投資 を積

極 的 に行 な ってお り、現在 の好調 な経済状 態 を支 えてい る。 さ らに、今 年 に入 っ て

PITAC報 告やIT2ビ ジ ョンでは基礎的研 究開発 を重視 して中長期 的な発展 を保証 しよ

うとしている。国内市場 の規模が小 さ く、独 自の情報技術 開発力 の小 さい シンガポール

やマ レー シアな どで は、国際標準の先進的 な情報技術基盤 を整備す る ことに よって、地

域 のハ ブ としての地位 の強化や先進的企業 の誘致 を図 ってい る。オース トラ リア、イ ン

ド、韓 国で も情報産業 の強化、情報基盤の整備 を活発 に進め てい る。

わが 国は国土が狭 く、天然資源 に乏 しいが、教 育水準が高 く、勤勉 な国民性 を背景 に、

国際的競争力 を持つ基幹製造業 によって経済 的発展が築かれ て きた。今後 もわが 国の繁

栄 にとって、高度 な技術 に支 え られた製造業 の強 さが最 も重要 な前提 となろ う。そ こで、

わが国における情報化 ビジ ョンは、21世 紀 に向けた製造業の高度化 を狙 い とす るのが

適当である。製造業 の高度化 を直接 に担 うのは各企業 だが、情報社会基盤の整備 や基礎

的 な研究 開発 は国が推進す る必要があ り、情報化 ビジ ョンはそ れ らの重点的課題 と考 え

方 を示 す もの とす る。

情報社会基盤 ・環境 の整備 としては、ネ ッ トワーク ・通信 イ ンフラ整備 ・強化 の支援、

ネ ッ トワー ク新技術実験 の支援、法律 ・規制 な どの制度の情報化社会 に向けた適合化 か

ら人材育成 な どが ある。また、行政サ ービスの電子化 な どを含 む行政 自身の情報化 を推

進 すべ きである。 これは、 それ 自身意義があるだけで な く、波及効 果 も大 きい。

基礎 的な研究 開発 は、長期 的で リス クを伴 うため、国が推 進すべ きであ り、特 に、(1)

デバ イス基礎技術か らヒューマ ンインタフェースに至 る情報技 術の基礎研究、(2)科 学

技術研 究 開発 の方法 を革新 しつつ ある計算 科学(計 算機 に よる仮想 実験)や イ ンフ ォマ

テ ィクス(大量 の情報整理 ・解析技術)が 、情報産業 を含 む製造業 の強化 のため に重要

な研究 開発推進領域 と考 え られ る。その他、ソフ トウェア産業 の強化 、よ り効果 の高 い

国の推進 ・支援す る研 究開発 のあ り方 の実現、等 、わが国独 自に取 り組 むべ き個別的 な

課題 もある。以下、情報社会基盤の整備 と基礎的 な研究開発 につい て短期 的課題 と中長

期 的課題 に分 けて述べ、 また、重要な研究 開発推進課題 と思 われる もの を挙 げる。
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図表10-1製 造業と科学技術を強化する情報技術
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10.2情 報社会基盤 ・環境 の整備 についての考 え方

狭い意味 の情報社 会基盤 ・環境 の整備 は、ネ ッ トワー ク ・通信 イ ンフラ整備 ・強化の

支援、ネ ッ トワーク新技術実験 の支援 、法律 ・規制 などの制 度面 な ど、目に見 える情報

通信 イ ンフラと制度的 インフラで ある。

広い意味 の情報社 会基盤 ・環境 の整備 は、人材 や競争 的環境 な ど、無形 の もので ある。

情報技術 を担 う人材 の育成 は重要課題 であ り、先端技術 開発 、実用技術開発 、技術要素

を組み合 わせ て実際 の問題 に適 用す る シス テム技術 といったスペ ク トルを厚 くカバ ー

す る必 要がある。また、まだ完成度の高 くない技術 や製 品を正 しく評価 し、未熟 な点 を

補 って効 果 を引 き出すための利用側 のスキルの向上 も、新 しい情報技術が普 及 し、効果

を現すため に重要 な素地である。

自動 車産業、家電産業な ど国際競争力 のあるわが国の製造業 は、国内市場 の厳 しい競

争、利用者の厳 しい注文が鍛 え、世界 をリー ドす る品質 に高め られた と言 われている。

情報産業においては、導入側 の利用技術 や比較評価力が十分で ない等 によ り、必ず しも

競争 的環境 にある とは言 えない。競争 的環境 にない所で は技 術が停 滞 しがちである。例

えば、高い技術 を持つ ソフ トウェア ・ハ ウスが本格 的なシステム開発 を受注 す るのは容

易で はな く、その ような企 業が育 ちに くく、結果 として新 しい技術の普及が遅れ るとい

う現象 もある。

その ような ことを含め、情報技術 を現実の問題 に適用す る担い手で あるソフ トウェア

ビジネスの強化 は重要 な課題であ る。依然 として、受託 開発 の割合 が高 く、またその効

率が必 ず しも高 くない問題 を徐 々 に改善 して行 く方策が検討 されるべ きで ある。
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先進諸国における情報化ビジョンに関する動向(本編)

10.3情 報技術の研 究開発 についての考 え方

(1)基 礎 的研 究開発テーマの推進

実用化 ・製品化 か ら遠 く、研 究開発 コス トが大 きく、民間企 業が取 り組む には リス ク

の大 きいテーマ を中心 に国は取 り組 むべ きである。中長期的 に育つ可能性 のあ る技術 の

種 を蒔 くとい うこ とで あ り、特 に、重要 な(潜在的)ニ ーズ の発 掘が重要で ある。そ して、

実用化 ・製 品化 の目処 のつ いた研究成果 は公 開 し、民間が 自由に実用 化 ・製品化 し、公

共の利益 に結 び付 くとい う形 で研 究 開発 投が 回収 され る ことを目指す ことが基本 であ

る。公 開の方法 につい ては、無償 の技術公 開、プロジェク ト参加企業への ライセ ンシン

グ、大学等で の研究 成果 の ライセ ンシ ング ビジネス、 な ど幾つ かの形 態が あ り得 る。

(PITAC報 告 に見 られ る ように米 国で も中長期 的研究 テーマ を国が推進 すべ き領域 と

して重視す る ようになっている。)

なお、ネ ッ トワー クの ように基本 イ ンフラとなる技術 につ いては、独 自技術 開発 の能

力があって も、国際標準 とな らなければ却 って孤 立化 を招 くため、国際 的な協調 を図る

こ とが適 当であろ う。

(2)実 用化 ・製 品化 に近いテーマの研究開発の民間主導

実用化 ・製品化 に近いテーマ は有望 であれ ば民 間が独 自に取 り組 む もので ある。また、

その ようなテーマは周辺技術 を開発 中で あることが多 く、成果 における知 的財産権 の切

り分 けが問題 となるな ど不都合が ある。む しろ、資金貸 し付 けや優遇税制 な どの環境面
'のバ ックア ップが適 当 と考 える

。ただ し、過剰 な補助金等 によって、不要 ない し見込み

の低い開発 が促 され ることがあ り得 る。情報化関連予算 の有効活用 お よび民 間情報技術

能力の機 会損失 の防止 の注意が必 要である。

わが国が遅れてい るが国外 で実用化 ・製品化の進みつつあ る技術 の技術導 入 に躊躇 す

べ きで はない と考 える。特 に技術 その もの よりも、その技術が可 能 にす る産物 やサー ビ

スの価値 が大 きい場合 、独 自技術 の開発 を待 っていたのでは、よ り大 きな部 分で遅れ を

取 る恐れがあ る。独 自技術 の付 加価値 が大 きくなければ、研 究開発 資源の機 会損失で も

あ る。(た だ し、独 自に持 つべ き重要技術 と して、民 間が取 り組 むこ とは当然 自由であ

る。)

なお、実用化 ・製 品化 のプロセスを国 は直接 的 に推進 しないが、成果であ る先進的 な

製 品 ・サ ー ビス等 を積極 的 に調 達 し、実地 に用 いて育て るべ きで ある。(こ れ は国が基

礎研 究 を支援 した技術 に限 らない。)

(3)実 験的 ・研究的ソフトウェアの実用化

計算手法や ソフ トウェア研究 の領域 では、大学等で基礎 的研 究が なされ た技 術が プロ

トタイプに留 ま り、埋 もれて しまうことが しば しば生 じてい る。画期的 な機能 を持つ ソ

フ トウェアや、市場 は大 きくないが科学技術分野 に とって重要 な意味の あるソフ トウェ

アが生 まれ るため には、その よ うな技術 の芽 を育 てて行 く必要があ る。有望 な計算手法
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や ソフ トウェアの芽 を、一般 の利用 に耐 える ソフ トウェアと して体現 し、(無償)公 開 し、

ユーザ コ ミュニ ティが育 つ まで必 要 なメ ンテナ ンス を行 な うことが可能 とな る仕 組み

を実現すべ きである。例 えば、公 共の ソフ トウェア実務機関の設置、大 学等 でのソフ ト

ウェア技術者雇用 の柔軟化等が考 え得 る。これは研究 コ ミュニテ ィにおける 「評価 され

る研究」の価値観 の変化 も促すで あろ う。

10.4短 期的 な課題

短期的には、21世 紀に向けた成長を促す条件 としての、情報社会基盤 ・環境の整備

を急ぎ進めることが課題であろう。わが国では先進的な企業は既に高度な情報化を進め、

飛躍しつつある企業がある一方、情報技術を十分に活用できず競争力を失いつつある企

業も多い。先進的な企業が革新を円滑に進められ(法の整備、規制の緩和、等)、 また、

その他 の企業が情報化の軌道に乗ることができる(コ ス ト削減への直結等)よ うな環境

を整備することがポイントと考えられる。情報化へ向かう社会の参加者としての行政自

身が先進的な情報技術を取 り入れることは、それ自体の意義の他に波及効果も大きいで

あろう。

図表10-2短 期 的な課題

蓑…………li…i………li……lii………………羅…… 難 燃 …藤iiiiiiii－轍 鱒1

-i謬i蓑…i:………

湿 糠 籔 ・…・・…・…1…ミ…麟

情報基盤 ・環境整備

…欝 …i…1行政の情報化

その他

◆ 情報技術に適した予算執行の検討

◆ 情報技術関連施策の情報一元化

(1)情 報基盤 ・環境整備

情報先進企業で はインター ネ ッ トや衛 星通信 を利用 して、ユ ーザの注文や購 買行動が

即時 にセ ンターに伝 え られ、注文への迅速な対応 や在庫 の縮小が実現 してい る。また蓄

積 された大量 の情報が分析 され、特徴 的パ ター ンが発見 され、製 品やサ ー ビスの改良 ・

新規開発 に活用 されてい る。この よ うなビジネス プロセスの変革 を容易 にす るための イ

ンターネ ッ トや通信 環境 の整備 ・強化 を早急 に進 める必要があ る。また、イ ンターネ ッ
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先進諸国における情報化ビジョンに関する動向(本編)

トや衛星通 信 を用 いた コンテ ンツの流通や ビジネスの展 開が円滑 に進 むよ う、新 しい現

実 に即 した法律 など制度 を検討 し、国際協調の下 に改革 を進め る活動 を一層強化すべ き

であ る。イ ンターネ ッ ト上の取 り引 きや契約一般 によって生 じる権利関係の整理 、デ ジ

タル ・コンテ ンツに即 した知的財 産権の見 直 し、規制 の緩和 な ど様 々な課題があ る。こ

れ らは、近年、進みつつ あ り、 また 「高度情報通信社会 に向 けた基本 方針」(高 度情報

通信社 会推 進本部,1998!11!9)で も再度強調 されている。

イ ンターネ ッ トが急速 に普及 し、イ ンターネ ッ、ト上で新 しい経 済活動が生 まれつつあ

る現在 、情 報基盤 ・環境整備 におい ては変化 .・進歩の速度が重要であ る。国 として は、

国際 的普及 の見込み の薄 い独 自技術 の開発 を推進す るよ りも国際標 準 に準拠 して、イン

ターネ ッ ト経済で よ り進 んだ国へ のキ ャッチア ップを促 す ことが適切 である と考 える。

また、様 々な情報 ・デー タの円滑で な流通 を保証 するために、インターネ ッ トバ ックボ

ー ンを強化 し
、信頼性 を向上 させ る ことが急がれ る。

先進的 な企業 は上記の よ うな環境整備 に より発展速度 を早 めるであろ う。一方、現在

の経済状 況の ため、情報化 に遅れ ている企業が、情報化投 資 に消極 的 とな り、その結果、

縮小均 衡 に陥 ってい る傾 向が見 られる。その ような企業 が情報化投 資→効率改善→業績

改善→ 拡大投資、とい う良循環 に乗 るため には、情 報化投資が経 費節 減につなが る よう

な環境 の実現 を急 ぐことも重要 と思 われる。例 えば、行政情報 のイ ンターネ ッ ト参照や

行政手 続 きの インターネ ッ ト受付の実現 は、経費節減 目的の事務部 門情報化 を促す と期

待 され る。小規模 な情報化投資 を経費 として扱 え るような措置等 も考 え られ よう。

(2)行 政の情報化

社会 ・経済 の重要 なプ レーヤ ーであ る行 政が情報化 を進め ることは、それ 自体意義が

あ り、 また国民への ア ピール効果 を含 め、広 い波及効果 が期待 され る。

1)先 進的情報技術 の調達 ・利用

行政機関 は先進的情報製品やサー ビスを積極的 に調達すべ きである。それは、情報技

術の新 たな製品やサ ー ビス を提 供 しているベ ンチ ャー を含 む企業 や個人 を支援 す るこ

とに もつ なが る。その前提 として、情報技術 を活用で きる人材 の登用 な ども並行 して行

なうべ きであ る。

2)公 共情報 の整備 ・提供

一部 の統計情報で既 に始め られてい るが
、行政情報、公益情 報 な どの公共情報 をデー

タベ ース化す るな どして、インターネ ッ ト上 での無償提供 を進 め るこ とが望 ま しい。既

にある情報の提供 の他、インターネ ッ ト提供 を前提 とした地域情報 、病院情報、国土地

理情報 な どを積極 的 に整備 すべ きである。その ような一次 デー タの蓄積 ・公 開は、その

ままで も企業 ・個 人の利便 とな り、また、付加価値 を付 けた コンテ ンツを制作 する新事

業が生 まれ る素地 ともな る。

3)行 政サー ビスのイ ンターネ ッ ト提供

現在 、ほ とん ど行政機 関の窓口で行 なわれている行政サー ビス を、イ ンターネ ッ トで
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提供 して行 くご とを徐 々に進め るべ きで ある。また、行政サー ビス情報の統合提 供サ イ

トを設ければ、企業 ・個人 による情報検索 コス トの低減や行政サ ー ビスの有効活用 につ

なが るであろ う。最終 的には、イ ンターネ ッ ト上 にバ ーチャルな役所 を設置す るこ とと

言 え よう。それ によ り、利用者 である企業 ・個 人の情報化が進み、利便性が向上 し(例

えば、手続 きの ため に平 日に休 暇 を取 らな くて良 くなる)、行 政 自身の事務 合理化 につ

ながる。また、セキュ リテ ィ技術 など先進 的な情報技術 の需要 を喚起する ことで もある。

(3)そ の他

1)情 報技術 に適 した予算執行の検討

現在の予算の執行方法は、柔軟性に欠け、情報技術活用 ・向上のためには㊤ずしも相

応 し くない。例 えば、補 正予算事業 に よって1年 未満の期 間で本格 的なソフ トウェアを

開発 す るこ とは非現実的である。 また、高額 なハ ー ドウェア導入後 の保守 ・運用 ・利用

』ご対チ る配慮(特 に人材 の配置 ・育成)が 乏 しいために、戦 後、十分 に活用 されない と

い うこ とが起 きるこ とがある。結果 として、情報技術 関連投 資 においては厳密 な予算執

行 コン トロールに よって結果的 に投資効果が低 くなる とい う事態 が生 じている。情報技

術 関連投資が有効 に機能す るための予算執行方式 を検討 し、適用 すべ きである。

2)情 報技術 関連施 策の情報一元化

様 々な省庁や機 関 において情報技術 関連の方針が決定 され、事業が実施 されてい るが、

情報 が分散 してお り、必 要な情報 にアクセスす ることが必ず しも容易で はない。情報技

術関連 の ビジ ョン、研 究推進 テーマ、研究開発公募等の情報 を集めた情報技術推進統合

サ イ トを設 けることなどが考 え られて も良いであ ろう。それは国民 や民 間企業、研究 開

発 者へ のア ピール とな り、行政 内部での調整 を間接的 に促 す ことに もなろ う。

10.5中 長期的な課題

中長期的には、情報社会基盤 ・環境の整備に関しては、技術革新や情報技術の浸透に

応じた基盤 ・環境整備の継続、情報産業の競争的な環境作り、人材育成など、基礎的な

研究開発に関しては、将来の情報社会像とわが国の実情を踏まえた重点課題の設定、最

終的にインパクトのある成果活用に結び付 く研究開発のあり方などが課題であろう。
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図表10-3中 長期的な課題
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(1)情 報基盤 ・環境整備の継続

情報 イ ンフラ技術の進歩 に伴 って、その整備 ・強化 を継続的 に進 めな くてはならない。

また、情報技術が社会 ・経済活動 に浸透 して行 くとともに、法体系 な どを適宜検 討 し、

整備す る必要があ る。

(2)基 礎的研究開発の推進

先 に述べたように、国としては研究開発において基礎的な領域を中心に推進すべきで

ある。課題設定に当たっては、現在の変化に目を奪われるだけでなく、(一定の幅を持

った)将来の情報社会像 を想定 し、そこにおいて重要となる技術要素の研究開発、社会

経済的な課題の予期 ・対策検討といったトップダウン的なアプローチを併用するのが適

当と考えられる。また、電子商取引や放送通信など国際的標準の形成が重要な領域では、

各領域でのわが国の相対的な力を考慮 した国際競合・協調を含む戦略の検討も必要であ

ろう。また、研究テーマの実施に当たって、最終的にインパクトのある成果活用に結び

付 く研究開発のあり方なども課題である。米国の研究支援機関における研究マネージャ

制度などは大いに参考になると思われる。具体的な研究開発課題については後節で例示

する。

(3)人 材 の育 成

識字 率(リ テ ラシー)が高い こ とが文明国の条件で あるように、一定の情報技術 リテ ラ

シーが常識 となる ことは、情報化社会 の基礎 となる。そのため には、義務教 育段 階で精
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報技術 と接触 させ る ことが有用 であ る。学校 の情報科 や科 目と しての 「コ ンピュー タ」

の導入が考え られ る。「コ ンピュー タ」 とい う独 立 した教科が あるとい うよ り、全 ての

教科 に役立つ情報収集、情報発信、コミュニケー シ ョンの手段 である基礎教科 として位

置付 けることが適 当である。各教科の インターネ ッ トを利用 した教材流通 、自由研 究等

の促進 など様 々の可能性が ある。

日本人 にはベ ンチ ャー精神が乏 しい と言われ、新 しい情 報技術 の開発や利用方法の考

案 において大 きな不利 となる。これまでの教育 で は、知識 を習得 させ るこ とが重視 され

て きたが、今後 は教育課程卒業後 に必要 な知 的能力の変化 に対応 して、発 見、実験 、創

意 ・工夫の精神 を養い、ヒューマ ンスキル を実地 に訓練 する(ア イデアの発 表、デ ィベ
ー ト
、交渉な ど)こ とに重点 を移 して行 くべ きであ ろ う。

情報技術が進歩 し、社会 ・経 済 に浸透 して、構造の変化が次々 と進 む時代 におい ては、

教育課程 を卒業 した時点で 身に付 いてい る知識 ・技術 ・常 識が個人の ライフサ イクルの

中で陳腐化 して行 く。したが って、従 来の教育課程 を終 え、社会人 となった後 の継続 的

学習が必要であ り、国 としては企業 における制度化 を強力 に促 進するな ど、本格 的に取

り組 むべ き課題 であ る。

また、英語教育 を 「インターネ ッ ト英語」を中心 とした実践的 なカリキュ ラムに再編

成する ことも検討 されて良いであろ う。

(4)情 報産業の強化

1)競 争的環境実現への誘導

自動車、家電などわが国の強い製造業部門は、国内市場での激しい競争やユーザの厳

しい注文が鍛えたと言われている。同様のことを情報技術においても実現するような環

境を作ることが望まれる。情報通信装置の小型化により、情報技術の成果が末端消費者

に急速に普及しつつあり、そのような分野(情報家電、携帯情報端末、カーナビゲーシ

ョンなりでは、日本企業は強い。末端消費者向けでない情報技術分野(ビジネス向け製

品等)においても、情報技術 リテラシーの高い注文の多いユーザが増えることが重要で

あろう。供給者がユーザを抱え込み技術進歩が停滞することが起きるが、情報技術リテ

ラシーの高いユーザが先進的な機能を提供する供給者を選択するようになれば、供給者

間の競争が強まり、結果として優れた製品やサービスが育って行くであろう。

2)ソ フ トウェア ・ビジネスの強化

ソフ トウェア ・ビジネスの形態 は大 き く分 けて、パ ッケージソフ ト、システムイ ンテ

グレー シ ョン、受託 開発 の3つ があ る。わが 国のソフ トウェア企業 においては、受託 開

発の比重が高 く:パ ッケージソフ トの比重が低 い ことが特徴 である。

わが国で従来か ら受託 開発が多 いこ とは、多 くの発 注元が類似 した機能 を多 くの ソフ

トウェア企業 に重複 して委託 している とい うこ とであ り、ソフ トウェア開発 力が余 って

いない わが国 として非効率であ る。ミ ドルウェアや ビジネス オブジェク トの普 及 を国 と

して支援する ことが考 え られる。ただ し、前述 の ように、直接的 に製品化 プ ロジェク ト

を実施す るよ り、基礎検 討の支援、流通市場 の整備 な ど基礎面 ・環境面 でのバ ックアッ
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プが適 当であ ろ う。また、調達側 として、行政 の情報 化 にお ける ミ、ドルウェアや ビジネ

スオブジェク トの積極利 用 に努め るべ きであろ う。

パ ッケージソフ トに関 しては、日本語 ソフ トウェア開発 で蓄積 され たマルチバ イ ト言

語処理、マルチ リンガル処理 の技術 をもって、国外市場 に進出す るこ とは、非西欧圏(わ

が国の場合、特 にアジア諸国)に おける情報化の支援 ともなろ う。

10.6研 究 開発推進課題

先 に述べた ように、国 として は研 究開発 におい て基礎 的 な領域 を中心 に推進すべ きで

あ る。課題設定 に当た って は、現在 の変化 に着 目す るのみ ならず、(一定 の幅 を持 った)

将来 の情報社会像 を想 定 し、そ こにおいて重要 となる技術 要素の研 究開発 、社会経 済的

な課題 の予期 ・対策検 討 とい った トップダウ ン的 なアプローチ を併 用す るのが適 当 と考

え られる。また、電子商取引や放送通信 など国際 的標準 の形成が重要 な領域では、各領

域 でのわが国の相対 的 な力 を考慮 した国際競合 ・協調 を含 む戦 略の検 討 も必要で あろ う。

また、研究 テーマの実施 に当た って、最終 的にインパ ク トのある成 果活用 に結 び付 く研

究 開発 のあ り方 なども課題 であ る。

基本的 には、わが国が研 究開発 力 を持 ってお り発展 の続 いている分野 における中長期

的 目標実現の支援 、ネ ッ トワークが遍在化 し、小型の情報通信装 置が社 会 ・経済活動や

日常生活 にます ます浸透 し、集め られた大量のデー タの解析 に よる発見が価値 を生 むよ

うな将来像 において、キー となるであろ う技術 の先行研 究 な どが重要 と考 え られ る。ま

た、科学技術分野で は理論 、実験 と並 んで計算科学(シ ミュ レーシ ョン計算 やイ ンフ ォ

マ テ ィクス)が研 究手段 として重要性 を増 してお り、新材料 ・新製 品の設計 開発 の方法

論 を変 えて行 くと言 われている。 その分野の強化 も重要課題で ある。

以下、研究 開発推進課題 を例示す る。情報化 ビジ ョンの詳細化 においては、ソフ トウ

ェア技術 の動向の詳細、各種製造業 の状況やニーズを踏 まえた技術 開発 の重要課題候補

の発掘 、選 定が必要 となろ う。

◆ デバ イス/ハ ー ドウェア/通 信

■次々世代 以降の半導体微細化

半導体微細化は今後 も20年 程度継続すると予想 されてい るが、微細化が進むにつ

れ ます ます高度 な技術が必要 とされ、研究開発に要する費用 も非常 に大 きくなって

いる。まだ研究的な微細度の実現の研究は重要 と考 えられる。

■新 しい動作原理の デバ イス

15年 ～20年 後 には現在 の半導体技術 が物理的限界に近づ くと予想 される。超電導

素子、単電子 トランジス タ、量子コンピュータ、分子 コンピュー タ、等 、現在行 な

われている新 しいデバイス技術の研究の推進はその ような時 間スパ ンでの重要課題

である。それぞれのアイデアの研究 ロー ドマ ップに基づ き、研究段階 に即 した人材

確保、研究推進 を行なうことが望ましい。
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■イ ンターコネクシ ョンの基礎技術

プロセッサが高速化す るにつれ、チ ップ間 ・ボー ド間 ・筐体間 をつな ぐインタ

ーコネクシ ョンの高速化 ・大容量化が課題 となっている。チ ップ内では配線が

ます ます大 きな性能限定要因と して クローズ アップされて きている。インター

コネクシ ョン技術のブ レー クスルーはパ ソコンか ら超並列計算機 まで性能向上

に大 きな貢献 をす る。

■大容量光通信技術

常時莫大なデー タが流 れるグローバルなネッ トワークのバ ックボーンを支える

技術 としてエン ド ・エ ン ド間の大容量光通信が必須な もの となる。

■無線通信基礎技術(長 距離 ～近 距離)

「いつ、どこでで も」必要 な情報 にアクセスで きる技 術 と して無線技術 は家庭内 シ

ステムか ら移動体 まで様 々な ところで普及 し、活躍す るであろ う。

◆ ソ フ トウェ ア

■ ソフ トウェア工学

ソフ トウェアの生産性 ・信頼性 ・保守性の向上 は、他産業への適用 において も情報

技術 自体の研究開発 において も常 に基礎 となる重要課題である。方法論 の研究、 コ

ンポーネン ト・ベースのソフ トウェアの開発など。

■データ ・イ ンテ ンシブ計算

様々な取 り引 きデータ、観測 ・測定 デー タ等が ネ ットワーク経 由で集中型デー タベ
ースに届 けられることが多 くなるであろ う。それ ら大量データを処理 し、有用 ・重

要 なエ ッセンス を抽 出することが課題 となる。 したが って、大量のデータの統計的

性質を高速に計算す る技術、法則 を発見する技術(デ ータマイニング)、 シ ミュ レー

シ ョン計算 に組込む技術(デ ータ同化)、 様々な分野の情報 を可視化す る技術、 など

の研究が重要である。

■ネ ッ トワーク環境内 のソフ トウェア

従来の枠組みでは、プログラムは一つの計算機 の中 に閉 じていたが、今後、情報処

理装置が孤立 していることが例外 とな り、情報処理装置間のインタラクシ ョンもよ

り複雑 になって行 くであろ う。前記のサイバー世界の自立型 ソフ トウェアはその よ

うな例である。 この ような枠組み においては、 ノー ド、エージェ ン トの様々な組み

合わせ における協調 ・競合 ・交渉 メカニズム、セキュリティ ・信頼性 の保証技術、

コミュニケーシ ョンプロ トコルなどの研 究が非常 に重要 となろう。 また、その よう

なパ ラダイムを支 える理論的基礎の構築が必要 と考 えられる。

■知 的ソフ トウェア

より知的なソフ トウェアを実現す る研究は継続的に行な うべ きである。計算機の能
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力 の大幅 な向上、ネ ットワーク経 由の知識源への アクセス などは、新 たな可能性 を

開 くと思われる。

■知的活動 を支援す るソフ トウェア

今後、知識の生産が ます ます重要 となって行 くと予想 され る。知的活動 を支援 し、

発想 を刺激す る様 々な手段 の研究開発は重要 と考 えられる。情報の視覚化 は一つの

例だが、これに限 らない。

■ ヒューマ ンイ ンタフェース

今後、情報通信機器の利用が大 きな利便 をもた らす場面は多 いが、従来型の計算機

とのインタフェースが不適当な状況 も多い。様 々な目的や状況 において適当なコミ

ュニケーシ ョンモー ド(自然言語 とは限 らない)の研究開発 は重要課題である。様 々

な物理的な入出力方式 ・装置 の研究開発など。

◆ コ ン ピュ ー タ/ネ ッ トワー ク

■ハ イエ ン ド・コンピュー タ

ス ーパ ーコンピュータはわが 国の強い分 野であ り、ベ ク トル型 スーパー コンピュ

ー タ技術 では実質的 にオ ンリー ・ワンとなっている
。一方 、米国 はベ ク トル型 ス

ーパー コンピュー タか らCommodityofftheshelf(COTS)型 の超並列 コンピ
ュ

ー タの開発 に移行 してい る
。米 国におい ては高性 能マイ クロ プロセ ッサ を独 自開

発 す る有力企業が あるため に、それ らをCOTSと したスーパ ー コンピュー タの

開発 は相乗効果 を持つが、わが 国において は必ず しもそれが成 り立 たない。む し

ろ、研究開発 に要す る資源 や技術開発の波及効果 を十分 に見極 めた上 で、ハ イエ

ン ド・コンピュー ティングに特化 した フラッグシ ップ ・スーパ ーコ ンピュー タを

国家 プロジ ェク トと して主要 メーカと連携研究開発 し、ハ イエ ン ド技 術 を保持す

るこ とが重要 と考 え られ る。

■科学技術分野へ の適用

重要 な科学技術研究分野でのニーズに応 える情報技術。実 質的有用性 を指向 し、計

算科学か らインフォマティクス まで。特に、遺伝子情報 の蓄積 とそれ による生命 に

関する新 しい発見 を助けるゲノム情報の研究開発能力の向上 は極 めて重要であろう。

10.7ま と め

情報技術先進国ないし先進国を目指す各国の情報化ビジョンを調査 ・分析 してきた。

それぞれの国が情報技術を産業 ・社会の重要基盤と認識して、国家の高いレベルにおい

て情報化ビジョンを打ち出し、それぞれの事情に応じた基盤の整備ないし研究開発を展

開しつつある。

わが国は国土が狭 く、天然資源に乏しいが、教育水準が高 く、勤勉な国民性を背景に、

国際的競争力を持つ基幹製造業によって経済的発展が築かれてきた。今後もわが国の繁
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栄 にとって、高度 な技術 に支 え られた製造業の強 さが最 も重要 な前提 であろ う。そ こで、

わが国 における情報化 ビジ ョンは、21世 紀 に向けた製造業 の高度化 を主 目標 とす る。

製造業の高度化 を直接 に担 うのは各企業 だが、情報社会基盤の整備 や基礎 的な研究 開発

は国が推進す る必要が ある。

情報社会基盤 ・環境 の整備 と しては、ネッ トワー ク ・通信 イ ンフラ整備 ・強化の支援 、

ネ ッ トワーク新技術実験 の支援 、法律 ・規制 な どの制 度の情報化社会 に向 けた適合化か

ら人材育成 な どがあ る。また、行政サ ービスの電子化 などを含む行政 自身の情報化 を推

進すべ きである。 これ は、それ自身意義があ るだ けで な く、波及効果 も大 きい。

基礎 的な研究 開発 は、長期的で リス クを伴 うため、国が推進すべ きであ り、特 に、(1)

デバ イス基礎技術 か らヒューマ ンイ ンタフェース に至 る情報技術 の基礎研究 、(2)科 学

技術研 究開発 の方法 を革新 しつつ ある計算科 学(計 算機 による仮想 実験)や イ ンフ ォマ

テ ィクス(大量 の情報整理 ・解析技術)が 、情報産業 を含 む製造 業の強化の ために重 要

な研究 開発推進領域 と考 え られ る。その他 、ソフ トウェア産業の強化 、より効果の高い

国の推進 ・支援す る研 究開発のあ り方の実現 、等 、わが国独 自に取 り組 むべ き個別 的な

課題 もあ る。

短期的 には、21世 紀 に向けた成長 を促す条件 としての、情報社会基盤 ・環境 の整備

を急 ぎ進め ることが課題で あろう。わが国では先進 的な企業 は既 に高度 な情 報化 を進め、

飛 躍 しつつあ る企業 がある一方、情報技術 を十分 に活用 で きず競争力 を失いつつあ る企

業 も多 い。先進的 な企業 が革新 を円滑 に進め られ(法 の整備 、規制の緩和 、等)、 また、

その他 の企業 が 情報化 の軌道 に乗 るこ とがで きる(コ ス ト削減 への 直結)よ うな環境 を

整備す ることが ポイ ン トと考え られる。情報化へ 向か う社会の参加者 としての行政 自身

が先進的な情報技術 を取 り入れ ることは、それ 自体 の意義の他 に波及効果 も大 きいであ

ろ う。

中長期的 には、情報社会基盤 ・環境 の整備 に関 しては、技術革新や情報技術の浸透 に

応 じた基盤 ・環境 整備 の継続、情報産業の競争 的な環境作 り、人材育成 な ど、基礎 的な

研究 開発 に関 して は、今 後の情報社会像 とわが国の実情 を踏 まえた重点課題 の設定 、最

終的 にインパ ク トの ある成果活用 に結 び付 く研究開発 のあ り方 などが課題 であろ う。

ここでは製造業 とそれ を支え る科学技術 の高度化 を情報化 ビジ ョンの狙 い としたが、

情報社会基盤 ・環境が整備 され、科学技術が向上すれ ば、それは広 く産業一般や社会生

活 の向上 を もた らす。さらに、わが 国が中長期的 に直面す る社 会 ・経済的 な課題の多 く

は、産業活力の もた らす豊 か さが解決へ の道 を開 き、また リサ イクル システムの実用化

なと情 報技術 ・科学技術 が直接 に寄与す るもの も少な くない。その意味で、その意味 で、

情報化 ビジ ョンはわが国が活力 を回復 し、持続的成長 を実現す る とい う最 重要課題 に応

えようとする もので もある。
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